
内閣府　令和元年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

区分 分野 団体名 支障事例 見解
補足
資料

医療的ケア児の受入が促進され、多様な需要に
対応できる。
医療的ケア児の保護者の負担を軽減し、働きやす
くすることができる。

健康保険法第
63条、第88条

内閣府、
文部科学
省、厚生
労働省

富山市 足利市、船
橋市、横浜
市、相模原
市、加賀
市、須坂
市、豊橋
市、豊田
市、京都
市、南あわ
じ市、鳥取
県、米子
市、山陽小
野田市、八
幡浜市、佐
世保市、大
分県、宮崎
県、宮崎市

保育所等における医療的ケア児の受入促進のため、看護師の配置など受
入体制の整備を図る「医療的ケア児保育支援モデル事業」「教育支援体制
整備事業」については、人材確保の難しさから、なかなか事業の着手に至ら
ないのが実情である。
本市では、保護者が施設に出向いてスポット的な医療的ケアを行うなどの
サポートが出来れば、受入れが可能となるケースもあることから、こうした場
合に訪問看護が活用できれば、児童の症状や性格等に精通した看護師が
派遣されることで、保護者の負担が軽減されるとともに、施設においても安
心感も高まり、受入れに向けての第一歩が踏み出せるものと考えている。
国のモデル事業等の導入にあたり、看護師を採用するまでの一定期間、訪
問看護を活用できれば、受入れ体制の進捗に応じて柔軟な対応が可能に
なる。
本市では、医療的ケア児の受入実績を増やし、ノウハウを蓄積していくこと
が重要であると考えており、今年度、保育所に訪問看護の看護師を派遣
し、一時的に入園生活を体験する事業を予定している。訪問看護には施設
看護師への技術指導等、様々な活用の可能性があり、児童が保育所等か
ら小学校に進学した場合でも、同じ訪問看護師にケアを依頼することによ
り、義務教育課程への移行が円滑になるものと期待している。
また、モデル事業を実施するためには、訪問看護の診療報酬相当額を各自
治体で予算計上する必要があるほか、自治体ごとの契約に基づいてサービ
スが提供されることとなり、サービス内容に地域格差が生じる恐れがある。

―○医療的ケア児の居宅における看護は、訪問看護の看護師によるケアが定着しており、医療的ケア児の保護者との信
頼関係が構築できている場合も多い。また、医療的ケア児の状態もさまざまであることから、居宅、保育所等の場所に関
係なく、状況を把握した看護師を派遣できる制度への改正が必要である。
○当市でも看護師が確保できず、酸素吸入が必要な医療的ケア児の保育園での受入れを断念した経過があることか
ら、保育園への訪問看護が適用されれば医療的ケア児の受入れを広げることが可能となり、児童の集団保育の機会確
保に資すると考える。
○当市でも医療的ケア児が保育所入所が出来なかった事例がある。医療的ケア児を担当することになる保育士の不安
はかなり大きい。また、看護職の確保も難しい状況であるため、どのくらい保育士や保護者の不安が軽減されるか分か
らないが、訪問看護ステーションの看護師による訪問看護が保育所で受けられるようになると医療的ケア児の集団参加
の機会の確保ができると思われる。
○現在、医療的ケアに当たる保育所常勤の看護師が不在時の対応として、保育所への訪問看護を実施しているが、健
康保険法上、保育所での訪問看護が認められていないため、市の単独事業により、全額市が費用負担をして訪問看護
の利用をしている。健康保険法における訪問看護の適用範囲を拡大し、保育所での訪問看護を可能とすべきである。
○当市においては、提案団体同様の課題に対して、障害福祉部門において、「施設」在籍児童を対象に訪問看護師派
遣事業を実施しており、全額公費負担している。保育対策総合支援事業費補助金の対象ではあるが、健康保険対象で
ないため、事業費の負担が大きく、予算確保に困難がある。保険対象となれば、支援対象の医療的ケア児数を拡大する
ことができる。
○当市においても、医療的ケア児に対する看護師を配置している施設はなく、保護者が付き添うケースが見られ、保護
者の負担が大きい。保険適用の範囲が拡大されれば、訪問看護を施設で利用することもでき、医療的ケア児の受入施
設数も増えると考えられる。
○当市においても医療的ケアを必要とする入園ニーズは高まっているが、園に常駐する看護師は不足しており、早朝・
延長の対応も課題となっている。そのため、園への訪問看護は必要と考える。
○医療的ケア児に対応できる施設は、当県でも少ない状況にあり、訪問看護ステーションの適用範囲の拡大は、医療的
ケア児の受入促進につながるものと思料される。
○支障事例:本来なら酸素吸入が必要な児であるが、園ではなんとか酸素なしで過ごしている。そのため児は活動を制
限をしたり、保育士も体調に十分に配慮しながら園生活を送っているが、万が一の事態について保育士は常に不安を
伴っている。また嚥下障がいで鼻腔からチューブで栄養摂取している児は毎回保護者が来園して対応しており、保護者
の負担が大きい。
地域課題:医療的ケア児におけるニーズの把握
制度改正の必要性等:医療的ケア児に対して、保育・教育の機会を保証するために、訪問看護の訪問先について「保育
所等」も対象とする必要がある。
○現在、医療的ケア児の受入れがない状況であるが、提案の改正が行われれば、保育所等での受入れ促進が期待さ
れる。それにより、医療的ケア児の選択肢や保護者の就労機会の拡大につながるため、所要の改正が必要である。
○当市では、18歳以上の対象者も含め、医療的ケア児・者等として運用している。その中で、医療的ケア児・者等の在宅
生活を支援するうえで、訪問看護の適用範囲の拡大を実施する必要があると考えている。
○児童発達支援や放課後等デイサービスでは、看護師を配置することに対する加算制度があるが、看護師の確保が難
しいだけでなく医療行為に対する責任やリスクなどから、多くの事業所で配置が進んでいない状況である。訪問看護先
に保育所や学校のほか、障害児通所支援事業所を認めることで、医療的ケア児とその保護者が望む地域・事業所にお
いて主治医の指示書のもと、日頃から医療行為を行っている看護師による医療的ケアを受けることが可能となる。
○訪問看護が居宅に限られており、保育所等への訪問ができないことにより、近隣の医院に医療的ケアの必要な児童
をつれて行き、処置をしている。
○当県医ケア協議会において、保育所等での医療的ケアのニーズに対応するため訪問看護師の活用について、意見
が出されている。
○訪問看護サービスを自宅で利用する場合は、医療保険が適用されるが、保育所等で利用する場合は適用されず、保
護者の負担に繋がっている。（全額自費での対応となっている。）
○提案市が具体的な支障事例として指摘している問題点は、当県においてもそのまま当てはまる。現状、保護者の要望
等に応じ、その時々に関係機関で体制を含めた調整をしており体制の継続ができていない。（現状は、保護者が保育
所・幼稚園にて医療的ケアを行っている。）なお、当該自治体が予算を組み保育・教育機関で訪問看護ステーションから
の訪問看護を利用する事業を検討中の事例あり。
○提案自治体と同様の状況であり、対応に苦慮している。人材が不足する中、看護師の配置も現実的に困難であるた
め、訪問看護の仕組みや制度の活用を検討していただきたい。

保育所等における医療的ケア児の受け入れ体制の整備等の方策の在り方に
ついては、現在行っているモデル事業等の状況を踏まえて、検討することが必
要であると考える。
具体的には、医療的ケア児が保育所等へ通うことを支援するために、例えば保
育所においては「医療的ケア児保育支援モデル事業」により保育所等における
看護師の配置を推進しているところであり、学校においては「教育支援体制整
備事業費補助金（切れ目ない支援体制整備充実事業）」により小・中学校への
看護師配置や幼稚園の巡回に要する経費の一部を補助している。医療的ケア
児の支援については、保育所等への受入れも含め、医療、福祉、障害、教育等
の分野が一体的に検討を行う必要があることから、文部科学省及び厚生労働
省の関係部局により構成される「教育・福祉の連携・協力推進協議会」の下に
「医療的ケア児への支援における多分野の連携強化WG」を設置し検討を進め
ているところである。保育所等における医療的ケア児の支援の適切な在り方に
ついても、現行の支援策を含め、引き続き当該WGにおいて議論を深めてまいり
たい。
なお、我が国の公的医療保険制度は、被保険者の疾病又は負傷に対する治療
を保険給付の対象としており、訪問看護については、疾病又は負傷により居宅
において継続して療養を受ける状態にある者であって主治医が訪問看護の必
要性を認めたものが給付の対象であることから、居宅以外の場所における医療
的ケアを公的医療保険制度の給付対象とすることは健康保険法等の想定する
ところではない。
特に、医療保険の対象である居宅における訪問看護は、１回の訪問につき30
分から１時間30分程度を標準とし、原則週３日を限度として、１対１の個別の
サービスを提供するものである。これと保育所等で児の状態に合わせて行う医
療的ケアの実施については、サービス提供の目的、提供に係る時間や費用、
提供する場の状況、提供者の担うべき役割といった観点から訪問看護になじむ
のかといった課題がある。さらに、同時に当該保育所等に在籍する複数の児へ
の対応が求められる場合には、１対１の個別のサービスを提供する訪問看護の
性格になじまず、医療保険給付の安全かつ効率的な実施に資さないと考えられ
る。
さらに、保険者等の大きな財政負担や児の保護者の新たな財政負担を伴うも
のであることから、医療保険の訪問看護の給付範囲の拡大を前提とすることは
困難である。

8 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

医療・福
祉

医療的ケ
ア児に対
する訪問
看護の適
用範囲の
拡大

健康保険法の訪問
看護の適用範囲に
ついて、必要に応じ
て「居宅」以外の保
育所や学校等を訪
問先として認める。

医療的ケア児の受け入れに関する相談は、年々増加して
いるが、看護師を配置し、かつ医療的ケアに対応できる施
設は少ない。
当市の保育所等では、主治医の「保育所等での集団生活
が可能」の判断があれば、受け入れ可能である。しかし看
護師配置等の条件に対応することが困難な状況から、保
護者が付き添い、医療的ケアを行っているケースがあり、
保護者の負担が大きい。
医療的ケア児の保護者が就労を希望しても、医療的ケア
があるため保育所等に預けることが難しく、職場復帰でき
ない等、保護者の就労に影響があるところ、保育所等での
医療的ケアに対する訪問看護の利用については、健康保
険法上、訪問先が「居宅」に限定されていることから、実質
的にその利用が制限されている。

―23 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

医療・福
祉

特定地域
型保育事
業の確認
の効力の
拡大につ
いて

特定教育・保育施設
の確認と同様に、特
定地域型保育事業
の確認の効力が全
国に及ぶよう制度の
改正を求める。

本市及びその周辺の市町村においては、各市町村の区域
を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域型保
育事業についても、居住する市町村の区域外での利用が
一般的に行われている。
現行では、地域型保育事業の確認の効力が確認を行う市
町村の区域に限定されていることから、広域的な利用を行
う場合には、他自治体との同意を得る必要がある。そのた
め、本市で事業所内保育を実施している事業所に、本市
以外に居住している従業員で事業所内保育を利用してい
る人が複数人いた場合、当該事業者がその従業員が居住
している全ての自治体に確認申請を行う。それを受け各自
治体が当該事業者が所在する市町村から確認について同
意を得て、当該事業者を確認する必要がある。これら事務
は、事業者にとっても自治体職員にとっても大きな負担と
なっている。
また、事業所内保育事業については事務負担を考慮され
通知により簡便な方法も示されているが、他自治体とのや
り取りなどの事務が煩雑である。通知による簡便な方法を
実施したとしても、各市町村と調整の上、同意を不要とす
る旨の協定書を作成し、確認申請書類を各市町村へ送付
する事務等が発生し、市町村間での調整業務（協定書の
内容についての確認、修正等）が大きな事務負担となって
いる。
あわせて、事業所内保育事業だけでなく、利用調整により
本市の児童が他市の小規模保育事業を利用する事例もあ
り、同様の事象が発生している。また、本市の児童が他市
の施設を利用する際、その他市の施設が地域型保育事業
に該当する施設なのか、その市と同意を不要とする旨の
協定書を作成しているかをその都度確認する必要があり
大きな事務負担となっている。

特定教育・保育施設に係る確認事務と同様に、全
国で確認の効力が及ぶことで、職員の事務負担を
軽減するとともに、利用者が利用しやすい地域型
保育事業をめざす。
なお、広域利用の場合は、他市町村に利用調整
を依頼することになるため、住民が利用している
施設は容易に把握でき、給付を支払う場合には、
必ず事業者または市町村から請求があるため、
支給漏れ等が起こることはないため、特定地域型
保育事業者の確認の効力を全国に及ぶこととした
としても、制度上新たな支障は生じないものと考え
る。

子ども・子育て
支援法31条・43
条、子ども・子
育て支援法に
基づく支給認定
等並びに特定
教育・保育施設
及び特定地域
型保育事業者
の確認に係る
留意事項につ
いて、子ども・子
育て支援新制
度における事業
所内保育事業
所の運用上の
取り扱いについ
て

内閣府、
厚生労働
省

各府省からの第１次回答

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞

豊中市 川崎市、豊
田市、大阪
府、大阪
市、池田
市、吹田
市、高槻
市、富田林
市、米子
市、広島
市、松山
市、熊本市

○当市及びその周辺の市町では、各市町の区域を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域型保育事業につい
ても、居住する市町の区域外での利用が一般的に行われている。現行では、地域型保育事業の確認の効力が確認を行
う市町村の区域に限定されていることから、広域的な利用を行う場合には、他自治体との同意を得る必要がある。当市
は事業者の事務負担の軽減が議会質問等様々な機会を通じ、要望されており、通知による簡便な方法を実施している
が、各市町と調整の上、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申請書類を各市町と受送付する事務等が発生し、
市町間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が事務負担となっている。先般、子ども・子育て支援法
の改正があり、「特定子ども・子育て支援施設等の確認」が追加されたが、これに関して他自治体の同意の必要性が無く
理解に苦しんでいる。
○広域利用の場合、少人数の児童のためでも、施設要件を確認する手続きが必要になるため、園に対する事務負担は
増大する。
○当市において、現在まで、地域型保育事業の広域利用はないものの、発生した場合の事務負担に鑑み必要と考え
る。
○広域利用の場合は、他市町村に利用調整を依頼することになるため、住民が利用している施設は容易に把握でき、
給付を支払う場合には、必ず事業者または市町村から請求があるため、支給漏れ等が起こることはないため、特定地域
型保育事業者の確認の効力を全国に及ぶこととしたとしても、制度上新たな支障は生じないものと考える。
○事業所内保育事業について、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申請書類を各市町村へ送付する事務等が
発生し、市町村間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が煩雑である。
○地域型保育事業に係る確認については、いわゆる「みなし確認」等により手続きが簡略化されているものの、当市に
おいても一定数の件数が発生しており、また事業所への説明や書類提出を促す作業量も含めた場合には事務負担の
増加につながっている。特定教育保育施設と特定地域型保育事業における確認の性質が異なることは理解している
が、確認の効力が全国に及ぶこととなった場合には事務の効率化に寄与するものと考える。
○特定教育・保育施設と特定地域型保育事業で確認の効力の範囲に差を設ける必要性があると感じたことがなく、事務
負担の軽減の観点から見直しをお願いしたい。
○当市においても広域的な利用を行う場合、同意書を取得しており、事務負担となっている。

地域型保育事業は、本来、都市部や離島・へき地など、それぞれの地域の実情
に応じて生じているニーズにきめ細かく個別に対応する性格のものであり、広
域的な利用を念頭に置いていないことから、地域型保育事業者の確認に係る
効力については、当該確認をする市町村長がその長である市町村の区域に住
所を有する者に限られている。これにより、事業所の所在地市町村の域外の住
民が利用する場合に、市町村の調整等が行われることが制度的に担保されて
いる。
ご提案については、このような地域型保育事業の本来の趣旨を十分に踏まえ
て、慎重に検討すべきと考えている。
なお、本規定に基づき必要な手続については、「子ども・子育て支援新制度にお
ける事業所内保育事業所の運用上の取扱いについて」等により、従来から事務
の簡素化を図ってきたところである。

管理
番号

団体名

提案区分
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解
その他

(特記事項)

地域型保育事業の広域利用にあたっては、従前より通知にて取扱いが示さ
れているとおり、どの施設類型においても市町村間の調整を経ることから、
結果として確認や同意に寄らずとも利用不可の決定は可能となっている。
つまり、確認の効力の範囲を当該市町村に限定することで地域の実情に応
じたきめ細やかなニーズ対応を担保しているとは考えにくい。また、確認の
効力を拡大した場合でも、その取り扱いは特定教育・保育施設と同様なた
め、本提案の実現による新たな支障は生じないと考える。
確認の効力を拡大することは、広域利用という現在ニーズに柔軟に対応す
るもので、地域型保育事業が「地域の実情に応じて生じているニーズにきめ
細かく対応する」という点に照らして、事業の本来の性格を逸脱するもので
はなく、逆に、より地域の実情をとらえた運用であり、地域型保育事業に関
する全国の市町村や各事業者の事務効率化につながる効果的措置である
と考える。
また、従来から事務の簡素化を図ってきたとのことであるが、お示しいただ
いた通知の対象は事業所内保育事業の従業員枠のみと限定的で、地域枠
は対象外であるとともに、広域利用され、数が増加している小規模保育事
業も対象外のため十分な簡素化とはいえない。なお、従業員枠の確認を簡
素化が可能な取扱いにて行うとしても、同意通知作成のための市町村間で
の調整業務や確認申請、確認といった手続きは残るため、主要な事務の負
担軽減に資する簡素化ではない。
本提案は、地域型保育事業の意義や基準、運営などに変更を生じるもので
はなく、本来の事業趣旨、性格は踏襲され、保育の質の低下を招くものでは
ないと考える。



内閣府　令和元年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

【横浜市】
医療的ケア児者の保育所等の利用にあたっては、保護者の付き
添いが必要であったり、保護者の全額自己負担による訪問看護
の利用などがあったりすることから、保護者の負担が大きい。検
討を進め、議論を深めていくとのことだが、喫緊の課題として早
急な対応が必要であると考えている。
【京都市】
以下のことから、必要に応じて、健康保険法の訪問看護の適用
範囲について、「居宅」以外の保育所等を訪問先として認めるべ
きと考える。
・児童福祉法で医療的ケア児への保育提供体制が義務付けら
れている中で、被保険者の疾病又は負傷に対する治療のためで
あれば、訪問看護の対象を拡大しても、公的医療保険制度の趣
旨を損なわない。
・児童福祉法改正の趣旨から、医療的ケア児への保育提供体制
を広く構築し、安定的運営が行える環境を整備していく必要があ
る。
・訪問看護の適用範囲が拡大され、医療的ケア児が保育所等を
利用できることで、保護者の就労が可能になり、保護者の経済
的な負担は軽減される。
・訪問看護サービスを保育時間全てで利用するのではなく、医療
的ケアが必要な時間帯だけ、医療保険の対象である居宅におけ
る訪問看護と同程度のサービス内容（例えば、経管栄養が必要
な時間だけ利用する場合、１回の訪問につき、30分から１時間30
分程度、１対１での個別サービスの利用）でも対応は可能であ
る。
【宮崎市】
保育所等における医療的ケア児の支援の適切な在り方につい
て、国における「医療的ケア児への支援における多分野の連携
強化ＷＧ」における議論を注視していく。

医療的ケア児の支援については、医療機関や在宅での治療に係る支援は公的医
療保険制度において、保育所（認定こども園を含む）や学校における支援は各制度
の予算事業において対応を行っている。
保育所や学校においては「医療的ケア児保育支援モデル事業」や「教育支援体制
整備事業費補助金（切れ目ない支援体制整備充実事業）」によって、看護師の配置
に対する補助を行っており、保育所や学校における医療的ケアのための看護師の
派遣を訪問看護ステーションに委託する場合であっても、同じように補助の対象とし
ているところである。これらの事業により、看護師の常時配置が必要な場合や、訪
問看護ステーションの看護師による短時間の対応が適切な場合等、児の医療的
ニーズに合わせた柔軟な対応が可能であり、各自治体の状況に応じてご活用いた
だいていると認識している。
さらに、福祉分野においては、地方自治体の体制整備を行い、医療的ケア児の地
域生活支援の向上を図ることを目的とした「医療的ケア児等総合支援事業」による
補助も行っている。平成30年度の障害者総合支援法及び児童福祉法の改正によ
り、市町村における障害児福祉計画の策定が義務付けられたところであり、各自治
体における医療的ケア児の受入れが促進されるよう、当該事業を活用した総合的
な支援が可能となっている。
すでにこれらの事業による補助を行い、医療保険の給付対象とは重複のないよう制
度設計を行っていることから、仮にご提案どおり保育所や学校への訪問看護を医療
保険の給付対象とするには、保育所や学校において医療的ケアを受けるに当たっ
て、
・既存の事業では支払いの必要がなかった利用者及び保険者からの理解を得るこ
と
・既存の事業の廃止を含めた整理を行うこと
・現行の医療保険給付の対象となる訪問看護と、保育所や学校における訪問看護
との性質の違いを加味した上での全国統一的な報酬体系の検討
といった課題が考えられる。
また、今回のご提案の背景には、現行の事業の活用上の課題があるものと考え
る。このため、医療保険制度で対応するかも含め、関係者のご意見も伺いながら、
令和２年度中を目途に「医療的ケア児への支援における多分野の連携強化ＷＧ」に
おいて課題を整理した上で、対応を検討してまいりたい。

５【内閣府】
（１）健康保険法（大11法70）、児童福祉法（昭22法164）及び教育支援
体制整備事業費補助金
医療的ケア児への支援については、医療保険制度や既存の補助事業
による対応を含め、保育所や学校等における医療的ケア児の受入体
制整備を促進する方策について検討し、令和２年度中に結論を得る。
その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：文部科学省及び厚生労働省）

予算等 令和３年度 医療的ケア児の支援については、医療機関や在宅での治療に
係る支援は公的医療保険制度において、保育所等（認定こど
も園を含む）や学校における支援は各制度の予算事業におい
て対応を行っており、「医療的ケア児への支援における多分野
の連携強化ＷＧ」における検討を踏まえて、さらなる支援につ
いて以下のとおり対応した。
保育所等については、令和３年度政府予算案において、保育
所等に看護師を配置するなどの体制整備を行う「医療的ケア
児保育支援モデル事業」を一般事業化するとともに、喀痰吸引
等研修を受講した保育士の処遇改善を行うなどの充実を図る
ための経費を計上している。
学校については、令和３年度政府予算案において、引き続き、
「教育支援体制整備事業費補助金（切れ目ない支援体制整備
充実事業）」により、医療的ケアに対応する看護師を学校等に
配置するための予算を拡充しているほか、「学校における医療
的ケア実施体制充実事業」において、中学校区に拠点校を設
ける等の小・中学校等において医療的ケア児を受け入れる体
制の在り方を調査研究するための経費を計上している。
なお、保育所等、学校、いずれにおいても、看護師の配置につ
いては、訪問看護ステーションに委託をする場合についても補
助の対象となっている。
また、医療保険制度については、令和２年度診療報酬改定に
おいて、保育所等や学校と訪問看護ステーションとの連携を推
進する観点から、訪問看護ステーションからの医療的ケア児に
係る情報提供について、算定対象や算定回数の拡大を行っ
た。

― 【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。

〇「医療的ケア児保育支援モデル事業」等の現行施策の枠組み
では保育所や学校等での医療的ケア児の受入れ体制を十分に
整備できない旨が提案団体から示されていることを踏まえ、保護
者のニーズや地域の事情に合わせた受入れ体制を整備するた
め、保育所や学校等への訪問看護を公的医療保険制度の給付
対象とすべきではないか。
〇１次ヒアリングでは、提案を実現しようとすると訪問看護に関
する公的医療保険制度の給付の範囲が際限なく拡大するので
はないか、大きな財政負担を伴うものであり保険者等の理解を
得られないのではないかといった懸念が示されたところである
が、かかる懸念をどうすれば解消できるかについても検討すべ
きではないか。

令和２年６月10日に第10次地方分権一括法（令和２年法律第
41号）が公布された。

【松山市】
従来から事務の簡素化を図られた経緯はあるが、広域的な利用
を念頭に置いていなかったことから実態とかい離したのであり、
現場では広域の利用調整が行われている実態がある。「特定子
ども・子育て支援施設等の確認」については、より地域の実情に
応じて生じている状況だが、確認の効力が全国に及んでいる。
教育・保育の無償化による莫大な事務負担も抱え、より現場に
沿った運用となるべく「特定子ども・子育て支援施設等の確認」と
同様の措置を求める。

― 【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。

○現状でも、地域型保育事業者に対する事業者所在市町村以
外の市町村が行う「確認」（その前段の「同意」を含む。以下同
じ。）が行われる前に、市町村間の調整は利用調整の過程で十
分行われているところである。その上で当該「確認」事務を廃止
した場合に生じる具体的な支障があればお示しいただきたい。
支障がないのであれば、廃止に向けた検討をするべきではない
か。
○子ども・子育て会議において、地域型保育事業者に対する事
業者所在市町村以外の市町村が行う「確認」を廃止することにつ
いて、早期に具体的に議論いただきたい。

地域の実情に応じて生じているニーズにきめ細かく個別に対応するという地域型保
育事業の性格や、これまでの事務の簡素化の状況を踏まえつつ、更なる負担軽減
の必要性、方策等について検討する。

５【内閣府】
（11）子ども・子育て支援法（平24法65）
（ⅱ）特定地域型保育事業者の確認（43条）については、確認に係る事
業所の所在する市町村（特別区を含む。以下この事項において同じ。）
の長による確認の効力が全国に及ぶものとし、事業所の所在する市町
村以外に居住する者が当該事業所を利用する場合であっても、利用者
の居住地市町村の長による更なる確認は不要とする。
（関係府省：厚生労働省）

法律 公布日（令和２年６月10日）
から３月を経過した日から
施行。

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答

令和元年の地方からの提案等に関する対応方針
（令和元年12月23日閣議決定）記載内容

※提案提出年以降の対応方針に記載があるものは当該対応方針の記載内容を
＜当該対応方針決定年＞として併記

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）
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30 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

医療・福
祉

認定こど
も園施設
整備交付
金等のス
ケジュー
ルの早期
化

認定こども園施設整
備交付金及び保育
所等施設整備交付
金の交付決定及び
資金交付を早期化
すること。

認定こども園施設整備交付金は文科省、保育所等施設整
備交付金は厚労省から保育所等の整備に係る費用の一
部を補助するが、国からの資金交付が年度末であるた
め、当該費用について事業者が立替え払いする必要があ
る。施設整備等に係る経費は事業者にとって負担が大き
く、立替え払いは資金繰りの負担となっている。このことが
事業参入や事業拡大の障壁となり、創設や増築等必要な
施設整備が進まない原因となっている。
また、両省は範例を理由に内示後に事業着手して良いこ
ととしているが、整備事業を年度繰越する際、内示後から
交付決定前の事由（地元との協議等）による年度繰越は
財務省が認めていないため、繰越事由に苦慮している。

交付決定や資金交付のスケジュールを早期化す
ることにより、施設整備等が事業者の資金繰りに
与える影響を低減することができるとともに、適正
な事務の執行が図られる。

児童福祉法56
条の４の３、認
定こども園施設
整備交付金交
付要綱、保育所
等整備交付金
交付要綱

内閣府、
文部科学
省、厚生
労働省

奈良県 いわき市、
豊橋市、高
槻市、南あ
わじ市、鳥
取県、広島
市、徳島
市、愛媛
県、佐世保
市、大村
市、大分県

○認定こども園施設整備交付金において、当県では内示後、交付決定前に事前着手をする場合は事前着手の承認が
必要となっており、年度内に事業を完了させるためにはほとんどの場合事前着手の必要があることから、交付決定に相
当の期間を要することが事務負担の増加につながっている。
○内示後、交付決定前の事業着手が認められているので、事業着手後の不測の事由であれば、それが交付決定前で
あるから繰越理由にならないというのは不合理である。繰越が困難であるため、事業規模によっては、工期において事
業者に多大な負担を強いることになっている。交付決定の早期化（内示日と同日とする等の運用も含む）が必要であると
ともに、内示についても、遅滞なく年度当初に示されることを求める。
○同様の支障及び市民サービスに直結しない非生産的な事務が発生していることから、早急な改善を求める。
○両交付金について申請から内示までの期間が長く、また内示後の事業着手しか認められないため、結果的に工期が
短くなり、年度内の工事完了が難しくなる事例が生じている。
○文科省の交付決定時期が遅いことから、計画的な施設整備に支障をきたしている。
○当市では、基本的に国等の交付決定を受けた後に、事業者に対し、市の交付決定をおろすこととしている。現状の国
の要綱発出スケジュールでは、年度末に要綱が発出されることが多いため、交付決定前に事業が完了するという不具
合が生じることがある。そのため、そのような場合には事業ごとに財政部局と調整のうえ、例外的に交付決定を市独自
で行っているが、その調整に多大な時間を要していることから、早期に要綱の策定に取り組まれたい。
○当県においても、１施設の整備に２箇所の協議・申請が必要となり、事業者及び自治体とも煩雑は事務処理が発生し
ている。

現行、認定こども園施設整備交付金及び保育所等整備交付金においては、次
年度の内示スケジュールを前年度中に示し、かつ、複数回の内示を行い、各市
区町村における整備計画に合わせた対応が可能となるよう取り組んでいるとこ
ろである。
また、交付決定についても内示日から交付決定までを迅速に行えるよう取り組
んでいるところである。
資金交付については、認定こども園施設整備交付金においては年度途中に概
算払いを行っているところであり、保育所等交付金においては年度途中に国庫
の支払を希望する事業の確認を行い、希望があった際にはその都度支払手続
を行っているところである。

「年度途中に国庫の支払を希望する事業の確認を行い、希望があった際に
はその都度支払手続を行っている」とのことだが、実際の手続きにおいて
は、年度途中の概算払いについて応じてもらえないケースもあり、制度の活
用状況について確認のうえ、検討をお願いしたい。

―

27 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

その他 自転車の
撤去・保
管に係る
費用の徴
収・収納
事務の私
人委託

市町村が「自転車の
安全利用の促進及
び自転車等の駐車
対策の総合的推進
に関する法律」を根
拠として行う自転車
の撤去及び保管に
係る費用の徴収・収
納事務について、私
人に委託することが
できることを明確化
すること、又は、私
人に同事務を委託
することができるよう
同法に規定を設ける
こと。

当市では自転車の撤去及び保管により生じた費用を「自
転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合
的推進に関する法律」を根拠として徴収・収納している。
当該費用については、地方自治法施行令第158条第１項
第２号に規定されている「手数料」に該当するか否かが不
明確であり、同条に基づいて私人に徴収・収納の事務を委
託することができない。
このため、自転車の保管・返還業務を私人に委託している
にも関わらず、徴収・収納事務のみ市職員が実施しなけれ
ばならず、非効率である。

自転車の撤去及び保管に係る費用の徴収・収納
事務を私人に委託することができることにより、自
転車の保管・返還業務とともに徴収・収納業務も
私人が実施可能となり、効率的な業務委託を実現
できる。

・自転車の安全
利用の促進及
び自転車等の
駐車対策の総
合的推進に関
する法律
・地方自治法第
243条
・地方自治法施
行令第158条

内閣府、
総務省

京都市 新潟市、熊
本市

○当市でも自転車の保管・返還業務を私人に委託しているにも関わらず、徴収・収納事務は市職員が実施している。そ
のため、今の体制は非効率であると考える。
○当市では撤去・保管に係る費用の徴収・収納事務は直営で行っている。提案のように徴収・収納業務も私人が実施可
能となれば、当市でも効率的な業務委託を実現できると考える。

【内閣府】
○自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する
法律（昭和55年法律第87号）（以下、「自転車法」という。）第６条は、同条第１項
の条例で定めるところによる放置自転車等の撤去及び同項から第３項までの規
定による自転車等の保管、公示、自転車等の売却その他の措置に要した費用
の徴収・収納について、私人への委託を禁止する規定ではないものと承知。
○地方公共団体の収入の確保及び住民の便益の増進に寄与すると認められ
る場合、自転車法第６条第５項の費用の徴収・収納事務について、私人に委託
することは、公金取り扱いに関し適性を欠く恐れはないものと思料。
【総務省】
本件については、「自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合
的推進に関する法律」に基づく自転車の撤去及び保管に係る費用が地方自治
法施行令第158条第１項各号に規定する歳入に該当するか否かについて、自
転車の撤去及び保管に係る制度の所管省庁において判断されるものである。

京都市で行われている放置自転車等の撤去及び保管等については、京都
市の条例を根拠としているが、その条例の基となるのは「自転車の安全利
用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律」（以下、
「自転車法」という。）である。
このため、京都市の放置自転車等の撤去及び保管等に係る費用の性質及
び当該費用の徴収・収納事務を私人に委託することの可否については、自
転車法における解釈によるものと考えており、対外的な説明が求められた
際には、自転車法に基づき説明をする必要があるところであるが、関係府
省からの１次回答だけでは当該事務の私人委託の可否が不明確であるた
め、次の３点をお願いしたい。
１　自転車法第６条第５項に規定する放置自転車等の撤去及び保管等に要
する費用が地方自治法施行令第158条第１項に規定するどの歳入に該当す
るかを明確にしていただきたい。
２　上記費用の性質の明記が難しい場合については、当該費用の徴収・収
納事務を私人への委託が可能であることを明確にしていただきたい。
３　上記について明記した通知の発出をお願いしたい。

―



見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答

令和元年の地方からの提案等に関する対応方針
（令和元年12月23日閣議決定）記載内容

※提案提出年以降の対応方針に記載があるものは当該対応方針の記載内容を
＜当該対応方針決定年＞として併記

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）

― ― 【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。

次年度の内示スケジュールを予め前年度中に示すとともに、各市区町村が策定す
る整備計画に的確な対応が出来るよう、年間複数回の内示を行っているところであ
る。

交付決定及び資金交付については、これまでも早期化の取り組んできたところであ
るが、より一層の改善が図られるよう、地方自治体の意見も踏まえつつ検討をして
まいりたい。

＜令元＞
５【内閣府】
（15）認定こども園施設整備交付金及び保育所等整備交付金
認定こども園施設整備交付金及び保育所等整備交付金の交付手続等
については、事業の一層の早期着手を推進する観点から、地方公共団
体の意見を踏まえつつ検討し、令和元年度中に結論を得る。その結果
に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：文部科学省及び厚生労働省）

＜令２＞
５【内閣府】
（13）認定こども園施設整備交付金及び保育所等整備交付金
認定こども園施設整備交付金及び保育所等整備交付金の交付手続等
については、地方公共団体の円滑な事業の執行に資するよう、毎年度
可能な限り早期に行う。
（関係府省：文部科学省及び厚生労働省）

事務連絡 「令和2年度認定こども園
施設整備交付金の事業募
集（予定）等について」（令
和２年１月14日付け文部科
学省初等中等教育局幼児
教育課振興係事務連絡）
「令和２年度予算案におけ
る保育所等整備交付金の
協議募集（予定）等につい
て」（令和2年1月20日付け
厚生労働省子ども家庭局
子育て支援課施設調整等
業務室調整係、保育課予
算係事務連絡）

認定こども園施設整備交付金及び保育所等整備交付金にお
いては、次年度の内示スケジュールを前年度中に示し、かつ、
複数回の内示を行い各市区町村における整備計画に合わせ
た対応が可能となるよう取り組んでいるところである。
　また、令和元年度の認定こども園施設整備交付金の内示予
定については、「平成31（2019）年度認定こども園施設整備交
付金の事業募集（予定）等について」（平成31年1月22日付け
文部科学省初等中等教育局幼児教育課振興係事務連絡）に
より、令和元年度の認定こども園施設整備交付金の内示予定
を、令和元年度の保育所等整備交付金の内示予定について
は、「平成31（2019）年度予算案における保育所等整備交付金
の協議募集（予定）等について」（平成31年1月21日付け厚生
労働省子ども家庭局子育て支援課施設調整等業務室調整
係、保育課予算係事務連絡）により、令和元年度の保育所等
整備交付金の内示予定を、平成31年４月、６月、８月、10月、
12月の各月上旬と示しているところであり、以下のとおり内示
については概ね予定どおりに行われているものと認識してい
る。

＜令和元年度内示日（実績）＞
・４月内示分：４月１日
・６月内示分：６月10日
・８月内示分：８月９日
・１０月内示分：10月11日
・１２月内示分：12月10日

― ― 【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。
なお、提案内容が現行制度下において対応可能であるならば、
十分な周知を行うこと。

自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的
推進に関する法律第６条第５項に規定する費用の徴収・収納事
務について、私人に委託することが可能であることを、その根拠
を整理した上で、地方公共団体に通知していただきたい。

通知 令和元年12月５日 ［措置済み（令和元年12月５日付け内閣府政策統括官（共生社
会政策担当）付参事官（交通安全対策担当）事務連絡）］

【内閣府】
自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律
（昭和55年法律第87号）第６条第５項に規定する費用について、地方自治法施行令
第158条第１項に規定するどの歳入に該当するか、また、当該費用の徴収・収納事
務の私人への委託に関する法令上の整理等について、関係省庁と早急に検討して
まいりたい。
【総務省】
総務省としては、１次回答のとおりであるが、地方公共団体へ通知するにあたり必
要な整理について内閣府からご相談いただければ、協力してまいりたい。

５【内閣府】
（10）自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推
進に関する法律（昭55法87）
市町村長が行う放置自転車等の撤去及び保管等に要した費用（６条５
項）の徴収又は収納の事務については、放置自転車等の返還を求める
者から、当該自転車等と引き換えに、その撤去及び保管等に要した費
用に係る対価として料金を徴収又は収納する場合には、私人に委託す
ることが可能である旨を、その根拠等を整理した上で、地方公共団体
に通知する。
（関係府省：総務省）
［措置済み（令和元年12月５日付け内閣府政策統括官（共生社会政策
担当）付参事官（交通安全対策担当）事務連絡）］



区分 分野 団体名 支障事例 見解
補足
資料

各府省からの第１次回答

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
管理
番号

団体名

提案区分
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解
その他

(特記事項)

48 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

医療・福
祉

医療的ケ
ア児に対
する訪問
看護サー
ビスの利
用範囲拡
大

健康保険法の訪問
看護の適用範囲に
ついて、必要に応じ
て「居宅」以外の保
育所等を訪問先とし
て認める。

医療的ケア児の受入れに関する相談は、年々増加してい
るが、看護師を配置し、かつ医療的ケアに対応すること
は、看護師の確保や予算の関係上難しい。
健康保険法上、訪問看護サービスにおける看護師の訪問
先は「居宅」に限定されており、保育所等への訪問には適
用されないため、実質的にその利用が制限され、保育士
等だけでの対応に限界がある中、医療的ケア児の受入れ
が進まず苦慮している。

医療的ケア児の受入体制が強化できる。 健康保険法第
63条、第88条

内閣府、
文部科学
省、厚生
労働省

福井市 足利市、船
橋市、横浜
市、相模原
市、加賀
市、須坂
市、豊橋
市、豊田
市、京都
市、南あわ
じ市、橿原
市、鳥取
県、米子
市、八幡浜
市、佐世保
市、大分
県、宮崎県

○医療的ケア児の居宅における看護は、訪問看護の看護師によるケアが定着しており、医療的ケア児の保護者との信
頼関係が構築できている場合も多い。また、医療的ケア児の状態もさまざまであることから、居宅、保育所等の場所に関
係なく、状況を把握した看護師を派遣できる制度への改正が必要である。
○当市でも看護師が確保できず、酸素吸入が必要な医療的ケア児の保育園での受入れを断念した経過があることか
ら、保育園への訪問看護が適用されれば医療的ケア児の受入れを広げることが可能となり、児童の集団保育の機会確
保に資すると考える。
○当市においては、提案団体同様の課題に対して、障害福祉部門において、「施設」在籍児童を対象に訪問看護師派
遣事業を実施しており、全額公費負担している。保育対策総合支援事業費補助金の対象ではあるが、健康保険対象で
ないため、事業費の負担が大きく、予算確保に困難がある。保険対象となれば、支援対象の医療的ケア児数を拡大する
ことができる。
○入所施設が保険適用の範囲外であることから、保護者がケアに出向くことで入園しているが、保護者の負担が大き
い。
○小中学校での医療的ケア児の受入れに関する相談は年々増加しているが、看護師を配置し、かつ医療的ケアに対応
することは、看護師の確保や予算の関係上、保護者の要望にすべて応えることが困難な状況である。健康保険法上、訪
問看護サービスにおける看護師の訪問先は「居宅」に限定されており、学校等への訪問には適用されないため、実質的
にその利用が制限されている。そのため、教員等だけでの対応ができない事例でなおかつ看護の中でも専門的スキル
が必要とされる事例（人工呼吸器装着時の吸引等）については、市独自で訪問看護ステーションと契約を結び対応して
はいるが、国の補助事業は費用の３分の１のみの補助であり、市の負担が大きい。
○当市においても医療的ケアを必要とする入園ニーズは高まっているが、園に常駐する看護師は不足しており、早朝・
延長の対応も課題となっている。そのため、園への訪問看護は必要と考える。
○医療的ケア児に対応できる施設は、当県でも少ない状況にあり、訪問看護ステーションの適用範囲の拡大は、医療的
ケア児の受入促進につながるものと思料される。
○当市では、18歳以上の対象者も含め、医療的ケア児・者等として運用している。その中で、医療的ケア児・者等の在宅
生活を支援するうえで、訪問看護の適用範囲の拡大を実施する必要があると考えている。
○児童発達支援や放課後等デイサービスでは、看護師を配置することに対する加算制度があるが、看護師の確保が難
しいだけでなく医療行為に対する責任やリスクなどから、多くの事業所で配置が進んでいない状況である。訪問看護先
に保育所や学校のほか、障害児通所支援事業所を認めることで、医療的ケア児とその保護者が望む地域・事業所にお
いて主治医の指示書のもと、日頃から医療行為を行っている看護師による医療的ケアを受けることが可能となる。
○訪問看護が居宅に限られており、保育所等への訪問ができないことにより、近隣の医院に医療的ケアの必要な児童
をつれて行き、処置をしている。
○当県医ケア協議会において、保育所等での医療的ケアのニーズに対応するため訪問看護師の活用について、意見
が出されている。
○訪問看護サービスを自宅で利用する場合は、医療保険が適用されるが、保育所等で利用する場合は適用されず、保
護者の負担に繋がっている。（全額自費での対応となっている。）
○提案市が具体的な支障事例として指摘している問題点は、本県においてもそのまま当てはまる。現状、保護者の要望
等に応じ、その時々に関係機関で体制を含めた調整をしており体制の継続ができていない。（現状は、保護者が保育
所・幼稚園にて医療的ケアを行っている。）なお、当該自治体が予算を組み保育・教育機関で訪問看護ステーションから
の訪問看護を利用する事業を検討中の事例あり。

保育所等における医療的ケア児の受け入れ体制の整備等の方策の在り方に
ついては、現在行っているモデル事業等の状況を踏まえて、検討することが必
要であると考える。
具体的には、医療的ケア児が保育所等へ通うことを支援するために、例えば保
育所においては「医療的ケア児保育支援モデル事業」により保育所等における
看護師の配置を推進しているところであり、学校においては「教育支援体制整
備事業費補助金（切れ目ない支援体制整備充実事業）」により小・中学校への
看護師配置や幼稚園の巡回に要する経費の一部を補助している。医療的ケア
児の支援については、保育所等への受入れも含め、医療、福祉、障害、教育等
の分野が一体的に検討を行う必要があることから、文部科学省及び厚生労働
省の関係部局により構成される「教育・福祉の連携・協力推進協議会」の下に
「医療的ケア児への支援における多分野の連携強化WG」を設置し検討を進め
ているところである。保育所等における医療的ケア児の支援の適切な在り方に
ついても、現行の支援策を含め、引き続き当該WGにおいて議論を深めてまいり
たい。
なお、我が国の公的医療保険制度は、被保険者の疾病又は負傷に対する治療
を保険給付の対象としており、訪問看護については、疾病又は負傷により居宅
において継続して療養を受ける状態にある者であって主治医が訪問看護の必
要性を認めたものが給付の対象であることから、居宅以外の場所における医療
的ケアを公的医療保険制度の給付対象とすることは健康保険法等の想定する
ところではない。
特に、医療保険の対象である居宅における訪問看護は、１回の訪問につき30
分から１時間30分程度を標準とし、原則週３日を限度として、１対１の個別の
サービスを提供するものである。これと保育所等で児の状態に合わせて行う医
療的ケアの実施については、サービス提供の目的、提供に係る時間や費用、
提供する場の状況、提供者の担うべき役割といった観点から訪問看護になじむ
のかといった課題がある。さらに、同時に当該保育所等に在籍する複数の児へ
の対応が求められる場合には、１対１の個別のサービスを提供する訪問看護の
性格になじまず、医療保険給付の安全かつ効率的な実施に資さないと考えられ
る。
さらに、保険者等の大きな財政負担や児の保護者の新たな財政負担を伴うも
のであることから、医療保険の訪問看護の給付範囲の拡大を前提とすることは
困難である。

当市提案の趣旨は、モデル事業等自体を訪問看護に置き換えることにある
のではなく、医療的ケア児の居宅における看護として訪問看護によるケア
が定着しているという現状を踏まえ、既に居宅において利用している訪問看
護であればその児が必要とする医療的ケアに精通しており、また、保護者と
の信頼関係も構築されているため、適正な医療的ケアがスムーズに実施さ
れるといった有利な面があることから、保育所等での継続利用を保護者の
選択肢の一つとして加えることにある。
また、その結果、看護師を確保できるまでのつなぎの期間の利用や、食事
など医療的ケアが必要とされる時間帯のみの利用など、多様なニーズに柔
軟に対応できる体制を構築できるようにもなる。
健康保険法が国民の生活の安定と福祉の向上に寄与することを目的として
していること、また、児童福祉法第56条の６第２項が、その心身の状況に応
じた適切な保健、医療、福祉その他の各関連分野の支援を受けられるよう
（略）必要な措置を講ずるように努めなければならない、としていることに鑑
みると、主治医により集団保育が可能とされ、かつ訪問看護の必要性が認
められたのであれば、その提供場所を居宅以外にまで拡大し、集団保育を
経験する機会を高めることは必要であると考える。
当市としては、保育所等へ適用範囲の拡大を求めているが、サービスの利
用を無制限に可能とすることまで求めているわけではない。
具体的には、常時見守り等が必要な酸素管理での利用ではなく、経管栄養
など、１回の訪問が１、２時間程度に限られる医療的ケアでの利用で、医療
的ケア児ごとにそれぞれの保護者とサービス提供事業所とが１対１で契約
を締結した上での利用を想定している。
したがって、本提案が実現した場合でも、保育所等の環境や児の状態に合
わせた適切な医療的ケアが実施されるものと考える。
また、保険者等の財政負担については、上記の児童福祉法第56条の６第２
項の趣旨に鑑みると、利用時間の制限など一定の制約を設けた上での財
政負担の拡大は必要なものと考える。そして、保護者の新たな財政負担に
ついては、本提案は、負担が増えたとしても集団保育を経験させたい、とい
う保護者のニーズに応えるものと考える。なお、過去には、母親が急死した
ため、やむを得ず個人契約によって保育所等において訪問看護を利用した
ケースがあったが、こうしたケースの場合には、むしろ保護者にとって経済
的負担の軽減につながることとなる。
当市としては、保護者がいくつかある選択肢の中から、経済的負担、身体
的負担あるいは精神的負担とメリットとを比較衡量した上で、ベストのものを
選択することができるような環境を整えることが重要であると考える。
以上のことからも是非とも前向きに検討いただきたい。

―

51 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

その他 地方創生
推進交付
金地方創
生移住支
援事業の
申請主体
の見直し

国において「わくわく
地方生活実現政策
パッケージ」に基づ
き創設された地方創
生推進交付金（移
住・起業・就業タイ
プ）のうち、地方創生
移住支援事業につ
いて、県と市町村と
の共同申請に加え、
市町村の単独申請
を可能とすること。

地方創生移住支援事業の事業主体は都道府県と市町村
の両方とされ、財政負担割合は国１/２、都道府県１/４、市
町村１/４とされている。このため、県が管内全市町の移住
支援金の給付要望人数に応じて事業を行うことは、県の財
政負担が大きく、厳しい財政状況の下では困難であり、当
該制度を活用して移住支援に取り組もうとする市町を支援
しきれないことになる。また、広域行政を担う県と住民との
距離が近い市町とではそもそも役割が異なることから、施
策の優先順位や財政措置に自ずと差異が生じるため、積
極的に本事業を実施したい市町は、県との考え方が違うこ
とにより本事業に申請できない場合がある。（なお、本県で
は令和元年度、移住支援金を給付する移住者の目標人数
を５人（世帯）に設定し、求人対象企業を平成30年７月豪
雨災害で被害が特に大きかった３市に事業所が存在する
企業としている。）

積極的に当該制度を活用したいと考える市町村
が単独で申請できるようになれば、県の財政状況
等に影響を受けることなく市町村が主体的に移住
支援事業に取り組むことができる。

平成30年12月
21日付　内閣府
地方創生推進
事務局「移住支
援事業・マッチ
ング支援事業に
ついて」
2019年度地方
創生推進交付
金（移住・起業・
就業タイプ）に
関するQ＆A

内閣府 愛媛県、
広島県、
徳島県、
八幡浜
市、西条
市、伊予
市、西予
市、東温
市、久万
高原町、
松前町、
砥部町、
内子町、
伊方町、
松野町、
鬼北町、
愛南町、
高知県

京都府、朝
倉市、熊本
市

○それぞれの地域の実情を踏まえて取り組む市町村の意向が尊重されるべきであり、都道府県との共同提案のみに制
限することなく、単独での提案も可能とする仕組みが必要である。
○財政的な理由のみで市町村独自の取組みを制限する理由はなく、制度改正の必要性を感じる。

地方創生移住支援事業については、単なる移住を支援するものではなく、移住
して地域経済への波及効果等の観点から重要な法人へ就業することを支援す
るものである。
このため、当該法人を選定し、当該法人の求人情報を東京圏の移住希望者に
提供するためのマッチングサイトを構築・運用する、マッチング支援事業（事業
主体：都道府県）と連携して実施することとしている。
このような法人の選定、マッチングサイトの構築・運用との連携といった仕組み
を踏まえれば、地方創生移住支援事業については、市町村が単独で取り組む
のではなく、マッチング支援事業の事業主体である都道府県と連携して取り組
む方が、効率的かつ効果的であり、政策意図の徹底も図られると考えている。
なお、御指摘の財政負担については、現行の事務連絡（※）において、地方分
の財政負担割合を「原則として」都道府県１／４・市町村１／４としつつも、地域
の実情等に応じて変更することを可能としている。このため、都道府県の財政
負担割合を減らし、市町村の財政負担割合を増やすことも可能である。
※平成30年12月21日付内閣府地方創生推進事務局事務連絡「2019年度地方
創生推進交付金（移住・起業・就業タイプに係る実施計画等の作成及び提出に
ついて」の別添１－１「移住支援事業・マッチング支援事業について」のⅠの１に
おいて、「財政負担割合は、国１／２とし、地方分は、原則として、移住支援金、
移住支援金の支給に係る事務経費のいずれについても、都道府県１／４、市町
村１／４とする。」と記載している。
また、上記の地方負担分の考え方については、趣旨を明確化する観点から、事
務連絡により各都道府県に周知することとする。

地方創生移住支援事業については、都道府県が運営するマッチングサイト
に移住支援金対象求人を掲載すること（平成30年12月21日付内閣府地方
創生推進事務局事務連絡　別添１－１＜Ⅰ．移住支援事業＞４（A）（２）①
の２つ目の「・」）が移住支援金の支給要件であるため、市町村の単独申請
が可能となっても、移住支援金対象求人の選定等に際し、都道府県との事
務的な連携は必要不可欠である。
また、地方創生推進交付金の申請手続や会計事務など、市町村に関する
交付金事務について、都道府県は内閣府から事務委任を受けており、先
駆・横展開タイプの市町村単独申請については、その事業内容を都道府県
として把握しているため、地方創生移住支援事業においても、同様の事務
委任を受ければ、市町村単独申請についても、その事業内容を都道府県と
して把握することが担保されると考える。
これらの理由から、市町村の単独申請が可能になったとしても、都道府県
の関与が前提となることは現状と変わらず、新たな支障も生じないと考え
る。
財政的な負担については、現行制度のまま都道府県の負担割合を下げる
ことについて市町村の理解を得ることは、県との共同申請が前提である以
上は困難と考えられるが、都道府県との共同申請と市町村単独申請の選
択が可能となった上で市町村単独申請を選ぶ市町村は、財政的な負担に
ついて納得した上で申請することになるため、都道府県の財政負担に関係
なく本事業を実施したい市町村は積極的に本事業を活用することができ、
本事業の一層の活用促進に資すると考える。
以上のことから、地方創生移住支援事業について、市町村の単独申請を可
能としていただきたい。

―
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これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答

令和元年の地方からの提案等に関する対応方針
（令和元年12月23日閣議決定）記載内容

※提案提出年以降の対応方針に記載があるものは当該対応方針の記載内容を
＜当該対応方針決定年＞として併記

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）

【横浜市】
医療的ケア児者の保育所等の利用にあたっては、保護者の付き
添いが必要であったり、保護者の全額自己負担による訪問看護
の利用などがあったりすることから、保護者の負担が大きい。検
討を進め、議論を深めていくとのことだが、喫緊の課題として早
急な対応が必要であると考えている。
【橿原市（別紙あり）】
訪問看護の訪問時間が90分以内であるから、対応できないとは
言えない。訪問看護を複数組み合わせることで、学校生活を支
えることも可能。
教員資格のない看護師は医療的ケアしかできないため、他児童
生徒、クラス運営、看護師自身の手持ち無沙汰な状況等様々な
影響がでる。影響を無くすには、必要なときのみ訪問看護を活用
するのが妥当。
また、市町村で看護師を１名雇用の場合、労働基準法に定めら
れた休憩を取ることが困難で、別途１名、休憩をとるために雇う
必要がある。１時間のケアだけのために、専門性が高く重責な
看護をする人材確保は実質困難で、実際、１名の看護師が休憩
なく働かざるをえない。これが、現在の市町村での医療的ケアで
の課題。
そもそも人工呼吸器の管理及び吸引は専門性が高く、看護師全
員ができるような行為でない。このことを踏まえると、該当児童生
徒ほぼ全員が、医師の指示のもと、就学前はどこかの訪問看護
を利用しているため、技術が確立され安全性が高く、保護者との
信頼関係もある訪問看護の活用が、学校現場での安全策。
現行、訪問看護は医療保険適応が居宅利用のみであるため、
市町村が全額自費負担で訪問看護と契約を実施。教育支援体
制整備事業費補助金では３分の１の補助しかなく、市町村の財
政負担は大きい。
障害者差別解消法により、保護者の付き添いなしに医療的ケア
児が学校生活を実施できる権利を保障しなければならないことも
踏まえ、日常生活の場の一部に学校があるため、日常生活に医
療的ケアが必要であると主治医が認め指示書がでる場合、学
校・幼稚園等、訪問場所を問わず訪問看護を医療保険適応する
ことが障害者の権利を維持するためにも必要。

有 【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。

〇「医療的ケア児保育支援モデル事業」等の現行施策の枠組み
では保育所や学校等での医療的ケア児の受入れ体制を十分に
整備できない旨が提案団体から示されていることを踏まえ、保護
者のニーズや地域の事情に合わせた受入れ体制を整備するた
め、保育所や学校等への訪問看護を公的医療保険制度の給付
対象とすべきではないか。
〇１次ヒアリングでは、提案を実現しようとすると訪問看護に関
する公的医療保険制度の給付の範囲が際限なく拡大するので
はないか、大きな財政負担を伴うものであり保険者等の理解を
得られないのではないかといった懸念が示されたところである
が、かかる懸念をどうすれば解消できるかについても検討すべ
きではないか。

医療的ケア児の支援については、医療機関や在宅での治療に係る支援は公的医
療保険制度において、保育所（認定こども園を含む）や学校における支援は各制度
の予算事業において対応を行っている。
保育所や学校においては「医療的ケア児保育支援モデル事業」や「教育支援体制
整備事業費補助金（切れ目ない支援体制整備充実事業）」によって、看護師の配置
に対する補助を行っており、保育所や学校における医療的ケアのための看護師の
派遣を訪問看護ステーションに委託する場合であっても、同じように補助の対象とし
ているところである。これらの事業により、看護師の常時配置が必要な場合や、訪
問看護ステーションの看護師による短時間の対応が適切な場合等、児の医療的
ニーズに合わせた柔軟な対応が可能であり、各自治体の状況に応じてご活用いた
だいていると認識している。
さらに、福祉分野においては、地方自治体の体制整備を行い、医療的ケア児の地
域生活支援の向上を図ることを目的とした「医療的ケア児等総合支援事業」による
補助も行っている。平成30年度の障害者総合支援法及び児童福祉法の改正によ
り、市町村における障害児福祉計画の策定が義務付けられたところであり、各自治
体における医療的ケア児の受入れが促進されるよう、当該事業を活用した総合的
な支援が可能となっている。
すでにこれらの事業による補助を行い、医療保険の給付対象とは重複のないよう制
度設計を行っていることから、仮にご提案どおり保育所や学校への訪問看護を医療
保険の給付対象とするには、保育所や学校において医療的ケアを受けるに当たっ
て、
・既存の事業では支払いの必要がなかった利用者及び保険者からの理解を得るこ
と
・既存の事業の廃止を含めた整理を行うこと
・現行の医療保険給付の対象となる訪問看護と、保育所や学校における訪問看護
との性質の違いを加味した上での全国統一的な報酬体系の検討
といった課題が考えられる。
また、今回のご提案の背景には、現行の事業の活用上の課題があるものと考え
る。このため、医療保険制度で対応するかも含め、関係者のご意見も伺いながら、
令和２年度中を目途に「医療的ケア児への支援における多分野の連携強化ＷＧ」に
おいて課題を整理した上で、対応を検討してまいりたい。
なお、共同提案自治体より医療的ケア児の支援に対する自治体の負担軽減に関す
る言及があったが、医療保険制度は保険料と公費と利用者負担から成り立ってお
り、たとえ自治体が利用者分を負担したとしても、自治体の負担を保険料に転嫁す
ることになるということを念頭に置く必要がある。また、学校に医療的ケアのための
看護師を配置する際の自治体分の経費については地方財政措置が講じられている
ところであり、さらに、これまで巡回のみとしていた幼稚園に対しても医療的ケアの
ための看護師が配置できるよう令和２年度概算要求を行ったところである。

５【内閣府】
（１）健康保険法（大11法70）、児童福祉法（昭22法164）及び教育支援
体制整備事業費補助金
医療的ケア児への支援については、医療保険制度や既存の補助事業
による対応を含め、保育所や学校等における医療的ケア児の受入体
制整備を促進する方策について検討し、令和２年度中に結論を得る。
その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：文部科学省及び厚生労働省）

予算等 令和３年度 医療的ケア児の支援については、医療機関や在宅での治療に
係る支援は公的医療保険制度において、保育所等（認定こど
も園を含む）や学校における支援は各制度の予算事業におい
て対応を行っており、「医療的ケア児への支援における多分野
の連携強化ＷＧ」における検討を踏まえて、さらなる支援につ
いて以下のとおり対応した。
保育所等については、令和３年度政府予算案において、保育
所等に看護師を配置するなどの体制整備を行う「医療的ケア
児保育支援モデル事業」を一般事業化するとともに、喀痰吸引
等研修を受講した保育士の処遇改善を行うなどの充実を図る
ための経費を計上している。
学校については、令和３年度政府予算案において、引き続き、
「教育支援体制整備事業費補助金（切れ目ない支援体制整備
充実事業）」により、医療的ケアに対応する看護師を学校等に
配置するための予算を拡充しているほか、「学校における医療
的ケア実施体制充実事業」において、中学校区に拠点校を設
ける等の小・中学校等において医療的ケア児を受け入れる体
制の在り方を調査研究するための経費を計上している。
なお、保育所等、学校、いずれにおいても、看護師の配置につ
いては、訪問看護ステーションに委託をする場合についても補
助の対象となっている。
また、医療保険制度については、令和２年度診療報酬改定に
おいて、保育所等や学校と訪問看護ステーションとの連携を推
進する観点から、訪問看護ステーションからの医療的ケア児に
係る情報提供について、算定対象や算定回数の拡大を行っ
た。

― ― 【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。
なお、提案内容が現行制度下において対応可能であるならば、
十分な周知を行うこと。

通知 令和元年12月５日 「地方創生移住支援事業の地方分の財政負担割合について
（周知）」（令和元年12月５日付け内閣府地方創生推進事務局
事務連絡）

御指摘の財政負担については、現行制度において、地方分の財政負担割合を「原
則として」都道府県１／４・市町村１／４としつつも、地域の実情等に応じて変更する
ことを可能としている。このため、都道府県の財政負担に関係なく本事業を実施した
い市町村が積極的に本事業を活用することができるよう、措置済みである。
また、上記の財政負担の考え方については、趣旨を明確化する観点から、事務連
絡により各都道府県に周知することとする。

５【内閣府】
（14）地方創生推進交付金
地方創生推進交付金（移住・起業・就業タイプ）の交付対象事業のう
ち、地方創生移住支援事業については、都道府県と市町村の負担割
合をそれぞれ原則４分の１としているが、地域の実情等に応じてその割
合を変更することが可能であることを、地方公共団体に通知する。
［措置済み（令和元年12月５日付け内閣府地方創生推進事務局事務連
絡）］
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化

幼保連携型認定こど
も園に係る制度及び
施設整備の所管の
内閣府への一元化
を求める。

制度の所管は内閣府だが、施設の整備については、保育
所相当部分と幼稚園相当部分に分けて、それぞれ厚労省
と文科省に申請する必要があり、事業者と自治体の双方
に相当の事務負担が生じている。
特に保育室やトイレなどの共用部分については、便宜上、
定員等による按分計算を行っており、煩雑な事務処理が
発生している。
（申請窓口の一元化等事務手続きの簡素化を求めるもの）

幼保連携型認定こども園の施設整備において、保
育所相当部分と幼稚園相当部分の区分をなくし、
窓口を一本化することにより、同一の内容で２か
所に協議・申請する手間や、煩雑な按分計算、修
正が生じた際の調整連絡等が不要となり、事業
者、自治体の事務の効率化が期待される。

児童福祉法56
条の４の３、保
育所等整備交
付金交付要綱、
認定子ども園施
設整備交付金
交付要綱ほか

内閣府、
文部科学
省、厚生
労働省

広島市 旭川市、秋
田県、福島
県、いわき
市、須賀川
市、新潟
県、愛知
県、豊橋
市、豊田
市、京都
市、大阪
府、大阪
市、高槻
市、茨木
市、和泉
市、兵庫
県、西宮
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じ市、鳥取
県、徳島
市、愛媛
県、高知
県、佐世保
市、大村
市、熊本
市、大分
県、宮崎
県、鹿児島
市、九州地
方知事会

○施設整備にかかる事務手続きや補助金の算定方法が、保育所相当部分と幼稚園相当部分でそれぞれ分かれている
ことにより、補助金計算や申請などの事務が煩雑になっている。
○協議書の提出は厚労省と文科省に分けて提出するが、様式は同じものである。そのため、一方の省から修正依頼が
あると、修正後の様式をもう片方の省にも送付する必要があり事務が繁雑になる。窓口を一本化することにより事務の
効率化が期待される。
○左記団体と同様に窓口の一本化による事務の簡素化をお願いしたい。所管省庁が異なるためにそれぞれにほぼ同じ
書類を提出することになるが、２か所に書類を出さなければいけないことと、添付する書類についても量が嵩むため、一
本化での事務軽減化をお願いしたい。
○施設の整備については、保育所相当部分と幼稚園相当部分に分けて、それぞれ厚労省と文科省に申請する必要が
あり、また、協議のスケジュールが違うため事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じている。また、平成30年度
において幼稚園部分の申請時期が２回しかなかったため、１事業所は保育所部分の補助金だけで工事を行った。
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、複雑な按分
式で教育部分と保育部分を算出し、かつ申請先が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成す
る必要があるため、事業者、市町村、県にとって事務負担が大きい。
○当市で現在予定している同補助金を活用した施設整備においても、それぞれの省で補助金の要綱要領の内容が若
干異なること等、制度が複雑化することによる事務負担の増加が課題となっている。
○制度の所管は内閣府だが、施設の整備については、保育所相当部分と幼稚園相当部分に分けて、それぞれ厚労省
と文科省に申請する必要があり、事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じている。特に保育室やトイレなどの共
用部分については、便宜上、定員等による按分計算を行っており、煩雑な事務処理が発生している。
○近年、一定の改善がなされているものの、提案団体の主張のとおり、依然として事務が繁雑であるとともに、平成29年
度の当市における認定こども園創設事業において、認定こども園施設整備交付金のみが一方的に予定額の90％に圧
縮されるなど、厚生労働省と文部科学省で統一的な対応がなされておらず、財政的にも不安感・不信感が生じている。
○幼保連携型認定こども園の施設整備について、厚労省と文科省に所管が分かれていることにより、協議、申請等の手
続きはもとより、問合せ、確認等も両省に行わなければならない。書類作成も両省分で膨大なものとなり、事業費・補助
金額の計算における両省分の按分等も必要で、過大な事務負担となっている。また、厚労省分は直接補助（概算払
い）、文科省分は間接補助（精算払い）と補助金交付の手順も異なっており、予算・決算においても無用な混乱を生んで
いる。さらに、両省の内示日に差異があり、片方が遅れたため事業着手が出来ず、急きょ２か年事業に変更せざるを得
なかったという事例も発生している。事業者への損害回避及び自治体の過度な事務負担解消のため、一刻も早い所管
の一元化を強く求める。
○幼稚園部分（文部科学省）と保育所部分（厚生労働省）で、加算、補助率、かさ上げの有無、対象メニュー等、異なる
部分があるため、対象事業費や交付申請額を算出する際の計算や事業者・市町村の作業などが煩雑となっている。内
閣府への窓口の一本化にあわせ、幼稚園・保育所・認定こども園の全てで項目を揃えて、面積や利用者按分で簡易に
算出できるような改善が必要である。
○制度の所管省庁が複数に跨がっていることにより、類型により認可・認定基準や、法的立て付けが異なっていることに
より、事業者及び行政ともに事務作業が繁雑化している。また、特に幼稚園型認定こども園について、認可形態としては
幼稚園となり、施設監査の法的な位置付けが非常に不明確となっており、他の類型の認定こども園と比較して監査権限
に基づく自治体の関与が不十分と思える状況が発生している。施設整備補助金についても、一の施設整備において複
数省庁からの交付を受ける必要があり、幼稚園部分と保育所部分で事業費の按分等を行わなければならず、事務負担
が増大しているとともに、交付額の算定誤り等が生じる原因となっている。
○同様の支障及び市民サービスに直結しない非生産的な事務が発生していることから、早急な改善を求める。
○幼稚園から認定こども園への移行の場合、複数の建物がある場合において一部を大規模修繕、残りの建物を建替え
をする場合、認定こども園整備交付金（文部科学省）においては、改築及び大規模修繕となり、両方の補助金を加算して
基準額とすることができるが、保育所等整備交付金（厚生労働省）においては、創設の補助金のみとなり、補助金の積
算が複雑になっている。また、事前協議においても、認定こども園施設整備交付金は協議書を２通、保育所等整備交付
金は１通書ということになり、事務が煩雑になっている。そのため、補助金の所管を一本化することにより、協議書を何通
も書くことが無いようになる。一部改築等における認定こども園施設整備交付金と保育所等整備交付金の按分方法につ
いて、両交付金の交付要綱では①定員の全てが工事にかからない場合には、「基準額×工事に係る定員／整備後の総
定員」で算出するが、②定員数が算定できない（調理室、遊戯室などの共通して利用する場所）においては、「基準額×
総定員×整備する面積／整備後の総面積」と記載されており、計算が複雑になっていることにより、事務が煩雑になっ
ていること、また①と②のどちらに該当するのかが不明瞭で事業者への補助額が確定できないことが問題となっている。
要綱の基本的事項（補助内容についての記載事項）の不足が多く、協議書を提出しないと補助内容さえも分からないな
ど記載事項の不足感が否めない。
○同一施設の整備であるにも関わらず、厚生労働省と文部科学省の担当者で見解が相違することがあり、その調整に
手間がかかる。平成30年度実施事業で、協議申請した工事がどの整備区分に該当するかについて、当初、両省の担当
者で見解が異なったことから、両省との調整に時間を要し、協議を１回遅らせた事例がある。その事業については、協議
が遅れたことから工事の着工が後ろ倒しとなり、結果として認定こども園への移行を１年間遅らせることとなった。
○厚生労働省と文科省に分けて申請するために認定こども園整備費の事業費を面積按分しているが、竣工時の建築確
認検査等において当初の建築面積が変更になる場合があり、面積按分にも影響が出るケースがある。事業費及び補助
額にも影響があるため、変更申請の処理等が必要になり、補助を受ける認定こども園の設置者及び市において事務処
理が煩雑になっている。また、厚労省と文科省それぞれで、内示時期や補助対象外の考え方も異なるため、市及び事業
者にとっても煩雑な事務処理が発生している。
○当市においても幼保連携型認定こども園の整備を行う際、一つの建物に対し、厚生労働省と文部科学省の双方に補
助協議等を行う必要があり、それぞれの補助額を算出するにあたり、対象経費を保育所相当分と教育相当分に按分す
る必要がある等、事務が煩雑化している。補助財源が一本化されれば窓口も一本化され、対象経費を按分する必要も
なく、事務の効率化が図られる。
○当市においても、H29・30年度に幼稚園を認定こども園に整備する事業を実施したが、提案市と同様、交付金申請時
等において、２か所への協議の手間や煩雑な按分作業等を経験し、事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じ
た。
○当県でも申請事務が繁雑であること、照会する内容によって窓口が異なっていることで統一的な見解を求められない
ことなど支障をきたしている。
○平成30年度において、両交付金を活用して整備した施設のうち約半数が認定こども園であるところ、同一の内容を厚
生労働省と文部科学省に協議・申請している施設は当県でも多数ある。さらに、内示（内定）後の交付申請や支払請求
の時期が同一でないことも、自治体等の事務を繁雑にしている。
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、教育部分と
保育部分で申請先が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成する必要があるため、事務負担
が大きい。また、内示後の工事着手となっているが、内示時期が異なることがあり、工期に影響が出ることがある。（平
成29年度10月協議分の内示　文科省平成30年２月２日、厚労省平成29年12月８日）また、実際に平成29年度10月協議
分では、内示時期に２ヶ月ほどのズレがあったことから、当初予定していた年度内に工事完了が難しく、工事を次年度に
遅らせたという事例があった。
○当市においても煩雑な事務に苦慮しており、事務負担軽減のために手続きの簡素化の必要性を感じている。
○保育所等整備交付金を活用しているが、共用部分の按分計算が必要となっているため、事務が煩雑となっている。
○一施設の整備内容であるにもかかわらず、厚生労働省部分と文部科学省部分に分かれていることで、別々に申請を
行う必要が生じており、また、按分計算については交付金の重複請求を招く懸念もあるなど、事業者、都道府県、市町村
において事務処理が煩瑣となっている。
○厚生労働省と文部科学省それぞれの補助制度があるため事務執行が負担となっている。
○申請後の交付決定にあたり、各省の予算確保の状況等により大幅な時期のずれが生じ、一方の交付金が交付決定
なされているのに他方が未決定という状況で、なかなか事業に着手できず、工事の完了が遅れ、結果的に開園が年度
始まりに間に合わなかった事例があった。（待機児童解消の施策に影響が生じた）
○当県においても、１施設の整備に２箇所の協議・申請が必要となり、事業者及び自治体とも煩雑は事務処理が発生し
ている。
○幼保連携型認定こども園の施設整備において、共有部分である倉庫の按分について、煩雑な事務処理が発生してい
る。また、時期や時間帯によって使う認定区分が違うため、妥当な判断が難しい。

認定こども園に係る施設整備の事務手続においては、
・事業募集や内示時期の統一化・事前周知の徹底
・協議様式の統一化
・補助対象経費における、幼保の按分方法の明示化
等により、事務負担の軽減を図ってきたところである。
今後も更なる事務負担の軽減に向けて関係府省と連携を図っていく。

これまで行われてきた協議様式や募集・内示時期の統一化によって、幼保
連携型認定こども園への移行が進み、広く認知が図られてきたところである
が、幼保連携型認定こども園への移行を一層促進していくためには、煩雑
な按分計算や同一の内容の二省での協議・申請を必要とする現状を解消
し、完全な一元化を早急に図ることが必要であり、国、自治体、事業者のい
ずれにとってもメリットが実感できるように、早急に対応していただきたい。

―



見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答

令和元年の地方からの提案等に関する対応方針
（令和元年12月23日閣議決定）記載内容

※提案提出年以降の対応方針に記載があるものは当該対応方針の記載内容を
＜当該対応方針決定年＞として併記

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）

交付要綱改正 「保育所等整備交付金の
交付について」（令和２年６
月５日付け厚生労働省発
0605第4号）
「認定こども園施設整備交
付金交付要綱等の一部改
正について（通知）」（令和
２年４月８日付け２文科初
第２９号）

保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備交付金の交
付申請に係る様式の記載事項について簡素化及び共通化を
図ることとし、保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備
交付金の申請様式について、令和２年に４月８日付で認定こど
も園施設整備交付金交付要綱の改正を行い、一部の申請様
式を保育所等整備交付金のものと統一した。

【大阪府】
回答いただいている対応では、支障事例（両省へ提出すること
による事務の煩雑さや過大な事務負担、申請内容に対する両省
の見解の相違、補助対象範囲の別、など）に対する解決や、当
該支障事例を踏まえた申請窓口の一元化という提案に対する回
答としては、不十分と考える。
申請窓口一元化による事務負担の軽減に向け、早急なご対応
をお願いしたい。
【西宮市】
左記により事務負担の軽減が図られているところであるが、窓
口の一本化により更なる事務負担の軽減を望む。
【鹿児島市】
補助協議様式については統一されたが、それ以外の補助金申
請書や実績報告書については同一の内容で２か所に提出する
必要があり、また、煩雑な補助対象経費の按分計算が必要であ
るなど、事務負担の軽減が図られていない。

― 【全国知事会】
認定こども園の施設整備に係る交付金については、待機児童対
策や子育て支援の量的拡充の実現のため必要不可欠である。
その交付金の制度において、同一施設の申請等の手続きが複
数の所管となっていることで複雑化及び煩雑化している現状が
あることから、事務負担の軽減に向け、施設整備交付金の一本
化などを進めること。
【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。

認定こども園に係る施設整備の事務手続においては、
・事業募集や内示時期の統一化・事前周知の徹底
・協議様式の統一化
・補助対象経費における、幼保の按分方法の明示化
等により、事務負担の軽減を図ってきたところである。
今後も更なる事務負担の軽減に向けて、引き続き関係府省と連携のうえ検討してま
いりたい。

５【内閣府】
（５）児童福祉法（昭22法164）及び認定こども園施設整備交付金
保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備交付金については、
申請に関する様式の共通化を図るなど、幼保連携型認定こども園等を
整備する際の地方公共団体の事務負担を軽減する方向で検討し、令
和元年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：文部科学省及び厚生労働省）



区分 分野 団体名 支障事例 見解
補足
資料

各府省からの第１次回答

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
管理
番号

団体名

提案区分
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解
その他

(特記事項)

94 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

その他 「地域女
性活躍推
進交付
金」の市
町村事業
に対する
交付方法
の見直し

「地域女性活躍推進
交付金」の市町村事
業については、希望
調査や交付申請等
のとりまとめはこれ
まで通り都道府県が
行うとしても、県の予
算計上を要すること
なく、国から市町村
へ直接交付金の支
払いをできるように
すること。

「地域女性活躍推進交付金」の市町村事業に対する交付
金については、都道府県から交付することとされている。
そのため、市町村の交付金活用希望を把握した上で、当
初予算へ計上している。
しかしながら、予算要求時点での市町村事業に係る交付
金額を正確に把握することは難しく、また、年度途中に国
から交付金の追加募集等があった場合、県においては補
正予算等での対応となり、議会開催時期の制約から、迅
速に対応することができない。

県の予算編成のタイミングにかかわらず、市町村
が「地域女性活躍推進交付金」を積極的に活用す
ることができる。

地域女性活躍
推進交付金交
付要綱第３、第
17

内閣府 愛知県 秋田県、神
奈川県、川
崎市、福井
市、長野
県、大阪
府、奈良
県、鳥取
県、山口
県、愛媛
県、福岡
県、宮崎県

○令和元年度予算では、県内の3市町が要求し、交付決定となった。県の予算要求のスケジュールに間に合うよう、市
町村に照会を行い、内容のチェック等を実施して国に申請を行ったが、県の予算要求に合わせて内容の検討を実施する
必要があるため、事業内容や交付金額の精査の期間が短くなる。また、間接交付となるため、県で要綱制定や予算計
上（国負担10/10）、交付処理等を行う必要があるため、事務処理に時間がかかり、迅速に対応することができない。
○予算要求時点での市町村事業を把握することが難しく、また、年度中途での追加要望があった場合には、県において
補正予算等での対応が必要となることから、議会開催時期の制約から、県の対応が難しい場合もある。
○地域女性活躍推進交付金（市町村事業）については、前年9月頃にある国の調査結果に基づき、翌年度の県予算に
計上しているところ。しかしながら、年度途中に国から交付金の追加募集等があった場合、県においては補正予算等で
の対応が必要となり、議会を経ての計上となり迅速な対応は行えない。また最終的に実績報告等を経てからの、国から
の交付金の支払いとなるため、一時的とは言え、県の立替払が生じている。
○提出書類の内容について、国の担当者からの確認や指摘があった場合、県を経由してのやりとりになるため時間的ロ
スが発生してしまう。事業の実施が遅れる等の支障もあり、市が直接国へ手続きが行うことができるよう改善する必要が
あると考える。

地方公共団体からの提案を踏まえた対応について、現在関係部局との調整等
を行っている。

ぜひ早急な対応をお願いしたい。 ―

77 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

消防・防
災・安全

災害に係
る住家の
被害認定
基準運用
指針にお
ける混構
造住家の
判定方法
の明確化

災害に係る住家の
被害認定基準運用
指針における混構
造住家の判定方法
の明確化を求める。

地震による住家の被害認定について、災害に係る住家の
被害認定基準運用指針で判定方法が定められており、住
家の構造については、”木造”と”非木造”(鉄骨造又は鉄
筋コンクリート造)の２種類が定義されている。しかし、１階
が鉄筋コンクリート造、２階が木造などの”混構造”につい
ては定義されていない。
平成30年北海道胆振東部地震において苫小牧市が行っ
た住家被害認定調査では、”混構造”の住家が６件あった
が、判定の出し方が不明瞭であることから対応に苦慮した
ところである。“混構造”の判定方法を確立するため北海道
庁にヒアリングを行い、課内協議を経て判定方法を決定し
たことから、通常の住家より５日程度多く日数を要した。
“混構造”の住家は判定方法が明確化されていないため、
市町村ごとで判定方法が異なることが予想される。これに
より、半壊か半壊に至らないか等の判断が市町村に委ね
られ、判定にバラつきが出ることが想定できる。公平かつ
迅速に罹災証明書を発行するため、“混構造”の住家にお
ける判定方法を明確化することが必要である。

公平かつ迅速な罹災証明書の発行につながる。
市町村ごとの判定のバラつきをなくすことができ、
判定方法を統一化できる。

災害に係る住
家の被害認定
基準運用指針

内閣府 苫小牧市 川崎市、兵
庫県、宇和
島市、熊本
市

○混構造の住家については、災害に係る住家の被害認定基準運用指針で判定方法が定められておらず、市町村ごと
の判定結果に差異が生じるおそれや、判定に時間を要することが想定される。混構造の住家については、多様な構造
パターンがあることから木造及び非木造と同様の判定基準を設けることは難しいと想定されるが、各市町が判定を行う
ための一定の指針（例えば、主たる居住部分の構造により判定を行う、構造種別ごとに損害基準を算出し合計で判定す
るなど）は必要である。
○平成30年７月豪雨災害の際、当市においても約3,200件の罹災証明書の発行を行なった。その際、罹災証明書発行業
務では、提案の“混構造”家屋の事案は該当が無かったが、発生が予想される南海トラフに起因する巨大地震が発生し
た場合、被害家屋は全市に渡るため、同様の事例が発生すると予想される。罹災証明書の発行業務を速やかに行なう
ために、“混構造”の住家における判定方法を明確化することは必要と考える。
○当市でも、平成28年熊本地震において混構造の家屋の被害認定調査を実施しているが、運用指針に判定方法の定
めがないため、原則は延べ床面積に占める割合が大きい構造の判定方法を採用し、状況に応じて内部で協議の上、判
定を実施していた。水害のように局所的な被害であれば問題ないが、地震のように県内の広範囲に被害が発生する災
害の場合、各自治体に判断を委ねられている部分については、事前に被災自治体間で判定方法を十分に協議しておか
なければ、指摘にあるように自治体間で不均衡が生じ被災者に不信感を抱かせることとなる。運用指針に判定方法を明
記することで被災自治体間の不均衡は是正されると思われるが、被害認定調査が煩雑となるような改正は避け、より簡
素な方法となることが望ましい。

木造と非木造の混構造の住家の被害認定調査については、原則として、建物
の主たる構造に基づいて調査・判定することを地方公共団体に周知する。

混構造の住家の被害認定調査について、建物の主たる構造に基づいて調
査・判定するとしているが、建物の構造別の延べ面積の大小で判断するの
か、構造別の見付面積の大小で判断するのか等、建物の主たる構造をど
のように決定するかを明確にしていただきたい。
また、建物の主たる構造とその他の構造について、被害の程度に差がある
場合の判断基準についても明確にしていただきたい。例えば、建物の主た
る構造を鉄筋コンクリート造(非木造)、その他の構造を木造とした場合につ
いて、現地調査の際、明らかに木造の被害が大きいような場合、どのように
判断すべきか迷うことが予想される。この場合、建物の主たる構造が鉄筋コ
ンクリート造(非木造)のため、非木造の調査票を用いて判定することになる
と思われるが、木造部分の外壁材に顕著な脱落等があっても、木造部分の
評価項目が調査票にないため、これを評価することができない。よって、鉄
筋コンクリート造(非木造)部分のみの判定で、被災者に罹災証明書を発行
することになる。このように、実状に合わない判定をせざるを得ないケースも
予想できるため、主たる構造を決定する際の補足事項として、ある程度、判
断基準を示す必要があると考える。
さらに、地方公共団体に周知するとあるが、市町村の迅速かつ公平な被害
認定調査の運用のためには、災害に係る住家の被害認定基準運用指針に
おいて混構造の住家の調査・判定方法を示すことが望ましいものと考える。

―

81 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

消防・防
災・安全

普通地方
公共団体
の支出方
法に災害
時におけ
る立替払
いを追加

地方自治法第232条
の５に限定列挙され
ている普通地方公
共団体の支出方法
に災害時における立
替払いを追加するこ
とで、迅速かつ円滑
な災害応急対策活
動の実施につなげ
たい。

過去の大規模災害発生時に、庁舎が被災し、財務システ
ムが使用不可となり、通常の会計処理が不可能となった。
また、地域も被災し、行政活動に必要なガソリン等の購入
について納入可能業者から緊急的に現金での購入の必要
に迫られた。しかし、購入するための現金が無い状況であ
り、資金前渡をしようにも金融機関も被災しているため、災
害応急対策活動に支障が生じていた。
南海トラフ地震や首都直下地震の切迫性が指摘される
中、これらの地震による被害が想定されている当市にあっ
ても具体的な災害応急対策を検討する上で、同様の事例
への対応が検討の支障となっている。
なお、常時資金前渡のような方法では、いつ、どこで発生
するか分からない災害に備えて職員が公金を常時携帯し
ておくことはできず、またインフラの寸断等により連絡が十
分に取り合えない中で公金を配分することも、現実的でな
い。
【具体的な支障事例】
・平成25年台風18号豪雨災害の対応において、床下浸水
等の被害による衛生面を考慮した消毒薬の手配に苦慮し
た。
・東日本大震災に係る災害対応において、津波に伴う公用
車流出によるタクシー使用料や高速道路通行料、パンク
修理等の手配に苦慮した。
【制度改正の検討経緯】
総務省にて、平成26年３月に「地方公共団体の財政制度
の見直しに関する中間的な論点整理」がまとめられ、その
中では、立替払による支出について、対象経費、限度額、
要件等について検討する必要があるとされていた。しか
し、平成27年12月に報告された「地方公共団体の財務制
度の見直しに関する報告書」では、立替払についての項目
については記載がない。

迅速かつ円滑な災害応急対策活動の実施によ
り、住民サービスの向上が図られる。

地方自治法第
232条の５

内閣府、
総務省

茅ヶ崎市 別紙あり 宮城県、川
崎市、多治
見市、大牟
田市

○平成30年７月豪雨で、緊急的に物資調達をしなければならなくなった際に支障をきたした。災害時の緊急を要する場
合や、やむを得ない場合は認めていただきたい。
○当市においては、過去に災害等でシステムダウン等の支障をきたした事例はないが、昨今近隣市で発生した熊本地
震や福岡県の朝倉豪雨をみると、同様の大規模な災害等が起きてもおかしくない状況が予想される。
○大規模災害を想定した場合、同様の課題を抱えると想定されるが、現時点での支障事例はない。
○平成30年７月豪雨において、被災地へ派遣している職員へレンタカーの燃料費代を渡していたが、想定より不足した
ことから、急遽派遣職員に一時的に経費を負担してもらったケースがある。本来認められていない事務手続きのため、
顛末書などの記入が必要となった。災害発生時において、派遣先での経費の不足及び至急の支払の対応については、
立替払いしか対応ができないため、やむを得ず今回の対応となってしまった。
○当市では、地震災害時に停電で指定金融機関から口座振込、及び資金前渡による現金の払い出しも受けることがで
きなくなった。このためゴミ収集車のガソリン代の支払いについて、職員による立替払いを検討した経緯がある。
○東日本大震災発生時には，公用車の流出等によるタクシーの借上げの増加，ガソリン等の納入可能業者（平時は単
価契約による実績払い）から現金購入を要求される等の状況となった。しかし，沿岸部の出先機関が発災し会計事務が
執行不能となったほか，金融機関も被災していることから，資金前渡や常時資金の準備が間に合わなかったため，やむ
を得ず職員による立替払（実績：104件）を行うことで，震災対応業務を継続せざるを得なかった。そこで，今後の災害対
応等を見据えて常時資金上限額（現行：30万円）を引き上げる検討を進めているが，常時資金では対応できないケース
が想定されることから，立替払についても制度的に位置づける必要がある。
常時資金では対応不可能な事例
・常時資金をしている出先機関自体が被災した場合
・常時資金を超える支出が必要な場合（多額の現金を保有することは，公金管理上のリスクに繋がる）
・常時資金を保管している金庫等を管理している職員が登庁できない場合
・職員が公用車出張中に被災し，道路が寸断し大きく迂回することを余儀なくされ，ガソリンが不足した場合

公金の立替払いは、支出負担行為に基づかない歳出予算外の支出をすること
であり、予算がなくても、また予算配当があってもそれを超えて支出するおそれ
があるなど、予算執行の秩序を乱すことになることから制度として認められてい
ない。また、国においても立替払いは制度化されていない。
しかしながら、提案にあるような災害時におけるケースの整理は必要と考えるこ
とから、立替払いと同様の効果となる運用が可能かについて検討をすすめる。

例え災害時であっても無条件、無制限に立替払いを可能にすることは適切
ではないと考えます。決裁権者への電話等での確認や立替払いが可能なも
のを事前に例示しておくこと、支払金額の上限設定、事後の領収書の添付
など運用にあたっては詳細なルール化が必要であると考えます。
国においても制度化されていないとのことですが、災害対応の一義的責任
を負い、発災初動期において被災者や被災現場に直接対峙し、緊急的な対
応を求められる場面が多い市町村だからこそ、より緊急対応としての立替
払の必要性があると考えます。
住民の福祉の増進を図るにあたり、災害から住民の身体、生命及び財産を
保護するため、迅速かつ円滑に災害応急対策を進めることは、市町村の根
源的な役割のひとつであると考えます。災害時における立替払いは近年の
大規模災害時の被災自治体においてもその必要性は明らかとなっているた
め、法改正、または法改正に代わる運用の実現に向け、時期的目標を立て
た前向きな検討をお願いします。

―



見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答

令和元年の地方からの提案等に関する対応方針
（令和元年12月23日閣議決定）記載内容

※提案提出年以降の対応方針に記載があるものは当該対応方針の記載内容を
＜当該対応方針決定年＞として併記

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）

― ― 【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。

地域女性活躍推進交付金の市町村事業については、令和２年
度以降に実施する事業から、都道府県の予算計上を要すること
なく、国から市町村への直接交付が可能となるよう、具体的な検
討内容及びスケジュールをお示しいただきたい。

「地域女性活躍推進交付金」の市町村事業については、必要な手続や関係する事
務処理について検討を行い、都道府県の予算計上を要しない直接交付にする方向
で、関係機関との調整を行い、令和２年度以降に実施する事業について適用するこ
とを目指すこととしている。８月の地方分権改革有識者会議提案募集検討専門部会
の関係府省ヒアリング後、男女共同参画局から、地方３団体（全国知事会、全国市
長会、全国町村会）に対し、間接補助から直接補助への変更及びこれに伴う事務委
任など手続の変更について説明に伺うとともに、各団体を通じて、地方公共団体に
対する意見照会を行って、年内を目途に調整や必要な手続を終えられることを目指
して、作業を進めていく。

５【内閣府】
（13）地域女性活躍推進交付金
地域女性活躍推進交付金の市町村（特別区を含む。以下この事項に
おいて同じ。）が行う事業については、当該交付金交付要綱を改正し、
都道府県の予算計上を要することなく国から市町村に当該交付金を直
接交付することを令和２年度に実施する同事業から可能とする。

交付要綱等の改正及び都
道府県に対する事務の一
部委任（委任に伴う関係事
務手続）

令和２年度実施事業から
実施（令和２年３月末から
適用）

令和２年３月27日に交付要綱等を改正し、同日に委任に伴う
関係事務手続を完了した

木造と非木造の混構造の場合における住家の被害の状況の調査（90条の２）につ
いては、原則として、建物の主たる構造に基づいて調査・判定することを、「主たる
構造」の考え方も含め、令和元年度中に地方公共団体に通知するとともに、災害に
係る住家の被害認定に関する内閣府ホームページに掲載する。また、住家の被害
認定調査業務に関する説明会等において周知する。

５【内閣府】
（８）災害対策基本法（昭36法223）
木造と非木造の混構造の場合における住家の被害の状況の調査（90
条の２）については、原則として、建物の主たる構造に基づいて調査・
判定することを、「主たる構造」の考え方も含め、令和元年度中に地方
公共団体に通知するとともに、災害に係る住家の被害認定に関する内
閣府ホームページに掲載する。また、住家の被害認定調査業務に関す
る説明会等において周知する。

①指針改定
②説明会での周知

①令和２年３月30日
②令和２年６月実施（映像
資料送付）

有識者からなる「災害に係る住家の被害認定に関する検討
会」を開催し、木造と非木造の混構造の場合における住家の
被害の状況の調査・判定方法について、「主たる構造」の考え
方も含め検討し、令和２年３月30日付けで、「災害に係る住家
の被害認定基準運用指針（令和２年３月）」を改定し、各自治体
に配布するとともに、６月には、都道府県向け担当者会議にお
いて、内容の周知を図った。（会議内容は映像資料にて送
付。）

【川崎市】
左記周知に際して、「主たる構造」の判断基準についても示して
ほしい。

― 【全国知事会】
罹災証明書の判定結果が国費を伴う各種支援と連動している点
を踏まえ、住家被害認定調査結果にばらつきが生じないよう、被
害認定に係る指針の見直し等を図ること。
【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。
【全国町村会】
提案団体の意向及び関係府省の回答を踏まえ適切な対応を求
める。

○災害に係る住家の被害認定における混構造の住家の判定方
法について、「主たる構造」の考え方を具体的に示した上で、早
期に地方公共団体に周知していただきたい。
○地方公共団体の実務担当者が確実に活用できるよう、継続
的・効果的な周知方法について検討していただきたい。

【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。
【全国町村会】
提案団体の意向及び関係府省の回答を踏まえ適切な対応を求
める。

〇地方公共団体は、災害対応の一義的責任を負い、発災初動
期において被災現場で直接対応に当たる場面が多いため、災
害現場の地方公共団体職員が対応に当たり、躊躇なく必要な支
払いが可能となるよう検討していただきたい。
〇２次ヒアリングまでに、対応案及びその導入に向けた検討スケ
ジュールをお示しいただきたい。

公金の立替払いは、支出負担行為に基づかない歳出予算外の支出をすることであ
り、予算がなくても、また予算配当があってもそれを超えて支出するおそれがあるな
ど、予算執行の秩序を乱すことになることから制度として認められていない。また、
国においても立替払いは制度化されていない。
しかしながら、提案にあるような災害時におけるケースの整理は必要と考えることか
ら、現行の支出の特例制度（資金前渡）における運用上の取扱いを中心に、提案団
体が求める災害時における支出が可能か検討をすすめる。

５【内閣府】
（２）地方自治法（昭22法67）
普通地方公共団体の支出の方法（232条の５第２項）については、災害
時のやむを得ない場合に、地方公共団体の職員が、必要な経費を簡
易な手続で迅速に支出できる運用方法を、地方公共団体に令和元年
度中に通知する。
（関係府省：総務省）

通知 令和2年3月31日 「非常災害時における資金前渡の取扱いについて」（令和２年
３月31日付け総行行第84号各都道府県総務部長・各都道府県
議会事務局長・各指定都市総務局長・各指定都市議会事務局
長あて総務省自治行政局行政課長通知）を発出。

― ―
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各府省からの第１次回答

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
管理
番号

団体名

提案区分
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解
その他

(特記事項)

112 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

医療・福
祉

認定こど
も園施設
整備交付
金等の申
請に係る
手続きの
簡素化

①申請書類や申請
窓口の一本化
②内示時期の統一

認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きに
ついて、一つの施設整備であるにも関わらず、教育部分と
保育部分で申請先が異なり、書類も１つの整備に２種類の
申請書や実績報告書を作成する必要があるため、事務負
担が大きい。また、内示後の工事着手となっているが、内
示時期が異なることがあり、工期に影響が出ることがあ
る。（平成29年度10月協議分の内示　文科省平成30年２月
２日、厚労省平成29年12月８日）また、実際に平成29年度
10月協議分では、内示時期に２ヶ月ほどのズレがあったこ
とから、当初予定していた年度内に工事完了が難しく、工
事を次年度に遅らせたという事例があった。

事務負担が軽減されるとともに、スムーズに工事
着手でき、計画に沿った工期で進めることができ
る。

児童福祉法、保
育所等整備交
付金交付要綱、
認定こども園施
設整備交付金
交付要綱

内閣府、
文部科学
省、厚生
労働省

茨木市 旭川市、秋
田県、福島
県、いわき
市、須賀川
市、新潟
県、愛知
県、豊橋
市、豊田
市、知多
市、大阪
府、高槻
市、和泉
市、兵庫
県、西宮
市、南あわ
じ市、鳥取
県、広島
市、徳島
市、愛媛
県、高知
県、佐世保
市、大村
市、大分
県、鹿児島
市、九州地
方知事会

○施設整備にかかる事務手続きや補助金の算定方法が、保育所相当部分と幼稚園相当部分でそれぞれ分かれている
ことにより、補助金計算や申請などの事務が煩雑になっている。
○協議書の提出は厚労省と文科省に分けて提出するが、様式は同じものである。そのため、一方の省から修正依頼が
あると、修正後の様式をもう片方の省にも送付する必要があり事務が繁雑になる。窓口を一本化することにより事務の
効率化が期待される。
○当初申請・変更申請において、窓口が分かれていることによる手間、それぞれ申請額を計上するための按分作業の
煩雑さ、内示時期のずれによる工事発注の遅れ等無駄が多いため、申請窓口の一元化に賛同する。
○左記団体と同様に窓口の一本化による事務の簡素化をお願いしたい。所管省庁が異なるためにそれぞれにほぼ同じ
書類を提出することになるが、２か所に書類を出さなければいけないことと、添付する書類についても量が嵩むため、一
本化での事務軽減化をお願いしたい。
○施設の整備については、保育所相当部分と幼稚園相当部分に分けて、それぞれ厚労省と文科省に申請する必要が
あり、また、協議のスケジュールが違うため事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じている。また、平成30年度
において幼稚園部分の申請時期が２回しかなかったため、１事業所は保育所部分の補助金だけで工事を行った。
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、複雑な按分
式で教育部分と保育部分を算出し、かつ申請先が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成す
る必要があるため、事業者、市町村、県にとって事務負担が大きい。
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、教育部分と
保育部分で申請先が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成する必要があるため、事務負担
が大きい。また、内示後の工事着手となっているが、内示時期が異なることがあり、工期に影響が出ることがある。（平
成29年度10月協議分の内示　文科省平成30年２月２日、厚労省平成29年12月８日）また、実際に平成29年度10月協議
分では、内示時期に２ヶ月ほどのズレがあったことから、当初予定していた年度内に工事完了が難しく、工事を次年度に
遅らせたという事例があった。
○近年、一定の改善がなされているものの、提案団体の主張のとおり、依然として事務が繁雑であるとともに、平成29年
度の当市における認定こども園創設事業において、認定こども園施設整備交付金のみが一方的に予定額の90％に圧
縮されるなど、厚生労働省と文部科学省で統一的な対応がなされておらず、財政的にも不安感・不信感が生じている。
また、疑義が生じた事案について都道府県を通じて質問をしても結局は国の担当者まで通すことになっており、回答に
時間がかかることも事務負担の増になっている。都道府県で早期に回答できる仕組みを構築することも必要と考える。
○幼保連携型認定こども園の施設整備について、厚労省と文科省に所管が分かれていることにより、協議、申請等の手
続きはもとより、問合せ、確認等も両省に行わなければならない。書類作成も両省分で膨大なものとなり、事業費・補助
金額の計算における両省分の案分等も必要で、過大な事務負担となっている。また、厚労省分は直接補助（概算払
い）、文科省分は間接補助（精算払い）と補助金交付の手順も異なっており、予算・決算においても無用な混乱を生んで
いる。さらに、両省の内示日に差異があり、片方が遅れたため事業着手が出来ず、急きょ２か年事業に変更せざるを得
なかったという事例も発生している。事業者への損害回避及び自治体の過度な事務負担解消のため、一刻も早い所管
の一元化を強く求める。
○幼稚園部分（文部科学省）と保育所部分（厚生労働省）で、加算、補助率、かさ上げの有無、対象メニュー等、異なる
部分があるため、対象事業費や交付申請額を算出する際の計算や事業者・市町村の作業などが煩雑となっている。内
閣府への窓口の一本化にあわせ、幼稚園・保育所・認定こども園の全てで項目を揃えて、面積や利用者按分で簡易に
算出できるような改善が必要である。
○制度の所管省庁が複数に跨がっていることにより、類型により認可・認定基準や、法的立て付けが異なっていることに
より、事業者及び行政ともに事務作業が繁雑化している。また、特に幼稚園型認定こども園について、認可形態としては
幼稚園となり、施設監査の法的な位置付けが非常に不明確となっており、他の類型の認定こども園と比較して監査権限
に基づく自治体の関与が不十分と思える状況が発生している。施設整備補助金についても、一の施設整備において複
数省庁からの交付を受ける必要があり、幼稚園部分と保育所部分で事業費の按分等を行わなければならず、事務負担
が増大しているとともに、交付額の算定誤り等が生じる原因となっている。
○同様の支障及び市民サービスに直結しない非生産的な事務が発生していることから、早急な改善を求める。
○同一施設の整備であるにも関わらず、厚生労働省と文部科学省の担当者で見解が相違することがあり、その調整に
手間がかかる。平成30年度実施事業で、協議申請した工事がどの整備区分に該当するかについて、当初、両省の担当
者で見解が異なったことから、両省との調整に時間を要し、協議を１回遅らせた事例がある。その事業については、協議
が遅れたことから工事の着工が後ろ倒しとなり、結果として認定こども園への移行を１年間遅らせることとなった。
○厚生労働省と文科省に分けて申請するために認定こども園整備費の事業費を面積按分しているが、竣工時の建築確
認検査等において当初の建築面積が変更になる場合があり、面積按分にも影響が出るケースがある。事業費及び補助
額にも影響があるため、変更申請の処理等が必要になり、補助を受ける認定こども園の設置者及び市において事務処
理が煩雑になっている。また、厚労省と文科省それぞれで、内示時期や補助対象外の考え方も異なるため、市及び事業
者にとっても煩雑な事務処理が発生している。
○当市においても幼保連携型認定こども園の整備を行う際、一つの建物に対し、厚生労働省と文部科学省の双方に補
助協議等を行う必要があり、それぞれの補助額を算出するにあたり、対象経費を保育所相当分と教育相当分に按分す
る必要がある等、事務が煩雑化している。補助財源が一本化されれば窓口も一本化され、対象経費を按分する必要も
なく、事務の効率化が図られる。
○当市においても、平成29・30年度に幼稚園を認定こども園に整備する事業を実施したが、提案市と同様、交付金申請
時等において、２か所への協議の手間や煩雑な按分作業等を経験し、事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じ
た。
○茨木市と同様に１つの整備に２種類の申請が必要となり、事務負担が増えている。
○①については、当県でも申請事務が繁雑であること、照会する内容によって窓口が異なっていることで統一的な見解
を求められないことなど支障をきたしている。②については文科省の内示時期が遅いことや圧縮交付される可能性があ
ることから計画的な施設整備に支障をきたしている。
○当市においても煩雑な事務に苦慮しており、事務負担軽減のために手続きの簡素化の必要性を感じている。
○一施設の整備内容であるにもかかわらず、厚生労働省部分と文部科学省部分に分かれていることで、別々に申請を
行う必要が生じており、また、按分計算については交付金の重複請求を招く懸念もあるなど、事業者、都道府県、市町村
において事務処理が煩瑣となっている。
○厚生労働省と文部科学省それぞれの補助制度があるため事務執行が負担となっている。
○当県においても、１施設の整備に２箇所の協議・申請が必要となり、事業者及び自治体とも煩雑は事務処理が発生し
ている。

認定こども園に係る施設整備の事務手続においては、
・事業募集や内示時期の統一化・事前周知の徹底
・協議様式の統一化
・補助対象経費における、幼保の按分方法の明示化
等により、事務負担の軽減を図ってきたところである。
今後も更なる事務負担の軽減に向けて関係府省と連携を図っていく。
なお、内示時期については、統一した日付で行えるよう文部科学省と厚生労働
省両省間で連携を図っている。

更なる事務負担の軽減と、早期の内示時期の統一をお願いしたい。 ―



見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答

令和元年の地方からの提案等に関する対応方針
（令和元年12月23日閣議決定）記載内容

※提案提出年以降の対応方針に記載があるものは当該対応方針の記載内容を
＜当該対応方針決定年＞として併記

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）

【大阪府】
回答いただいている対応では、支障事例（両省へ提出すること
による事務の煩雑さや過大な事務負担、申請内容に対する両省
の見解の相違、補助対象範囲の別、など）に対する解決や、当
該支障事例を踏まえた申請窓口の一元化という提案に対する回
答としては、不十分と考える。
申請窓口一元化による事務負担の軽減に向け、早急なご対応
をお願いしたい。
【西宮市】
左記により事務負担の軽減が図られているところであるが、窓
口の一本化により更なる事務負担の軽減を望む。
【広島市】
これまで行われてきた協議様式や募集・内示時期の統一化に
よって、幼保連携型認定こども園への移行が進み、広く認知が
図られてきたところであるが、幼保連携型認定こども園への移行
を一層促進していくためには、煩雑な按分計算や同一の内容の
二省での協議・申請を必要とする現状を解消し、完全な一元化
を早急に図ることが必要であり、国、自治体、事業者のいずれに
とってもメリットが実感できるように、早急に対応していただきた
い。
【鹿児島市】
補助協議様式については統一されたが、それ以外の補助金申
請書や実績報告書については同一の内容で２か所に提出する
必要があり、また、煩雑な補助対象経費の按分計算が必要であ
るなど、事務負担の軽減が図られていない。

― 【全国知事会】
認定こども園の施設整備に係る交付金については、待機児童対
策や子育て支援の量的拡充の実現のため必要不可欠である。
その交付金の制度において、同一施設の申請等の手続きが複
数の所管となっていることで複雑化及び煩雑化している現状が
あることから、事務負担の軽減に向け、施設整備交付金の一本
化などを進めること。
【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。

認定こども園に係る施設整備の事務手続においては、
・事業募集や内示時期の統一化・事前周知の徹底
・協議様式の統一化
・補助対象経費における、幼保の按分方法の明示化
等により、事務負担の軽減を図ってきたところである。
今後も更なる事務負担の軽減に向けて、引き続き関係府省と連携のうえ検討してま
いりたい。

５【内閣府】
（５）児童福祉法（昭22法164）及び認定こども園施設整備交付金
保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備交付金については、
申請に関する様式の共通化を図るなど、幼保連携型認定こども園等を
整備する際の地方公共団体の事務負担を軽減する方向で検討し、令
和元年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：文部科学省及び厚生労働省）

交付要綱改正 「保育所等整備交付金の
交付について」（令和２年６
月５日付け厚生労働省発
0605第4号）
「認定こども園施設整備交
付金交付要綱等の一部改
正について（通知）」（令和
２年４月８日付け２文科初
第２９号）

保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備交付金の交
付申請に係る様式の記載事項について簡素化及び共通化を
図ることとし、保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備
交付金の申請様式について、令和２年に４月８日付で認定こど
も園施設整備交付金交付要綱の改正を行い、一部の申請様
式を保育所等整備交付金のものと統一した。



区分 分野 団体名 支障事例 見解
補足
資料

各府省からの第１次回答

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
管理
番号

団体名

提案区分
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解
その他

(特記事項)

地域型保育事業は、本来、都市部や離島・へき地など、それぞれの地域の実情
に応じて生じているニーズにきめ細かく個別に対応する性格のものであり、広
域的な利用を念頭に置いていないことから、地域型保育事業者の確認に係る
効力については、当該確認をする市町村長がその長である市町村の区域に住
所を有する者に限られている。これにより、事業所の所在地市町村の域外の住
民が利用する場合に、市町村の調整等が行われることが制度的に担保されて
いる。
ご提案については、このような地域型保育事業の本来の趣旨を十分に踏まえ
て、慎重に検討すべきと考えている。
なお、本規定に基づき必要な手続については、「子ども・子育て支援新制度にお
ける事業所内保育事業所の運用上の取扱いについて」等により、従来から事務
の簡素化を図ってきたところである。

市町村における利用調整においては、従来から地域型保育事業に限らず、
それぞれの地域の実情に応じて生じているニーズにきめ細かく個別に対応
しているところである。
そのうえで、広域利用の希望が発生した場合は、児童福祉法第56条の６第
１項に基づき、保育の利用等が適切に行われるように、当該市町村間にお
いて相互に連絡及び調整を図っているところである。
児童福祉法第24条において、市町村は、当該市町村内に居住し保育を必
要とする子どもに対して保育を提供する義務を負っているため、他市町村に
居住する子どもの利用に関する優先度については、その地域の待機児童
の発生状況や保育施設の利用状況を踏まえた取扱いをする必要がある。
そのため、当該保護者の保育の必要度も踏まえたうえで、他市町村の子ど
もの利用をお断りするケースは、現在の保育所の広域利用においても発生
している。
こうした中で、保護者が他市町村の地域型保育事業を希望した場合に、「地
域の実情に応じて利用をお断りすること」は、「確認」、「同意」に依らずとも
可能であること、また、特定教育・保育施設においても、地域の実情に応じ
て広域利用の調整を行うことができていることから、地域型保育事業につい
て、特定教育・保育施設と同様、全国に効力を有することとしても、何ら支障
は生じないと考える。
また、簡素化規定については、なおも、協議書の作成や公示、都道府県へ
の届出、事業者における確認申請などが必要となっており、市町村・事業者
にとって負担が生じるものとなっている。

―117 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

医療・福
祉

地域型保
育事業の
確認の効
力の制限
の廃止

地域型保育事業の
確認の効力につい
て、特定教育・保育
施設型と同様、施設
の所在市町村が確
認を行うことで無条
件で全国に効力を
有するよう措置をさ
れたい。

子ども・子育て支援法においては、児童が居住市町村外
の地域型保育事業（小規模保育事業、家庭的保育事業、
事業所内保育事業など）を利用するには、居住地の市町
村が、事前に施設の所在市町村の同意を得たうえで、当
該施設要件等の確認（法第43条）を行う必要がある。
しかしながら、実際の利用決定は、それぞれの市町村の
利用調整の担当者の間で調整し決定しており、利用の決
定後、利用開始前までの間に、上記の同意や確認を行う
必要があるが、利用決定を追認する形となり、形骸化して
いる。
本市及びその周辺の市町村においては、各市町村の区域
を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域型保
育事業についても、居住する市町村の区域外での利用も
行われていることから、同意や確認については事務的に
煩雑であり、事業者や市町村の負担となっている。

形骸化している市町村間の同意や確認について
の事務負担を軽減することができる。また、施設
にとって、手続きの簡素化を図り、利便性の向上
が見込まれる。
なお、地域型保育事業の広域利用の手続きは、
教育・保育施設と同様に、居住地の市町村と施設
所在の市町村間で行うものであるため、支給認定
漏れや給付漏れといった新たな支障は生じないも
のと考える。

子ども・子育て
支援法31条、43
条

内閣府、
厚生労働
省

堺市、滋
賀県、京
都府、京
都市、大
阪府、大
阪市、兵
庫県、神
戸市、和
歌山県、
鳥取県、
徳島県、
関西広域
連合

川崎市、豊
田市、池田
市、吹田
市、高槻
市、富田林
市、東大阪
市、南あわ
じ市、米子
市、広島
市、松山
市、熊本市

○市町村間の同意が形骸化しているが、同意書の内容を市町村間で調整するなど煩雑な事務手続きが市町村の負担
となっている。
○当市及びその周辺の市町では、各市町の区域を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域型保育事業につい
ても、居住する市町の区域外での利用が一般的に行われている。現行では、地域型保育事業の確認の効力が確認を行
う市町村の区域に限定されていることから、広域的な利用を行う場合には、他自治体との同意を得る必要がある。当市
は事業者の事務負担の軽減が議会質問等様々な機会を通じて、要望されており、通知による簡便な方法を実施してい
るが、各市町と調整の上、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申請書類を各市町と受送付する事務等が発生
し、市町間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が事務負担となっている。先般、子ども・子育て支援
法の改正があり、「特定子ども・子育て支援施設等の確認」が追加されたが、これに関して他自治体の同意の必要性が
無く理解に苦しんでいる。
○広域利用の場合、少人数の児童のためでも、施設要件を確認する手続きが必要になるため、園に対する事務負担は
増大する。
○当市において、現在まで、地域型保育事業の広域利用はないものの、発生した場合の事務負担に鑑み必要と考え
る。
○広域利用の場合は、他市町村に利用調整を依頼することになるため、住民が利用している施設は容易に把握でき、
給付を支払う場合には、必ず事業者または市町村から請求があるため、支給漏れ等が起こることはないため、特定地域
型保育事業者の確認の効力を全国に及ぶこととしたとしても、制度上新たな支障は生じないものと考える。また、利用の
決定後、利用開始前までの間に、同意や確認を行う必要があるが、実際にはその期間での確認を行うことは困難で利
用決定を追認する形となり、形骸化している。
○事業所内保育事業について、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申請書類を各市町村へ送付する事務等が
発生し、市町村間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が煩雑である。
○地域型保育事業に係る確認については、いわゆる「みなし確認」等により手続きが簡略化されているものの、当市に
おいても一定数の件数が発生しており、また事業所への説明や書類提出を促す作業量も含めた場合には事務負担の
増加につながっている。特定教育保育施設と特定地域型保育事業における確認の性質が異なることは理解している
が、確認の効力が全国に及ぶこととなった場合には事務の効率化に寄与するものと考える。
○特定教育・保育施設と特定地域型保育事業で確認の効力の範囲に差を設ける必要性があると感じたことがなく、事務
負担の軽減の観点から見直しをお願いしたい。
○形骸化している事務処理であり，利用決定を追認する形となっているが，事務処理が煩雑であり，処理に時間を要す
るなど，負担となっており，提案事項で掲げられている見直しが必要である。
○当市においても広域的な利用を行う場合、同意書を取得しており、事務負担となっている。



見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答

令和元年の地方からの提案等に関する対応方針
（令和元年12月23日閣議決定）記載内容

※提案提出年以降の対応方針に記載があるものは当該対応方針の記載内容を
＜当該対応方針決定年＞として併記

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）

公布日（令和２年６月10日）
から３月を経過した日から
施行。

令和２年６月10日に第10次地方分権一括法（令和２年法律第
41号）が公布された。

【松山市】
従来から事務の簡素化を図られた経緯はあるが、広域的な利用
を念頭に置いていなかったことから実態とかい離したのであり、
現場では広域の利用調整が行われている実態がある。「特定子
ども・子育て支援施設等の確認」については、より地域の実情に
応じて生じている状況だが、確認の効力が全国に及んでいる。
教育・保育の無償化による莫大な事務負担も抱え、より現場に
沿った運用となるべく「特定子ども・子育て支援施設等の確認」と
同様の措置を求める。

― 【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。

○現状でも、地域型保育事業者に対する事業者所在市町村以
外の市町村が行う「確認」（その前段の「同意」を含む。以下同
じ。）が行われる前に、市町村間の調整は利用調整の過程で十
分行われているところである。その上で当該「確認」事務を廃止
した場合に生じる具体的な支障があればお示しいただきたい。
支障がないのであれば、廃止に向けた検討をするべきではない
か。
○子ども・子育て会議において、地域型保育事業者に対する事
業者所在市町村以外の市町村が行う「確認」を廃止することにつ
いて、早期に具体的に議論いただきたい。

地域の実情に応じて生じているニーズにきめ細かく個別に対応するという地域型保
育事業の性格や、これまでの事務の簡素化の状況を踏まえつつ、更なる負担軽減
の必要性、方策等について検討する。

５【内閣府】
（11）子ども・子育て支援法（平24法65）
（ⅱ）特定地域型保育事業者の確認（43条）については、確認に係る事
業所の所在する市町村（特別区を含む。以下この事項において同じ。）
の長による確認の効力が全国に及ぶものとし、事業所の所在する市町
村以外に居住する者が当該事業所を利用する場合であっても、利用者
の居住地市町村の長による更なる確認は不要とする。
（関係府省：厚生労働省）

法律



区分 分野 団体名 支障事例 見解
補足
資料

各府省からの第１次回答

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
管理
番号

団体名

提案区分
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解
その他

(特記事項)

140 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

医療・福
祉

幼保連携
型認定こ
ども園の
整備に係
る交付金
の一元化
等

①幼保連携型認定
こども園の施設整備
に関する所管や制
度、財源の内閣府へ
の一元化
②間接補助となって
いる文科省分の補
助金について、保育
の実施主体となる市
町村への直接補助
への変更

一つの施設を整備するに当たって、厚生労働省と文部科
学省それぞれに事前協議や交付申請を行う必要があり、
別々に修正等の指示があるため、厚生労働省からの指示
により、文部科学省へ提出している協議書も修正となる場
合が生じるなど事務が煩雑となっている。
また、文部科学省の予算が不足し、平成29年度には5市町
5施設で事業費280,679千円、協議額101,935千円を文部科
学省に協議したが、内示率90％で91,739千円に内示額を
圧縮された一方、厚生労働省の交付金は協議した満額で
内示がなされた。平成28年度には厚生労働省からは内示
されたが、文部科学省に内示を保留され事業に着手でき
ない事案があるなど、交付金制度が２つに分かれているこ
とによる財源の不安定さ等が施設整備を進める課題となっ
ている。加えて、厚生労働省の交付金は、市町村への直
接補助、文部科学省の交付金は、県を経由した間接補助
となっており、一つの施設に対する円滑な交付金の交付に
も課題がある。
【県内共同提案団体からの主な支障事例】
・　幼保連携型認定こども園を創設する場合、保育所機能
部分は厚生労働省所管の「保育所等整備交付金」で、また
幼稚園機能部分は文部科学省所管の「認定こども園施設
整備交付金」での申請が必要であり、それぞれ補助対象
経費の算定にあたり、施設の面積や利用定員等により事
業費を按分し、２種類の書類を作成するなどの事務の負担
が生じている。認定こども園に係る施設整備交付金の一
元化により、自治体、補助事業者双方において、交付申請
等に係る事務の省力化、効率化が図られる。
・　補助制度が２つになるため、事業着手するのに両方の
回答をまってから進めるため、スケジュール管理が煩雑と
なっている。
・　一つの施設を整備するために厚生労働省と文部科学省
それぞれに事前協議や交付申請を行う必要がある現状は
事務が繁雑となる大きな要因の一つである。また、当市に
おいても過去に文部科学省分の予算不足のため、内定額
の圧縮や内定を保留され事業に着手できない期間が生じ
た事案があったため、施設整備に関する所管や制度、財
源の一元化は必要である。
(以上のような支障があるため、申請窓口の一元化等の事
務手続きの簡素化を通じて、解消することを求める)

内閣府に施設整備に関する所管や制度、財源を
一元化し、市町村への直接補助とすることにより、
県、市町村の事務負担の軽減を図るとともに、円
滑で安定的な財源確保による市町村の待機児童
解消に向けた施設整備計画に大きく寄与するもの
と考える。

児童福祉法、認
定こども園施設
整備交付金交
付要綱、厚生労
働省保育所等
整備交付金交
付要綱

内閣府、
文部科学
省、厚生
労働省

福島県、
福島市、
会津若松
市、郡山
市、いわき
市、白河
市、須賀
川市、喜
多方市、
二本松
市、南相
馬市、本
宮市、川
俣町、鏡
石町、天
栄村、玉
川村、平
田村、三
春町、広
野町、茨
城県、栃
木県、群
馬県、新
潟県、日
本創生の
ための将
来世代応
援知事同
盟

旭川市、秋
田県、千葉
県、須坂
市、豊橋
市、豊田
市、三重
県、大阪
府、大阪
市、高槻
市、茨木
市、兵庫
県、西宮
市、南あわ
じ市、広島
市、徳島
市、愛媛
県、佐世保
市、大村
市、熊本
市、大分
県、宮崎
県、九州地
方知事会

○施設整備にかかる事務手続きや補助金の算定方法が、保育所相当部分と幼稚園相当部分でそれぞれ分かれている
ことにより、補助金計算や申請などの事務が煩雑になっている。
○協議書の提出は厚労省と文科省に分けて提出するが、様式は同じものである。そのため、一方の省から修正依頼が
あると、修正後の様式をもう片方の省にも送付する必要があり事務が繁雑になる。窓口を一本化することにより事務の
効率化が期待される。また、間接補助の文科省分補助金についても、厚労省と同様に直接補助にすることにより、国の
内示後の工事契約が可能になるため（現状は県の交付決定後）、円滑な施設整備が期待できる。
○当市でも同様の支障事例があり、文部科学省の予算不足による内示額が圧縮されたため、国庫補助の不足分を市
が肩代わりした経過がある。また、文部科学省と厚生労働省で内示時期の違いから工期に余裕なく、当初予定通りの開
園が危ぶまれた。
○施設の整備については、保育所相当部分と幼稚園相当部分に分けて、それぞれ厚労省と文科省に申請する必要が
あり、また、協議のスケジュールが違うため事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じている。また、平成30年度
において幼稚園部分の申請時期が２回しかなかったため、１事業所は保育所部分の補助金だけで工事を行った。
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、複雑な按分
式で教育部分と保育部分を算出し、かつ申請先が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成す
る必要があるため、事業者、市町村、県にとって事務負担が大きい。文部科学省の予算が不足し、平成29年度には２施
設で内示率90％に内示額を圧縮された一方、厚生労働省の交付金は協議した満額で内示がなされた。厚生労働省の
交付金は、市町村への直接補助、文部科学省の交付金は、県を経由した間接補助となっており、一つの施設に対する
円滑な交付金の交付にも課題がある。
○当市で現在予定している同補助金を活用した施設整備においても、それぞれの省で補助金の要綱要領の内容が若
干異なること等、制度が複雑化することによる事務負担の増加が課題となっている。
○一つの施設を整備するに当たって、厚生労働省と文部科学省それぞれに事前協議や交付申請を行う必要があり、
別々に修正等の指示があるため、厚生労働省からの指示により、文部科学省へ提出している協議書も修正となる場合
が生じるなど事務が煩雑となっている。また、文部科学省の予算が不足し、平成29年度には５市町５施設で事業費
280,679千円、協議額101,935千円を文部科学省に協議したが、内示率90％で91,739千円に内示額を圧縮された一方、
厚生労働省の交付金は協議した満額で内示がなされた。平成28年度には厚生労働省からは内示されたが、文部科学
省に内示を保留され事業に着手できない事案があるなど、交付金制度が２つに分かれていることによる財源の不安定さ
等が施設整備を進める課題となっている。加えて、厚生労働省の交付金は、市町村への直接補助、文部科学省の交付
金は、県を経由した間接補助となっており、一つの施設に対する円滑な交付金の交付にも課題がある。
○幼保連携型認定こども園を創設する場合、保育所機能部分は厚生労働省所管の「保育所等整備交付金」で、また幼
稚園機能部分は文部科学省所管の「認定こども園施設整備交付金」での申請が必要であり、それぞれ補助対象経費の
算定にあたり、施設の面積や利用定員等により事業費を按分し、２種類の書類を作成するなどの事務の負担が生じてい
る。認定こども園に係る施設整備交付金の一元化により、自治体、補助事業者双方において、交付申請等に係る事務
の省力化、効率化が図られる。
○補助制度が２つになるため、事業着手するのに両方の回答をまってから進めるため、スケジュール管理が煩雑となっ
ている。
○一つの施設を整備するために厚生労働省と文部科学省それぞれに事前協議や交付申請を行う必要がある現状は事
務が繁雑となる大きな要因の一つである。また、当市においても過去に文部科学省分の予算不足のため、内定額の圧
縮や内定を保留され事業に着手できない期間が生じた事案があったため、施設整備に関する所管や制度、財源の一元
化は必要である。
○平成29年度に当市でも「認定こども園施設整備交付金」の協議額から90%圧縮されての内示となったことで、圧縮分を
市で補填せざるをえず、市の支出が増加した。市内の保育ニーズへの対応や保育環境等を改善するために整備を実施
しているにも関わらず、このようなことが起きてしまうと、整備事業を進める上での大きな障害となる。
○幼保連携型認定こども園の施設整備について、厚労省と文科省に所管が分かれていることにより、協議、申請等の手
続きはもとより、問合せ、確認等も両省に行わなければならない。書類作成も両省分で膨大なものとなり、事業費・補助
金額の計算における両省分の按分等も必要で、過大な事務負担となっている。また、厚労省分は直接補助（概算払
い）、文科省分は間接補助（精算払い）と補助金交付の手順も異なっており、予算・決算においても無用な混乱を生んで
いる。さらに、両省の内示日に差異があり、片方が遅れたため事業着手が出来ず、急きょ２か年事業に変更せざるを得
なかったという事例も発生している。事業者への損害回避及び自治体の過度な事務負担解消のため、一刻も早い所管
の一元化を強く求める。
○幼稚園部分（文部科学省）と保育所部分（厚生労働省）で、加算、補助率、かさ上げの有無、対象メニュー等、異なる
部分があるため、対象事業費や交付申請額を算出する際の計算や事業者・市町村の作業などが煩雑となっている。加
えて、文部科学省の予算については、本省繰越予算が当てられることがあるため、本来であれば通常の繰越の作業で
済むところが、事故繰越の扱いとなり、繰越理由を整理する煩雑さも、自治体・事業者に発生する。内閣府への窓口の
一本化にあわせ、幼稚園・保育所・認定こども園の全てで項目を揃えて、面積や利用者按分で簡易に算出できるような
改善が必要である。また、財源の一元化による安定的な財源確保が期待される。
○制度の所管省庁が複数に跨がっていることにより、類型により認可・認定基準や、法的立て付けが異なっていることに
より、事業者及び行政ともに事務作業が繁雑化している。また、特に幼稚園型認定こども園について、認可形態としては
幼稚園となり、施設監査の法的な位置付けが非常に不明確となっており、他の類型の認定こども園と比較して監査権限
に基づく自治体の関与が不十分と思える状況が発生している。施設整備補助金についても、一の施設整備において複
数省庁からの交付を受ける必要があり、幼稚園部分と保育所部分で事業費の按分等を行わなければならず、事務負担
が増大しているとともに、交付額の算定誤り等が生じる原因となっている。
○当市においても、H29・30年度に幼稚園を認定こども園に整備する事業を実施したが、提案市と同様、交付金申請時
等において、２か所への協議の手間や煩雑な按分作業等を経験し、事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じ
た。また、当市も同様に、文科省分の内示額が圧縮され、対応に苦慮した経験がある。
○当県においても、認定こども園の施設整備については、申請にあたって共用部分を按分して積算するなどの非効率な
事務作業が生じ、自治体、事業者ともに煩雑な手続きが必要となっています。特に、一方の財源が圧縮された場合、施
設整備の推進に支障をきたすことがあります。
○平成30年度において、両交付金を活用して整備した施設のうち約半数が認定こども園であるところ、同一の内容を厚
生労働省と文部科学省に協議・申請している施設は当県でも多数ある。さらに、内示（内定）後の交付申請や支払請求
の時期が同一でないことも、自治体等の事務が繁雑にしている。
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、教育部分と
保育部分で申請先が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成する必要があるため、事務負担
が大きい。また、内示後の工事着手となっているが、内示時期が異なることがあり、工期に影響が出ることがある。（平
成29年度10月協議分の内示　文科省平成30年２月２日、厚労省平成29年12月８日）また、実際に平成29年度10月協議
分では、内示時期に２ヶ月ほどのズレがあったことから、当初予定していた年度内に工事完了が難しく、工事を次年度に
遅らせたという事例があった。
○幼保連携型認定こども園の整備のみならず、幼稚園型認定こども園及び保育所型認定こども園の整備についても、
保育所（保育機能部分）は厚生労働省所管の保育所等整備交付金、幼稚園（幼稚園機能部分）は文部科学省所管の認
定こども園施設整備交付金を使用しているところである。このため、一つの認定こども園を整備するに当たっては、厚生
労働省と文部科学省それぞれに事前協議や交付申請を行う必要があり、別々に修正等の指示があるため、厚生労働省
からの指示により、文部科学省へ提出している協議書も修正となる場合が生じるなど事務が煩雑となっている。全類型
の認定こども園の整備は、現状において、二種類の補助金を使用しており、上記のとおり事務が煩雑である。そこで、補
助を一本にまとめるため、次の制度改正が必要であると考える。
①認定こども園の施設整備に関する所管や制度、財源の内閣府への一元化及び②間接補助となっている文科省分の
補助金について、保育の実施主体となる市町村への直接補助への変更
○申請後の交付決定にあたり、各省の予算確保の状況等により大幅な時期のずれが生じ、一方の交付金が交付決定
なされているのに他方が未決定という状況で、なかなか事業に着手できず、工事の完了が遅れ、結果的に開園が年度
始まりに間に合わなかった事例があった。（待機児童解消の施策に影響が生じた）
○当県においても、１施設の整備に２箇所の協議・申請が必要となり、事業者及び自治体とも煩雑は事務処理が発生し
ている。
○幼保連携型認定こども園の施設整備において、共有部分である倉庫の按分について、煩雑な事務処理が発生してい
る。また、時期や時間帯によって使う認定区分が違うため、妥当な判断が難しい。

認定こども園に係る施設整備の事務手続においては、
・事業募集や内示時期の統一化・事前周知の徹底
・協議様式の統一化
・補助対象経費における、幼保の按分方法の明示化
等により、事務負担の軽減を図ってきたところである。
今後も更なる事務負担の軽減に向けて関係府省と連携を図っていく。
間接補助となっている認定こども園施設整備交付金については、都道府県と法
人間の補助事業もあるため、市町村への直接補助への変更は困難であると考
える。

１　これまで対応が図られてきた事務手続きの負担軽減対策の効果を否定
するものではないが、内閣府への一元化を求める背景として、一つの施設
を整備するに当たって、２種類の交付金が、それぞれ別の省庁から直接補
助と間接補助という方法により交付されているという現状は変わっていない
ことがある。幼児教育・保育の無償化にあたり幼稚園就園奨励費補助事業
が廃止となり内閣府に移行したように施設整備に関しても内閣府へ制度・財
源を一元化することにより、地方公共団体の事務手続きの負担軽減と安定
的な財源確保による円滑な施設整備に繋がるとの認識で提案を行ったもの
であり、関係省庁から「内閣府への一元化」に対する見解を回答願います。

２　現在、本県では県から法人への補助は行っておりませんが、都道府県と
法人間の補助事業がある場合であっても、所管省庁や関係市町村との情
報共有により県と法人間の補助事業に必要な情報の把握がなされればよ
く、直接補助への変更は事務手続きの負担軽減と円滑な交付金の交付とい
うメリットがあるものと考えます。なお、厚生労働省の保育所等整備交付金
は直接補助となっていることから、同様の仕組みにより、認定こども園施設
整備交付金についても市町村への直接補助へと変更することも可能と考え
ますので、再度検討願います。

―



見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答

令和元年の地方からの提案等に関する対応方針
（令和元年12月23日閣議決定）記載内容

※提案提出年以降の対応方針に記載があるものは当該対応方針の記載内容を
＜当該対応方針決定年＞として併記

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）

５【内閣府】
（５）児童福祉法（昭22法164）及び認定こども園施設整備交付金
保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備交付金については、
申請に関する様式の共通化を図るなど、幼保連携型認定こども園等を
整備する際の地方公共団体の事務負担を軽減する方向で検討し、令
和元年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：文部科学省及び厚生労働省）

交付要綱改正 「保育所等整備交付金の
交付について」（令和２年６
月５日付け厚生労働省発
0605第4号）
「認定こども園施設整備交
付金交付要綱等の一部改
正について（通知）」（令和
２年４月８日付け２文科初
第２９号）

保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備交付金の交
付申請に係る様式の記載事項について簡素化及び共通化を
図ることとし、保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備
交付金の申請様式について、令和２年に４月８日付で認定こど
も園施設整備交付金交付要綱の改正を行い、一部の申請様
式を保育所等整備交付金のものと統一した。

【大阪府】
回答いただいている対応では、支障事例（両省へ提出すること
による事務の煩雑さや過大な事務負担、申請内容に対する両省
の見解の相違、補助対象範囲の別、など）に対する解決や、当
該支障事例を踏まえた申請窓口の一元化という提案に対する回
答としては、不十分と考える。
申請窓口一元化による事務負担の軽減に向け、早急なご対応
をお願いしたい。
【西宮市】
左記により事務負担の軽減が図られているところであるが、窓
口の一本化により更なる事務負担の軽減を望む。
【広島市】
これまで行われてきた協議様式や募集・内示時期の統一化に
よって、幼保連携型認定こども園への移行が進み、広く認知が
図られてきたところであるが、幼保連携型認定こども園への移行
を一層促進していくためには、煩雑な按分計算や同一の内容の
二省での協議・申請を必要とする現状を解消し、完全な一元化
を早急に図ることが必要であり、国、自治体、事業者のいずれに
とってもメリットが実感できるように、早急に対応していただきた
い。

― 【全国知事会】
認定こども園の施設整備に係る交付金については、待機児童対
策や子育て支援の量的拡充の実現のため必要不可欠である。
その交付金の制度において、同一施設の申請等の手続きが複
数の所管となっていることで複雑化及び煩雑化している現状が
あることから、事務負担の軽減に向け、施設整備交付金の一本
化などを進めること。
【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。

認定こども園に係る施設整備の事務手続においては、
・事業募集や内示時期の統一化・事前周知の徹底
・協議様式の統一化
・補助対象経費における、幼保の按分方法の明示化
等により、事務負担の軽減を図ってきたところである。
今後も更なる事務負担の軽減に向けて、引き続き関係府省と連携のうえ検討してま
いりたい。



区分 分野 団体名 支障事例 見解
補足
資料

各府省からの第１次回答

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
管理
番号

団体名

提案区分
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解
その他

(特記事項)

161 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

医療・福
祉

認定こど
も園施設
整備にお
ける交付
金等の運
用改善

認定こども園施設整
備にあたり、厚生労
働省部分と文部科
学省部分の一本化
を図る等の運用の
改善

認定こども園の整備に係る交付金について、厚生労働省
部分と文部科学省部分に分かれていることで、一施設の
整備内容であるにもかかわらず、事業者にとっては複雑な
按分式で厚労省部分と文科省部分を算出し、また申請に
あたっても、市町村の行政機関が教育部分と保育部分が
分かれている中、別々に申請を行うことで事務処理に時間
を要することとなり、事業者に煩雑さを強いることとなって
いる。（当該事情は市町村や都道府県の事務処理におい
ても当てはまる。）また申請後の交付決定にあたっても各
省の予算確保の状況等により大幅な時期のずれが生じる
ことがあるため、一方の交付金が交付決定なされているの
に他方が未決定という状況となり、過去にはなかなか事業
に着手できず、工事の完了が遅れ、結果的に開園が年度
始まりに間に合わなかった事例もあった。このように、事業
者にとっては過剰な事務や事業開始に向けての不安定な
状況を強いており、このことが事業の展開に支障を生じさ
せ、ひいては待機児童解消の施策に影響が生じている。
（申請窓口の一元化等事務手続きの簡素化を求めるもの）

補助申請の一元化により、事業者の円滑な申請
や交付決定による計画立案が可能なため、ス
ムーズな認定こども園の整備が可能となり、ひい
ては待機児童の解消につながる。

児童福祉法、認
定こども園施設
整備交付金交
付要綱、保育所
等整備交付金
交付要綱

内閣府、
文部科学
省、厚生
労働省

大阪府、
滋賀県、
京都府、
京都市、
大阪市、
堺市、兵
庫県、神
戸市、和
歌山県、
鳥取県、
徳島県、
関西広域
連合

旭川市、秋
田県、福島
県、いわき
市、須賀川
市、新潟
県、愛知
県、豊橋
市、豊田
市、三重
県、池田
市、吹田
市、高槻
市、富田林
市、和泉
市、西宮
市、南あわ
じ市、広島
市、徳島
市、愛媛
県、高知
県、佐世保
市、大村
市、熊本
市、大分
県、宮崎
県、九州地
方知事会

○施設整備にかかる事務手続きや補助金の算定方法が、保育所相当部分と幼稚園相当部分でそれぞれ分かれている
ことにより、補助金計算や申請などの事務が煩雑になっている。
○協議書の提出は厚労省と文科省に分けて提出するが、様式は同じものである。そのため、一方の省から修正依頼が
あると、修正後の様式をもう片方の省にも送付する必要があり事務が繁雑になる。窓口を一本化することにより事務の
効率化が期待される。また、間接補助の文科省分補助金についても、厚労省と同様に直接補助にすることにより、国の
内示後の工事契約が可能になるため（現状は県の交付決定後）、円滑な施設整備が期待できる。
○施設の整備については、保育所相当部分と幼稚園相当部分に分けて、それぞれ厚労省と文科省に申請する必要が
あり、また、協議のスケジュールが違うため事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じている。また、平成30年度
において幼稚園部分の申請時期が２回しかなかったため、１事業所は保育所部分の補助金だけで工事を行った。
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、複雑な按分
式で教育部分と保育部分を算出し、かつ申請先が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成す
る必要があるため、事業者、市町村、県にとって事務負担が大きい。
○当市で現在予定している同補助金を活用した施設整備においても、それぞれの省で補助金の要綱要領の内容が若
干異なること等、制度が複雑化することによる事務負担の増加が課題となっている。
○認定こども園の整備に係る交付金について、厚生労働省部分と文部科学省部分に分かれていることで、一施設の整
備内容であるにもかかわらず、事業者にとっては複雑な按分式で厚労省部分と文科省部分を算出し、また申請にあたっ
ても、市町村の行政機関が教育部分と保育部分が分かれている中、別々に申請を行うことで事務処理に時間を要する
こととなり、事業者に煩雑さを強いることとなっている。（当該事情は市町村や都道府県の事務処理においても当てはま
る。）また申請後の交付決定にあたっても各省の予算確保の状況等により大幅な時期のずれが生じることがあるため、
一方の交付金が交付決定なされているのに他方が未決定という状況となり、過去にはなかなか事業に着手できず、工
事の完了が遅れ、結果的に開園が年度始まりに間に合わなかった事例もあった。このように、事業者にとっては過剰な
事務や事業開始に向けての不安定な状況を強いており、このことが事業の展開に支障を生じさせ、ひいては待機児童
解消の施策に影響が生じている。
○近年、一定の改善がなされているものの、提案団体の主張のとおり、依然として事務が繁雑であるとともに、平成29年
度の当市における認定こども園創設事業において、認定こども園施設整備交付金のみが一方的に予定額の90％に圧
縮されるなど、厚生労働省と文部科学省で統一的な対応がなされておらず、財政的にも不安感・不信感が生じている。
また、疑義が生じた事案について都道府県を通じて質問をしても結局は国の担当者まで通すことになっており、回答に
時間がかかることも事務負担の増になっている。都道府県で早期に回答できる仕組みを構築することも必要と考える。
○幼保連携型認定こども園の施設整備について、厚労省と文科省に所管が分かれていることにより、協議、申請等の手
続きはもとより、問合せ、確認等も両省に行わなければならない。書類作成も両省分で膨大なものとなり、事業費・補助
金額の計算における両省分の按分等も必要で、過大な事務負担となっている。また、厚労省分は直接補助（概算払
い）、文科省分は間接補助（精算払い）と補助金交付の手順も異なっており、予算・決算においても無用な混乱を生んで
いる。さらに、両省の内示日に差異があり、片方が遅れたため事業着手が出来ず、急きょ２か年事業に変更せざるを得
なかったという事例も発生している。事業者への損害回避及び自治体の過度な事務負担解消のため、一刻も早い所管
の一元化を強く求める。
○幼稚園部分（文部科学省）と保育所部分（厚生労働省）で、加算、補助率、かさ上げの有無、対象メニュー等、異なる
部分があるため、対象事業費や交付申請額を算出する際の計算や事業者・市町村の作業などが煩雑となっている。内
閣府への窓口の一本化にあわせ、幼稚園・保育所・認定こども園の全てで項目を揃えて、面積や利用者按分で簡易に
算出できるような改善が必要である。
○待機児童が出ている中で、事業者が認定こども園を選択するとき、事務作業が煩雑になることも考えられる。また、市
の担当課も園との調整等複雑になり負担が多くなる。
○同様の支障及び市民サービスに直結しない非生産的な事務が発生していることから、早急な改善を求める。
○同一施設の整備であるにも関わらず、厚生労働省と文部科学省の担当者で見解が相違することがあり、その調整に
手間がかかる。平成30年度実施事業で、協議申請した工事がどの整備区分に該当するかについて、当初、両省の担当
者で見解が異なったことから、両省との調整に時間を要し、協議を１回遅らせた事例がある。その事業については、協議
が遅れたことから工事の着工が後ろ倒しとなり、結果として認定こども園への移行を１年間遅らせることとなった。
○認定こども園の整備補助金について、厚生労働省部分と文部科学省部分に分かれていることで、一施設の整備内容
であるにもかかわらず、事業者にとっては複雑な按分式で厚生労働省部分と文部科学省部分を算出する必要があるこ
と。特に、対象外経費の取扱が各省で異なるため、同一工事の同一の見積りから各省の考え方にそって対象経費/対象
外経費を抜きだし各補助金毎に対象経費を算出しなければならない。外構工事費などは対象外経費についての取扱が
明示されていない中で、このような作業を行う必要があるため、事業者と市の事務を煩雑にしているまた、認定こども園
に移行する前の施設種類が保育所か幼稚園かによって、整備に係る１号認定と２・３号認定の人数に偏りがある園が多
く、補助金額を決定する際にも、一方の補助金は助成基準額で、もう一方の補助金は対象経費で補助金額が決まること
も多い。以上のような枠組みは事業者の理解能力の範疇を超えた複雑なものとなっているため、対事業者とのやりとり
についても非常に苦労を強いられている。また申請後の交付決定にあたっても各省からの内示が揃わなければ事業に
着手できないが、一方の交付金が交付決定なされているのに他方が未決定のため年度内の工事着工が不可能となり、
２ヵ年事業で実施する予定を単年度で実施せざるを得なくなり、タイトなスケジュールで工事せざるをえないなどの支障
が生じている。
○厚生労働省と文科省に分けて申請するために認定こども園整備費の事業費を面積按分しているが、竣工時の建築確
認検査等において当初の建築面積が変更になる場合があり、面積按分にも影響が出るケースがある。事業費及び補助
額にも影響があるため、変更申請の処理等が必要になり、補助を受ける認定こども園の設置者及び市において事務処
理が煩雑になっている。また、厚労省と文科省それぞれで、内示時期や補助対象外の考え方も異なるため、市及び事業
者にとっても煩雑な事務処理が発生している。
○当市においても、H29・30年度に幼稚園を認定こども園に整備する事業を実施したが、提案市と同様、交付金申請時
等において、２か所への協議の手間や煩雑な按分作業等を経験し、事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じ
た。また、当市も同様に、文科省分の内示額が圧縮され、対応に苦慮した経験がある。
○当県でも申請事務が繁雑であること、照会する内容によって窓口が異なっていることで統一的な見解を求められない
ことなど支障をきたしている。
○平成30年度において、両交付金を活用して整備した施設のうち約半数が認定こども園であるところ、同一の内容を厚
生労働省と文部科学省に協議・申請している施設は当県でも多数ある。さらに、内示（内定）後の交付申請や支払請求
の時期が同一でないことも、自治体等の事務が繁雑にしている。
○左記の具体的な支障事例と同様に、保育部分と教育部分の所管が異なることで、申請主体である市、事業者ともに、
複数の申請書類の作成や複雑な按分計算等による事務処理の煩雑さが生じている。また、過去には、保育部分と教育
部分の内示に約３か月ほどの差が生じ、工期が危ぶまれる事例も生じたところ。認定こども園という単一の施設であるこ
とからも、補助金及び申請窓口の一本化が必要と考える。
○一施設の整備内容であるにもかかわらず、厚生労働省部分と文部科学省部分に分かれていることで、別々に申請を
行う必要が生じており、また、按分計算については交付金の重複請求を招く懸念もあるなど、事業者、都道府県、市町村
において事務処理が煩瑣となっている。
○厚生労働省と文部科学省それぞれの補助制度があるため事務執行が負担となっている。
○当県においても、１施設の整備に２箇所の協議・申請が必要となり、事業者及び自治体とも煩雑は事務処理が発生し
ている。
○幼保連携型認定こども園の施設整備において、共有部分である倉庫の按分について、煩雑な事務処理が発生してい
る。また、時期や時間帯によって使う認定区分が違うため、妥当な判断が難しい。

認定こども園に係る施設整備の事務手続においては、
・事業募集や内示時期の統一化・事前周知の徹底
・協議様式の統一化
・補助対象経費における、幼保の按分方法の明示化
等により、事務負担の軽減を図ってきたところである。
今後も更なる事務負担の軽減に向けて関係府省と連携を図っていく。

回答いただいている対応により、事務負担の改善は一定進んでいるとはい
えるが、支障事例（両省へ提出することによる事務の煩雑さや過大な事務
負担、申請内容に対する両省の見解の相違、補助対象範囲の別、など）に
対する解決や、当該支障事例を踏まえた申請窓口の一元化という提案に対
する回答としては、不十分と考える。
申請窓口一元化による事務負担の軽減に向け、早急なご対応をお願いした
い。

―



見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答

令和元年の地方からの提案等に関する対応方針
（令和元年12月23日閣議決定）記載内容

※提案提出年以降の対応方針に記載があるものは当該対応方針の記載内容を
＜当該対応方針決定年＞として併記

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）

認定こども園に係る施設整備の事務手続においては、
・事業募集や内示時期の統一化・事前周知の徹底
・協議様式の統一化
・補助対象経費における、幼保の按分方法の明示化
等により、事務負担の軽減を図ってきたところである。
今後も更なる事務負担の軽減に向けて、引き続き関係府省と連携のうえ検討してま
いりたい。

５【内閣府】
（５）児童福祉法（昭22法164）及び認定こども園施設整備交付金
保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備交付金については、
申請に関する様式の共通化を図るなど、幼保連携型認定こども園等を
整備する際の地方公共団体の事務負担を軽減する方向で検討し、令
和元年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：文部科学省及び厚生労働省）

交付要綱改正 「保育所等整備交付金の
交付について」（令和２年６
月５日付け厚生労働省発
0605第4号）
「認定こども園施設整備交
付金交付要綱等の一部改
正について（通知）」（令和
２年４月８日付け２文科初
第２９号）

保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備交付金の交
付申請に係る様式の記載事項について簡素化及び共通化を
図ることとし、保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備
交付金の申請様式について、令和２年に４月８日付で認定こど
も園施設整備交付金交付要綱の改正を行い、一部の申請様
式を保育所等整備交付金のものと統一した。

【西宮市】
左記により事務負担の軽減が図られているところであるが、窓
口の一本化により更なる事務負担の軽減を望む。
【広島市】
これまで行われてきた協議様式や募集・内示時期の統一化に
よって、幼保連携型認定こども園への移行が進み、広く認知が
図られてきたところであるが、幼保連携型認定こども園への移行
を一層促進していくためには、煩雑な按分計算や同一の内容の
二省での協議・申請を必要とする現状を解消し、完全な一元化
を早急に図ることが必要であり、国、自治体、事業者のいずれに
とってもメリットが実感できるように、早急に対応していただきた
い。

― 【全国知事会】
認定こども園の施設整備に係る交付金については、待機児童対
策や子育て支援の量的拡充の実現のため必要不可欠である。
その交付金の制度において、同一施設の申請等の手続きが複
数の所管となっていることで複雑化及び煩雑化している現状が
あることから、事務負担の軽減に向け、施設整備交付金の一本
化などを進めること。
【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。



区分 分野 団体名 支障事例 見解
補足
資料

各府省からの第１次回答

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
管理
番号

団体名

提案区分
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解
その他

(特記事項)

162 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

医療・福
祉

病児保育
施設の整
備に係る
子ども・
子育て支
援整備交
付金の交
付対象の
拡大

病児保育施設の整
備に係る子ども・子
育て支援整備交付
金の交付対象を「市
町村、社会福祉法人
や病院等」に限定せ
ず、運営費に係る子
ども・子育て支援交
付金と同様に市町
村の裁量の下、「市
町村が認めた者」と
されたい。

病児保育事業については、現在でも保護者ニーズが高く、
今後女性就業率の上昇や教育・保育無償化による保育需
要の増大に伴い更にニーズが増すものと思われ、府として
は充実させていきたい。しかし、病児保育施設の整備促進
を目的としている「子ども・子育て支援整備交付金交付要
綱」において、交付対象が「市町村、社会福祉法人や病院
等」に限定され、NPOなどは対象となっていない。実施する
にあたり、多大な費用がかかる施設整備に対する補助が
出ないため、意欲はあるものの整備に取り組めないと相談
を受けている事例がある。
なお、病児保育事業の運営への補助を目的とした「子ど
も・子育て支援交付金」の交付要綱では、交付対象として
「市町村が認めた者」を認めていることからも、整備の補助
対象が限定的であることは整合性が図られず、事業の展
開に支障が生じている。

現在、女性の社会進出や子育て世帯への応援に
積極的な企業が多くある。前述のNPOだけでなく
こういった多様な実施主体の参画が可能となり、
病児保育施設が充実することで、子育て世帯への
バックアップが可能となり、住民が暮らしやすく働
きやすい、また子育てのしやすい社会の実現に貢
献することとなる。

児童福祉法第６
条の３第13項、
子ども・子育て
支援整備交付
金交付要綱、子
ども・子育て支
援交付金交付
要綱、病児保育
実施要綱

内閣府、
厚生労働
省

大阪府、
京都府、
堺市、兵
庫県、神
戸市、和
歌山県、
鳥取県、
徳島県

旭川市、豊
田市、南あ
わじ市、熊
本市

○病児保育事業の参入には施設整備が不可欠となっており、交付対象の拡大は一定のニーズのある当事業の推進に
繋がるため、制度改正の必要性を感じている。
○当市においては病院に併設した３か所の事業所がある。時に定員を超過し利用ができない事例もあるため、交付対
象の拡大は必要と考える。
○当市では、現在委託施設として社会福祉法人や病院だけでなく、NPO法人も加わっている。今後例えば病児保育施設
にNPO法人が新たに加わることもある可能性が有る場合、補助が出ないことで整備に取り組めないと相談を受けること
もあると十分に考えられる。よって、病児保育施設の整備に係る子ども・子育て支援整備交付金の交付対象を「市町村、
社会福祉法人や病院等」に限定せず、運営費に係る子ども・子育て支援交付金と同様に市町村の裁量の下、「市町村
が認めた者」とされる必要があると考える。

NPO法人等が補助対象となるよう、「子ども・子育て支援整備交付金交付要綱」
を2020年度中に改正する。

市町村の裁量の下で「市町村が認めた者」が補助対象となる改正が妥当と
考える。

―

内閣府、
厚生労働
省

神奈川
県、さいた
ま市、川
崎市、相
模原市、
寒川町

秋田県、豊
橋市、大阪
市、南あわ
じ市、松山
市

○認可外保育施設においては、５年間の経過措置以降は国の指導監督基準を満たしていることが無償化の条件となる
ことが定められていることから、県の裁量により年齢の基準日を「誕生日（いわゆる満年齢）」としている場合でも、国の
指導監督基準を満たしていることが明確である必要がある。
○国の指導監督基準によって運用しているため、提案のような支障は想定していないが、無償化に関連した重要な課題
であると考えらるため、解釈の明確化が必要である。

認可外保育施設の指導監督基準においては、保育従事者の配置に係る基準
日の取扱いを、公定価格における取扱いを含め、年度の初日の前日における
満年齢とする認可保育所の取り扱いを準用している。
また、認可保育所に関して、「平成29年の地方からの提案」において、基準日を
年度途中で変更する提案がなされた際、
・担当する保育士等や周りにいる子どもが環境に馴染みにくく、不安やストレス
を感じやすくなる
・基準日のたびに配置基準等の計算を行う必要があるため、管理が煩雑となり
事務負担が増加する
等の懸念が自治体や施設から示されたことから、引き続き、年度初日の前日を
基準日としている。
以上を踏まえ、定期利用が多く、クラス編成を行っているような認可外保育施設
では、認可保育所と同様に年度初日の前日を基準日として考えることが基本で
あるが、認可外保育施設は利用児童の状況や運営形態等が様々であることか
ら、指導監督を実施する都道府県等において、施設ごとに基準日を判断するこ
とが可能である旨を指導監督基準において、明確化する。

都道府県等の指導監督基準を満たした施設が適
切に幼児教育無償化の対象となる。

認可外保育施
設に対する指導
監督の実施に
ついて（別添）
認可外保育施
設指導監督基
準
（平成13 年３月
29 日雇児発第
177 号）

212 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

医療・福
祉

認可外保
育施設の
保育従事
者の配置
基準に係
る乳幼児
の年齢の
基準日の
解釈の明
確化

認可外保育施設に
ついて、保育従事者
の配置基準に係る
乳幼児の年齢の基
準日を「誕生日（い
わゆる満年齢）」とし
て運営している施設
が国の指導監督基
準を満たしている旨
の解釈を明確にする
こと。

今後、認可外保育施設が幼児教育無償化の対象となるた
めには、国が定める指導監督基準を満たす必要がある。
現状、都道府県等の指導監督基準における保育従事者の
配置に係る乳幼児の年齢の基準日については、厚生労働
省に確認したところ、「都道府県等の裁量により「年度初日
の前日（いわゆる学年）」か「誕生日（いわゆる満年齢）」か
定めることができる」との回答を得ている。
しかし、都道府県等の指導監督基準で年齢の基準日を
「誕生日（いわゆる満年齢）」とし、それに適合する施設を
適当と認めたとしても、国の指導監督基準（年齢の基準日
を「年度初日の前日（いわゆる学年）」で規定）を満たさな
い可能性があり、幼児教育無償化の対象とならない可能
性がある。
都道府県等の指導監督基準を満たした施設が適切に幼児
教育無償化の対象となるために、認可外保育施設につい
て、保育従事者の配置基準に係る乳幼児の年齢の基準日
を「誕生日（いわゆる満年齢）」として運営している施設が
国の指導監督基準を満たしている旨の解釈を明確にする
こと。

認可外保育施設の指導監督基準（平成13年３月29日 雇児発第177号別
添。以下、局長通知という。）における保育従事者の配置に係る乳幼児の年
齢の基準日は、原則、「年度初日の前日（いわゆる学年）」と理解したが、局
長通知を参考に定める都道府県等の指導監督基準における保育従事者の
配置に係る乳幼児の年齢の基準日について、第一次回答から、定期利用
が多く、クラス編成を行っているような認可保育所に近い形態の認可外保育
施設については、基本は「年度初日の前日（いわゆる学年）」であるものの、
都道府県等において、施設ごとに基準日を判断できるとなった場合、判断
材料が示されておらず、各施設が認可保育所に近い形態なのか否かの判
断に混乱が生じる。
こうした混乱が生じないように、また、国が全国一律に幼児無償化を進めて
いることから、どういう場合が「年度初日の前日（いわゆる学年）」または「誕
生日（いわゆる満年齢）」に該当するのか、この点をしっかりと局長通知に明
記すべきと考える。
また、令和元年10月から全国一律に幼児教育無償化を実施するに当たり、
認可外保育施設については、経過措置はあるが、子ども・子育て支援法施
行規則の一部を改正する内閣府令（令和元年５月31日 内閣府令第６号。以
下、内閣府令という。）第１条に記載の基準を満たすことが幼児教育無償化
の条件となる。内閣府令は技術的助言である局長通知を参考に定める都
道府県等の指導監督基準とは別のものであるが、各都道府県等において、
各都道府県等の指導監督基準により、施設ごとに基準日を判断した場合に
も、全国一律の基準である内閣府令における保育従事者の配置に係る乳
幼児の年齢の基準日を満たすという理解でよいか。

―

211 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

その他 マイナン
バー制度
における
適切な情
報提供

マイナンバー制度の
見直し等を行う際に
は、実務が円滑に進
むよう十分な情報提
供と地方との事前協
議を行い、地方自治
体への影響を検証し
た上で、導入を進め
ること。
また、データ標準レ
イアウト改版は自治
体の予算編成に考
慮して早期に確定
し、遅れる場合は、
判明した段階で自治
体に情報提供するこ
と。

令和元年７月版データ標準レイアウト改版において、情報
連携開始時期が事前調整なく６月中旬に前倒しされた。
データ標準レイアウト改版では、自治体にて改版内容に応
じたシステム改修、副本登録などの対応が必要になるた
め、情報連携開始が早まることで作業日数が短くなり、自
治体の負担が大きい。
また、７月から次年度のシステム改修等に関した予算調整
を行うが、改版内容が確定しないと正確な積算ができな
い。そのため、見込み額で予算要求をせざるを得ず、他の
事業予算を削る必要が生じるなど、影響がある。

行政手続にお
ける特定の個
人を識別するた
めの番号の利
用等に関する法
律等

マイナンバー制度に係る事務が自治体側の実務
を考慮したスケジュールとなることで、自治体の負
担軽減が期待できる。
また、データ標準レイアウト改版が早期に確定す
ることで、適正額での予算調整が可能となる。

○データ標準レイアウト改版の仕様確定が遅いため、ベンダーのシステム改修の設計・見積が遅くなりがちである。その
ため、自治体の予算措置も遅くなる。データ標準レイアウト関連様式をエクセルではなくシステム化し、自治体やベン
ダーが把握しやすくすべきである。エクセルのままでは見辛いし把握漏れが出る可能性がある。また、個別にＱ＆Ａで出
した仕様内容は必ずデータ標準レイアウト関連様式に追記・反映させるべきである。
○データ標準レイアウト改版では、自治体において、改版内容に応じたシステム改修、副本登録などの対応が必要にな
る。改版内容が早期に確定されないと、情報連携開始までの作業期間が確保できず、確実な対応が行えない可能性が
生じる。
○データ標準レイアウトの修正はメール等で周知されないため、自治体側が能動的にデジタルPMOを確認する必要が
あり、対応が遅れる可能性がある。自治体の予算要求時期を考慮して、年次改版時期を年度後半にするよう抜本的な
見直しを要望する。
○７月から次年度のシステム改修等に関した予算調整を行うが、改版内容が確定しないと正確な積算ができない。その
ため、他の事業予算を削減してシステム改修に要する必要最小限の経費よりも多くの額を見込み額として計上せざるを
得ず、市の政策的な投資に対して影響が生じている。
○データ標準レイアウトの改版に際しては、改版内容の度々の変更が自治体のシステム改修において負担となってい
る。また、改版に伴うテストの円滑な実施のためには、より早期の方針決定及び情報発信が望まれる。
○情報連携開始が前倒しになったことにより、精査や改修作業の時間が短時間となり、負担額、実改修作業ともに調整
が難しかった。
データ標準レイアウト改版の内容が確定していないため見込みで予算措置を行うことになるため、改修内容が大きくなっ
た場合の調整に苦慮している。
○データ標準レイアウト改版では、自治体にて改版内容に応じたシステム改修、副本登録などの対応が必要になるた
め、情報連携開始が早まることで作業日数が短くなり、自治体の負担が大きい。
○当市においてもデータ標準レイアウト改版において、短期間でシステム改修や、機関間テストを行う対応が必要となる
など、負担が大きい。
○データ標準レイアウト改版では、自治体にて改版内容に応じたシステム改修、副本登録などの対応が必要になるた
め、情報連携開始が早まることで作業日数が短くなり、自治体の負担が大きい。

内閣府、
総務省

神奈川
県、さいた
ま市、横
浜市、川
崎市、相
模原市、
藤沢市、
小田原
市、茅ケ
崎市、厚
木市、伊
勢原市、
南足柄
市、寒川
町、開成
町、愛川
町、山梨
県、愛知
県

ひたちなか
市、熊谷
市、桶川
市、八王子
市、平塚
市、福井
市、越前
市、高山
市、豊橋
市、豊田
市、京都
市、兵庫
県、神戸
市、五島
市、熊本
市、宮崎
県、宮崎市

【内閣府】
マイナンバー制度に関する実務が円滑に進むよう、今後とも、データ標準レイア
ウトの改版に係る情報については、可能な限り迅速に情報提供を行うよう努め
るなど、地方自治体への十分な情報提供を図って参りたい。
【総務省】
データ標準レイアウトの改版に当たっては、通常、改版実施の前々年の１月に
β版を公開し、十分な期間を設けて、地方自治体から意見を聴取している。さら
に、提出された意見を踏まえた修正を行った上で、改版実施の１年前の７月に
確定版を公開し、地方自治体がシステム改修の準備に支障が生じないようにし
ている。このように、データ標準レイアウトの改版については、これまでも、地方
自治体の意見を丁寧に聞き、十分な時間を確保して行ってきたところである。
平成30年の年次改版においては、改版の実施日を７月２日としたところである
が、令和元年の年次改版の実施日については、福祉関係事務に支障が生じな
いようにするため、地方自治体及び制度所管府省から前倒しするよう要請を受
け、関係機関にて協議の結果、６月17日頃に前倒しすることとし、平成30年８月
６日に地方自治体に連絡したところである。
このように、令和元年の年次改版の実施日の前倒しについては、地方自治体
及び制度所管府省からの前倒し要請という特別な事情によるものであり、今後
の年次改版において、大きく時期を変更することは、考えていないところであ
る。なお、令和２年の年次改版の実施日の事前連絡については、地方自治体
の予見可能性をさらに高める観点から、平成30年より１か月前倒しし、７月８日
に地方自治体に連絡をしたところである。
今後とも、データ標準レイアウトの改版に係る情報については、可能な限り迅速
に情報提供を行うよう努めてまいりたい。

―データ標準レイアウト改版の内容については十分な期間を設けて地方自治
体に意見聴取が行われているものの、令和元年度の改版実施日の前倒し
については、副本登録期間が短縮されることにより地方自治体の負担が増
えるにもかかわらず、地方自治体への意見聴取等を行うことなく、一部の地
方自治体（及び制度所管府省）による要望をもとに決定された。
本件提案の趣旨としては、地方自治体に影響があるようなマイナンバー制
度の見直しを行う際には、地方自治体に意見聴取等を行って実務が円滑に
進むかを検討した上で導入していただきたいというものである。令和元年度
の改版実施日前倒しのような各団体の負担増となる変更を行う場合には、
意見聴取を行わずに決定されることで実務上支障が生じるおそれがあるた
め、「可能な限り迅速な情報提供を行う」だけではなく、必ず事前に地方自
治体への意見聴取（照会）等も行っていただきたい。
また、次年度データ標準レイアウトの確定時期について、平成30年度改版
においては６月末にレイアウト確定とアナウンスされていたが、８月16日ま
で確定しなかったことにより予算編成に影響があった。令和元年度は７月１
日に確定されているが、確定後にレイアウトの変更を行わないようにすると
ともに、次年度以降も６月末には確定していただきたい。
さらに、「今後の年次改版において、大きく時期を変更することは、考えてい
ない」とあるが、「福祉関係事務に支障が生じないよう」時期を前倒したこと
と同様に、本提案でお伝えしている支障事例を改善するため、年次改版の
適切な実施時期については継続的に検討していただきたい。



見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答

令和元年の地方からの提案等に関する対応方針
（令和元年12月23日閣議決定）記載内容

※提案提出年以降の対応方針に記載があるものは当該対応方針の記載内容を
＜当該対応方針決定年＞として併記

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）

― ― 【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。

2020年度予算での対応の実現に向けて、財政当局との調整を
進めていただきたい。

「市町村が認めた者」が補助対象となるよう、「子ども・子育て支援整備交付金交付
要綱」を2020年度中に改正する。

５【内閣府】
（16）子ども・子育て支援整備交付金
子ども・子育て支援整備交付金の交付対象事業のうち、病児保育事業
（児童福祉法（昭22法164）６条の３第13項）を実施するための施設（以
下この事項において「病児保育施設」という。）の整備については、市町
村（特別区を含む。）が認めた者が設置する病児保育施設の整備に対
して令和２年度事業から交付対象となるよう、子ども・子育て支援整備
交付金交付要綱を改正する。
（関係府省：厚生労働省）

通知 令和2年5月25日 子ども・子育て支援整備交付金の交付対象事業のうち、病児
保育事業の整備については、市町村（特別区を含む。）が認め
た者が設置する病児保育施設の整備に対して令和２年度事業
から交付対象となるよう、子ども・子育て支援整備交付金交付
要綱を改正し「子ども・子育て支援整備交付金の交付につい
て」（令和2年5月25日付け府子本第605号）により通知した。

通知等

「どういう場合が「年度初日の前日（いわゆる学年）」または「誕生日（いわゆる満年
齢）」に該当するのか」を指導監督基準（局長通知）に明記することについては、各
都道府県等の実情等を確認しつつ、可能か否か検討してまいりたい。
お尋ねの「各都道府県等において、各都道府県等の指導監督基準により、施設ごと
に基準日を判断した場合にも、全国一律の基準である内閣府令における保育従事
者の配置に係る乳幼児の年齢の基準日を満たすという理解でよいか」については、
貴見のとおりである。

５【内閣府】
（３）児童福祉法（昭22法164）
（ⅰ）認可外保育施設における保育従事者の配置基準に係る子どもの
年齢の基準日の判断については、その基本的な考え方及び指導監督
を実施する地方公共団体において施設ごとに行うことができることを明
確にするため、「認可外保育施設に対する指導監督の実施について」
（平13厚生労働省雇用均等・児童家庭局長）を改正し、地方公共団体
に令和元年度中に通知する。
（関係府省：厚生労働省）

通知改正 令和２年３月 「「認可外保育施設に対する指導監督の実施について」の一部
改正について」（令和２年３月31日付け子発0331第６号厚生労
働省子ども家庭局長通知）により措置済み。

― 【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。

【松山市】
保育従事者の配置は「児童福祉法」や「児童福祉施設の設備及
び運営に関する基準」第33条で満年齢で計算されるようになって
いる。したがって、年度の初日の前日における取扱いについて
は規定されておらず、認可施設であり確認した施設が利用する
公定価格の取扱いだけで準用する根拠は見当たらない。

【五島市】
今後とも、マイナンバー制度に係る自治体側の実務を考慮した
迅速な情報提供等をお願いしたい。

令和元年の年次改版の実施日の前倒しの検討に当たっては、前倒しに伴い最も影
響を受けると想定された地方税情報の副本登録について、総務省から各自治体の
税務部局に対応の可否の照会を行うとともに、内閣官房から福祉関係事務の制度
所管府省に対して前倒しによる支障の有無を確認し、自治体中間サーバーのシス
テム及び回線の一部を設置・管理する地方公共団体情報システム機構の意見も聞
いた上で、その結果を踏まえて６月17日頃に前倒しすることを決定したものである。
このように、上記前倒しの検討に当たり、内閣官房及び総務省としては、自治体も
含めた前倒しによる影響が大きいと考える者に対する確認に努めたと認識している
が、情報提供ネットワークシステムを用いた情報連携には多くのシステムが関係し、
自治体における所管部局も多岐にわたることから、今後、改版実施時期を大きく変
更する場合には、自治体内の関係部局になるべく広く意見を聞くようにしてまいりた
い。なお、支障事例にあるデータ標準レイアウトの年次改版の時期の後ろ倒しにつ
いては、上記のとおり関係機関が多岐にわたることから、慎重に考えるべきと認識
している。
次年度データ標準レイアウトの確定については、情報連携を行う事務と特定個人情
報を所管する省庁からの改版要望を基に、データ標準レイアウトの確定版を自治体
のシステム改修に支障がないよう、改版の１年前の７月（本年度は７月１日）に公開
している。情報連携に支障をきたすようなシステム上の不備が判明し、やむを得ず
データ標準レイアウト確定後の変更を行う場合もあるが、その場合にあってはデー
タ標準レイアウトの変更についてデジタルPMOの掲載だけでなく、本年度からメール
でも周知を行うなど接続機関の支障が最低限となるようにしている。いずれにしても
接続機関からの意見を踏まえつつ、改版要望を行う制度所管府省との連携をより緊
密にすることで、確定版の公開後修正が生じることのないよう努めてまいりたい。
今後も実際に情報照会・情報提供を行うにあたり、接続機関による協力が不可欠と
なることから、自治体の各部局におかれても、引き続き改版作業に協力を賜りた
い。

５【内閣府】
（17）マイナンバー制度における情報連携に係るデータ標準レイアウト
に関する事務
情報連携を行うデータ項目等を定めたデータ標準レイアウトの改版に
ついては、データ標準レイアウトを早期に地方公共団体に提示し、情報
連携開始までの改版に係るスケジュールを遵守するとともに、当該スケ
ジュールを大きく変更する場合には、地方公共団体の関係部局に意見
照会等を行うなど、地方公共団体が改版に伴う事務を円滑に行うこと
ができるよう努める。
（関係府省：総務省）

【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。

【令和２年改版】
平成31年３月15日：データ
標準レイアウト暫定版の開
示
令和元年７月１日：データ
標準レアウト確定版の開示
令和元年７月８日：改版実
施日の通知
令和２年６月15日：データ
標準レイアウト改版

【令和３年改版】
令和２年３月18日：データ
標準レイアウト暫定版の開
示
令和２年７月10日：データ
標準レアウト改版実施日の
通知
令和２年７月20日：データ
標準レイアウト確定版公開
の通知
令和３年６月14日：データ
標準レイアウト改版

令和２年のデータ標準レイアウト改版については、確定版の地
方公共団体への開示を令和元年７月１日に行うとともに、改版
を令和２年６月15日に行う旨を、令和元年７月８日付で決定し、
地方公共団体に周知したように、改版の内容を改版実施日の
１年前（各自治体での予算要求業務に間に合うよう）に確定し、
地方公共団体に提示している。また、平成31年3月には暫定版
及びスケジュールを提示している。
令和３年６月のデータ標準レイアウト改版についても、地方公
共団体に対し、令和２年７月20日に確定版を開示するととも
に、同年７月10日付けで改版実施日を令和３年６月14日とする
旨を周知している。また、令和２年３月には暫定版及びスケ
ジュールを提示している。
令和３年６月７日付け内閣府番号制度担当室参事官・総務省
大臣官房参事官通知において、各都道府県番号制度主管部
局向けに運用開始日等について通知を行った。

―
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求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解
その他

(特記事項)

内閣府、
文部科学
省、厚生
労働省

九州地方
知事会

九州地方知
事会共同提
案
（事務局：大
分県）

秋田県、福
島県、須賀
川市、新潟
県、愛知
県、豊橋
市、豊田
市、大阪
府、大阪
市、兵庫
県、西宮
市、南あわ
じ市、鳥取
県、島根
県、広島
市、徳島
市、愛媛
県、高知
県、大村
市、熊本
市、鹿児島
市

○協議書の提出は厚労省と文科省に分けて提出するが、様式は同じものである。そのため、一方の省から修正依頼が
あると、修正後の様式をもう片方の省にも送付する必要があり事務が繁雑になる。窓口を一本化することにより事務の
効率化が期待される。また、間接補助の文科省分補助金についても、厚労省と同様に直接補助にすることにより、国の
内示後の工事契約が可能になるため（現状は県の交付決定後）、円滑な施設整備が期待できる。
○施設の整備については、保育所相当部分と幼稚園相当部分に分けて、それぞれ厚労省と文科省に申請する必要が
あり、また、協議のスケジュールが違うため事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じている。また、平成30年度
において幼稚園部分の申請時期が２回しかなかったため、１事業所は保育所部分の補助金だけで工事を行った。
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、複雑な按分
式で教育部分と保育部分を算出し、かつ申請先が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成す
る必要があるため、事業者、市町村、県にとって事務負担が大きい。・文科省分の交付金については要綱に基づく間接
補助、厚労省分の交付金については法律に基づく直接補助となっており、両省で交付金の流れが違うことで、市町村が
交付申請を都道府県と国に対してそれぞれ作成せねばならないなど分かりにくい制度となっている。
○当市で現在予定している同補助金を活用した施設整備においても、それぞれの省で補助金の要綱要領の内容が若
干異なること等、制度が複雑化することによる事務負担の増加が課題となっている。
○認定こども園に係る交付金は、一つの施設に対し、幼稚園機能部分は文科省、保育所機能部分は厚労省から支給さ
れる仕組みとなっており、交付申請等の際も同じような申請を文科省、厚労省にそれぞれに提出する必要がある。その
ため、事業者、市町村、県は同一の資料を用意し、別々の窓口に提出しなければならないなど、過度な事務負担を強い
られている。文科省分の交付金については要綱に基づく間接補助、厚労省分の交付金については法律に基づく直接補
助となっており、両省で交付金の流れが違うことで、市町村が交付申請を都道府県と国に対してそれぞれ作成せねばな
らないなど分かりにくい制度となっている。両省の内示の時期にもずれが生じており、内示後でないと工事への着工が許
されていないことから、工期の適正な管理に支障をきたしている。（平成30年６月分内示　文科省：６月27日、厚労省：６
月８日）
○幼保連携型認定こども園の施設整備について、厚労省と文科省に所管が分かれていることにより、協議、申請等の手
続きはもとより、問合せ、確認等も両省に行わなければならない。書類作成も両省分で膨大なものとなり、事業費・補助
金額の計算における両省分の按分等も必要で、過大な事務負担となっている。また、厚労省分は直接補助（概算払
い）、文科省分は間接補助（精算払い）と補助金交付の手順も異なっており、予算・決算においても無用な混乱を生んで
いる。さらに、両省の内示日に差異があり、片方が遅れたため事業着手が出来ず、急きょ２か年事業に変更せざるを得
なかったという事例も発生している。事業者への損害回避及び自治体の過度な事務負担解消のため、一刻も早い所管
の一元化を強く求める。
○幼稚園部分（文部科学省）と保育所部分（厚生労働省）で、加算、補助率、かさ上げの有無、対象メニュー等、異なる
部分があるため、対象事業費や交付申請額を算出する際の計算や事業者・市町村の作業などが煩雑となっている。内
閣府への窓口の一本化にあわせ、幼稚園・保育所・認定こども園の全てで項目を揃えて、面積や利用者按分で簡易に
算出できるような改善が必要である。
○制度の所管省庁が複数に跨がっていることにより、類型により認可・認定基準や、法的立て付けが異なっていることに
より、事業者及び行政ともに事務作業が繁雑化している。また、特に幼稚園型認定こども園について、認可形態としては
幼稚園となり、施設監査の法的な位置付けが非常に不明確となっており、他の類型の認定こども園と比較して監査権限
に基づく自治体の関与が不十分と思える状況が発生している。施設整備補助金についても、一の施設整備において複
数省庁からの交付を受ける必要があり、幼稚園部分と保育所部分で事業費の按分等を行わなければならず、事務負担
が増大しているとともに、交付額の算定誤り等が生じる原因となっている。
○同一施設の整備であるにも関わらず、厚生労働省と文部科学省の担当者で見解が相違することがあり、その調整に
手間がかかる。平成30年度実施事業で、協議申請した工事がどの整備区分に該当するかについて、当初、両省の担当
者で見解が異なったことから、両省との調整に時間を要し、協議を１回遅らせた事例がある。その事業については、協議
が遅れたことから工事の着工が後ろ倒しとなり、結果として認定こども園への移行を１年間遅らせることとなった。
○以下の支障が生じている。
・厚生労働省と文部科学省それぞれに書類を作成する事務手間がかかる。
・定員等による按分の計算方法も分かりにくく、事務処理に係る時間が増え、また煩雑になり書類の不備を生み出す要
因となっている。
・文部科学省と厚生労働省で内示日も異なり、工事契約がスムーズに行えない状況
・文部科学省から協議書類について先に確認が行われ、その都度厚生労働省にも差替え書類を送っており、その後厚
生労働省が協議書類の確認を行った際にも差替えがあれば文部科学省にも送ることになり、２倍の事務手間がかかる。
○当市においても幼保連携型認定こども園の整備を行う際、一つの建物に対し、厚生労働省と文部科学省の双方に補
助協議等を行う必要があり、それぞれの補助額を算出するにあたり、対象経費を保育所相当分と教育相当分に按分す
る必要がある等、事務が煩雑化している。補助財源が一本化されれば窓口も一本化され、対象経費を按分する必要も
なく、事務の効率化が図られる。
○当市においても、平成29・30年度に幼稚園を認定こども園に整備する事業を実施したが、提案市と同様、交付金申請
時等において、２か所への協議の手間や煩雑な按分作業等を経験し、事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じ
た。
○当県でも申請事務が繁雑であること、照会する内容によって窓口が異なっていることで統一的な見解を求められない
ことなど支障をきたしている。
○一施設の整備内容であるにもかかわらず、厚生労働省部分と文部科学省部分に分かれていることで、別々に申請を
行う必要が生じており、また、按分計算については交付金の重複請求を招く懸念もあるなど、事業者、都道府県、市町村
において事務処理が煩瑣となっている。
○厚生労働省と文部科学省それぞれの補助制度があるため事務執行が負担となっている。
○申請後の交付決定にあたり、各省の予算確保の状況等により大幅な時期のずれが生じ、一方の交付金が交付決定
なされているのに他方が未決定という状況で、なかなか事業に着手できず、工事の完了が遅れ、結果的に開園が年度
始まりに間に合わなかった事例もあった。（待機児童解消の施策に影響が生じた）
○幼保連携型認定こども園の施設整備において、共有部分である倉庫の按分について、煩雑な事務処理が発生してい
る。また、時期や時間帯によって使う認定区分が違うため、妥当な判断が難しい。

認定こども園に係る施設整備の事務手続においては、
・事業募集や内示時期の統一化・事前周知の徹底
・協議様式の統一化
・補助対象経費における、幼保の按分方法の明示化
等により、事務負担の軽減を図ってきたところである。
今後も更なる事務負担の軽減に向けて関係府省と連携を図っていく。

内示時期や協議様式の統一化を図っても、事務の煩雑さや制度の複雑さに
よる過度な事務負担は残されたままである。
そのため、交付金窓口の一本化を図るなど、事務手続の効率化を進め、更
なる事務負担の軽減を図っていただきたい。

―

223 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

医療・福
祉

休日にお
ける共同
保育の実
施可能化

現在、一つの保育施
設が年間を通じて行
うことが加算要件と
なっている休日保育
加算について、自治
体内の複数施設が
ローテーションで休
日保育を行う場合で
も、休日保育加算の
対象とするよう改正
を求めるもの

休日保育加算の要件は「年間を通じて開所する施設を市
町村が指定して実施すること」となっており、１つの施設が
年間を通じて日・祝日に開所する必要があるが、園長や保
育士に負担がかかり担い手の確保も難しい。

【具体的な支障事例】
休日保育を実施する施設は、保育士に敬遠される傾向に
あり、既に実施している施設においても、保育士の退職希
望があり、休日保育の実施が困難となっている。また、実
質的に年中無休状態となってしまい、施設長の疲労も大き
い。そのため、自治体内で休日保育を引き続き可能とする
ために、複数施設において一定期間毎にローテーションで
休日保育を実施したいと考えているが、休日保育加算要
件（年間を通じて開所）を満たさないことから施設の経済的
負担が大きく、休日保育が実現できていない。

【制度改正による懸念点】
休日保育加算の対象となる施設が増加し、ローテーション
を行う場合、市が担う連絡調整事務が生じる。また、通常
預かっていない園児を他園の保育士が預かることが考え
られ、引継ぎ事務が生じる可能性もある。

保育士の担い手が少ない地域においても、地域
の実情に応じた休日保育が実現し、住民サービス
の向上に資する。また、保育士の労働環境改善に
つながり、保育士不足の解消につながることが期
待できる。

児童福祉法、認
定こども園法、
子ども子育て支
援法

内閣府、
厚生労働
省

九州地方
知事会

九州地方知
事会共同提
案
（事務局：大
分県）

秋田県、川
崎市、豊田
市、南あわ
じ市、広島
市、佐世保
市

○休日保育を実施している園からは園長や保育士の負担が大きく、処遇の改善をしたいといった意見がある。要件が緩
和されることで、休日保育の提供出来る施設が増える可能性があるため、希望する。
○休日保育加算の要件は「年間を通じて開所する施設を市町村が指定して実施すること」となっており、実質的に年中
無休状態となってしまい、園長や保育士に負担がかかる。
本市において休日保育を実施する施設は、休日保育加算要件（年間を通じて開所）を満たさないことから、保護者から利
用料を徴収し、休日保育を実施している。

現行、１カ所の保育所等で共同保育する際の休日保育加算の取扱いについて
は、「特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準上の留意事項
について」（平成28年８月23日府子本第571号・28文科初第727号・児発0823第１
号）において、「休日保育加算における年間延べ利用子ども数には、休日保育
対象施設の認定子どもに加え、休日保育対象施設を利用する休日保育対象施
設以外の特定教育・保育施設等を利用する子どもを含む」取扱いとしている。
複数施設において一定期間毎にローテーションで休日保育を実施する場合の
休日保育加算の取扱いについては、現状の加算の取扱いや共同保育の実施
状況等を踏まえつつ、検討していく。

現行制度で、給付費の休日保育加算を得るには、年中無休状態で施設を
開設しておく必要があり、ニーズがあっても負担が増えることや担い手不足
により、実施できない施設がある。休日保育を希望していても実施している
施設がないので、働き方を変える選択をせざるを得ない保護者もいる。
このような現状で、複数の施設がローテーションにて休日保育を実施するこ
とに対して、休日保育加算を認めていただければ、施設側の負担が軽減さ
れるとともに、休日保育を必要としている保護者のニーズにも応えることが
できるようになると考える。是非、加算の要件を緩和していただきたい。

―

226 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

その他 認定こど
も園施設
整備交付
金等の申
請に係る
手続きの
簡素化

認定こども園の整備
に係る交付金の窓
口を一本化する等、
手続きの簡素化を
図ること。

・認定こども園に係る交付金は、一つの施設に対し、幼稚
園機能部分は文科省、保育所機能部分は厚労省から支
給される仕組みとなっており、交付申請等の際も同じよう
な申請を文科省、厚労省にそれぞれに提出する必要があ
る。
そのため、事業者、市町村、県は同一の資料を用意し、
別々の窓口に提出しなければならないなど、過度な事務
負担を強いられている。
・文科省分の交付金については要綱に基づく間接補助、厚
労省分の交付金については法律に基づく直接補助となっ
ており、両省で交付金の流れが違うことで、市町村が交付
申請を都道府県と国に対してそれぞれ作成せねばならな
いなど分かりにくい制度となっている。
・両省の内示の時期にもずれが生じており、内示後でない
と工事への着工が許されていないことから、工期の適正な
管理に支障をきたしている。（平成30年６月分内示　文科
省：６月27日、厚労省：６月８日）

交付金に係る窓口を一本化する等により、手続き
の簡素化が図られ、事業者、市町村、県の事務の
効率化が期待されるとともに、事業者における施
設整備工事の円滑な実施に資する。

児童福祉法56
条の４の３、保
育所等整備交
付金交付要綱、
認定こども園施
設整備交付金
交付要綱、保育
所等の整備、防
音壁整備及び
防犯対策の強
化に係る整備
計画協議要綱、
認定こども園施
設整備交付金
に係る整備計
画協議要綱



見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答

令和元年の地方からの提案等に関する対応方針
（令和元年12月23日閣議決定）記載内容

※提案提出年以降の対応方針に記載があるものは当該対応方針の記載内容を
＜当該対応方針決定年＞として併記

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）

交付要綱改正― 【全国知事会】
認定こども園の施設整備に係る交付金については、待機児童対
策や子育て支援の量的拡充の実現のため必要不可欠である。
その交付金の制度において、同一施設の申請等の手続きが複
数の所管となっていることで複雑化及び煩雑化している現状が
あることから、事務負担の軽減に向け、施設整備交付金の一本
化などを進めること。
【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。
【全国町村会】
提案団体の意向及び関係府省の回答を踏まえ適切な対応を求
める。

認定こども園に係る施設整備の事務手続においては、
・事業募集や内示時期の統一化・事前周知の徹底
・協議様式の統一化
・補助対象経費における、幼保の按分方法の明示化
等により、事務負担の軽減を図ってきたところである。
今後も更なる事務負担の軽減に向けて、引き続き関係府省と連携のうえ検討してま
いりたい。

５【内閣府】
（５）児童福祉法（昭22法164）及び認定こども園施設整備交付金
保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備交付金については、
申請に関する様式の共通化を図るなど、幼保連携型認定こども園等を
整備する際の地方公共団体の事務負担を軽減する方向で検討し、令
和元年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：文部科学省及び厚生労働省）

「保育所等整備交付金の
交付について」（令和２年６
月５日付け厚生労働省発
0605第4号）
「認定こども園施設整備交
付金交付要綱等の一部改
正について（通知）」（令和
２年４月８日付け２文科初
第２９号）

保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備交付金の交
付申請に係る様式の記載事項について簡素化及び共通化を
図ることとし、保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備
交付金の申請様式について、令和２年に４月８日付で認定こど
も園施設整備交付金交付要綱の改正を行い、一部の申請様
式を保育所等整備交付金のものと統一した。

【大阪府】
回答いただいている対応では、支障事例（両省へ提出すること
による事務の煩雑さや過大な事務負担、申請内容に対する両省
の見解の相違、補助対象範囲の別、など）に対する解決や、当
該支障事例を踏まえた申請窓口の一元化という提案に対する回
答としては、不十分と考える。
申請窓口一元化による事務負担の軽減に向け、早急なご対応
をお願いしたい。
【西宮市】
左記により事務負担の軽減が図られているところであるが、窓
口の一本化により更なる事務負担の軽減を望む。
【広島市】
これまで行われてきた協議様式や募集・内示時期の統一化に
よって、幼保連携型認定こども園への移行が進み、広く認知が
図られてきたところであるが、幼保連携型認定こども園への移行
を一層促進していくためには、煩雑な按分計算や同一の内容の
二省での協議・申請を必要とする現状を解消し、完全な一元化
を早急に図ることが必要であり、国、自治体、事業者のいずれに
とってもメリットが実感できるように、早急に対応していただきた
い。
【鹿児島市】
補助協議様式については統一されたが、それ以外の補助金申
請書や実績報告書については同一の内容で２か所に提出する
必要があり、また、煩雑な補助対象経費の按分計算が必要であ
るなど、事務負担の軽減が図られていない。

― 【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。

複数施設において一定期間毎にローテーションで休日保育を実施する場合の休日
保育加算の取扱いについては、現状の加算の取扱いや土曜日の共同保育の取扱
いを考慮しながら子ども・子育て会議で議論を行い、その結果も踏まえて検討する。

５【内閣府】
（11）子ども・子育て支援法（平24法65）
（ⅳ）施設型給付費等に係る休日保育加算（特定教育・保育、特別利用
保育、特別利用教育、特定地域型保育、特別利用地域型保育、特定
利用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準
等（平27内閣府告示49）１条46号）については、子ども・子育て会議の意
見を聴いた上で、休日に複数の施設が持ち回りにより共同保育を実施
する場合も対象とすることについて検討し、令和元年度中に結論を得
る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：厚生労働省）

通知 令和2年5月12日 令和２年度から、輪番制で休日保育を実施した場合にも加算
の対象となるよう、留意事項通知を改正。

―



区分 分野 団体名 支障事例 見解
補足
資料

各府省からの第１次回答

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
管理
番号

団体名

提案区分
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解
その他

(特記事項)

大阪市、
滋賀県、
京都府、
京都市、
大阪府、
堺市、兵
庫県、神
戸市、和
歌山県、
徳島県、
関西広域
連合

○前職場が閉園した、あるいは証明を依頼できる状況でないために、在籍証明の取得を断念したといった状況が見受け
られる。加えて、細切れの採用や月途中での採用・退職があり、施設でも自治体でも確認の負担が大きくなっている。今
後、キャリアアップ研修の受講記録の確認作業も増えることからも事務負担の軽減を求める。
○キャリアアップ研修の受講記録については、県独自のデーターベース化を図っている。加算認定ができる仕組みの構
築等については市町村の意向も反映させた上で、事務負担の軽減を図る必要がある。
○経験年数に含めることができる施設かどうかの確認に時間がかかる（現在は存在しない施設、市外の施設等）。過去
に勤務した施設がなくなっており在職証明書が入手できない場合は経験年数の算定が困難である。
○当市でも、保育士等対象職員が他法人への転職や出産に伴い退職し、別法人へ再就職する等により前歴証明が毎
回必要となる状況が増えており、その都度全ての証明書を整える事は保育士等対象職員にとっても負担が増大してい
る。また、その確認作業を行う自治体の負担も増大している。前歴情報がデータベース化できれば、保育士等職員と自
治体の両方の事務負担が軽減される。
○処遇改善等加算Ⅰの申請に当たり、各園とも勤務証明の準備をしていただいているが、遠方の園であったり、本人は
要件を満たしていると思っていても、勤務証明を見ると満たしていないこともある。施設についても該当施設でないことも
あり、負担だけが残ることになる。
○同一の市町村内で転職された保育士であっても、改めて証明の提出を求めることとなる現在の形では、保育士、施
設、自治体すべてにとって負担となっており、制度の複雑化と相まって申請の遅れを引き起こしている。
○全国一律の勤務状況のデータベース化を整備することにより、「処遇改善加算Ⅰ」の認定に係る事務負担の軽減に加
え、保育士試験においても、実務経験の認定証明に受験者にとって多くの負担となっているため、これに係る事務負担
の軽減も期待できる。
○当市においても、処遇改善等加算率の認定における勤続年数の確認については、事務量が非常に膨大な状況であ
る。既に廃園している施設に過去勤務していた場合には、勤務状況の確認が困難である。また、当市の市立施設におい
ては、職員の在職を証明する書類の保存年数が決まっており、保存期間よりも前に勤務していた者の在職を証明するこ
とが困難な状況である。
○当市においても、処遇改善等加算Ⅰの認定事務は膨大なものであり、特に4月から5月にかけて、市内約200園ある私
立保育所等の職員一人ひとりの経験年数を決定し、そこから園の加算率を決定する事務が発生している。また、勤務証
明書についても、施設ごとに様式が異なるため、必要事項が記載されていないなどの問題もあり、これらが解消されるの
であれば、提案されている措置には賛成である。ただ、全国的なシステムを構築する必要があるため、処遇改善等加算
Ⅰの経験年数の確認に用いるだけでなく、例えばシステム内で園から市町等に同加算Ⅰ・Ⅱの申請もできるようにする、
提案にもあるキャリアアップ研修の記録も確認できるようにする、処遇改善等加算Ⅰ・Ⅱは保育所等施設で勤務する事
務等職員も対象となることから、これらの経験年数も確認できるようにするなど、保育士・幼稚園教諭等職員の総合的・
複合的なシステムとして構築・運用をしていただきたい。また、保育士等の個人情報にも関わるものであるため、その点
についても十分注意していただきたい。
○町では、待機児童が多数発生しており、数年以内に、複数の事業所が整備される予定となっていることから、今後、加
算要件の確認作業についてはさらに多くの時間を要するものと想定される。また、本町のような小規模自治体では、職
員数も少なく、ノウハウが蓄積されていないため、一から作業を覚えなければならない現状があり、事業者から書類が提
出されても、スムーズな加算要件の確認が出来ず、最終的に、事業者に負担をかけてしまう場面もあるのではないかと
懸念される。何らかの方法にて事務の簡素化ができれば、自治体や事業者、保育士自身の負担軽減につながり、安定
した運用が可能になるのではないかと考える。
○当県でも、約5,000人分の経験年数確認のため、施設において膨大な書類の作成と、県において書類の確認作業を毎
年行う必要があり、相当の事務負担を強いられている。
○当市においても、認可園の増加や、それによる転職の増加により、確認作業が増加している。また、園または保育士
側の事務としても在職証明の発行や発行依頼の事務が負担となっている。そのためデータの一元管理を行えば市区町
村の負担と園や保育士の負担が軽減されると思われる。
○現在は各園に資料提出を求めており、時間を要している。情報連携により、こうした時間の短縮が見込まれる為、事
務の軽減につながると考える。
○提案にもあるとおり施設ごとの勤続年数など確認事項が多く、それが膨大な事務量となっている現状となっている。ま
た、行政側では処遇改善等加算の事務について、本来年度初めに認定するべきではあるが、複雑な制度かつ事務量の
多さから確認・認定事務に年度中旬から後半にまたいでいる状況。そのため不適切な月次の給付費支払や、施設側の
次年度に向けた処遇改善計画に遅れが生じている。無償化事務が今年度より始まり、施設と行政それぞれに事務負担
が増えていることから、処遇改善等加算の認定事務の簡素化に向けた早急な対応をお願いしたい。
○複数の施設を経験した保育士の勤務証明の確認は、本人や施設、自治体と確認作業が膨大となっている。
○当区においても、認可保育所（私立）および地域型保育事業所の施設数が多く、毎年度、多数の保育士の異動や新
規採用も生じるため、「処遇改善等加算Ⅰ」の認定に係る経験年数・勤続年数の確認作業は、膨大な事務負担となって
いる。なお、提案のような全国一律でのデータベース化等は、非常に有効な方法であるが、その仕組みを構築・維持す
るため、新たに区市町村がデータ収集や登録等の業務を担うようであれば、大幅な負担軽減には繋がらない恐れもある
と考える。

処遇改善等加算Ⅰにおける個々の職員の経験年数の算定の対象となるのは、
保育士に限らず、全ての常勤職員であり、また、その職歴も保育所に限らず学
校教育法第１条に定める学校等での経験年数も合算するものとしていることか
ら、保育士の勤務状況だけをデータベース化したとしても、必ずしも事務負担の
軽減に繋がらないと考える。
また、「公定価格に関するFAQ （よくある質問）（Ver.12）」の127においてもお示
ししているとおり、個々の職員の勤続年数の確認に必要な書類については、国
として一律の証明書を求めるものではなく、職歴証明書、雇用保険加入履歴や
年金加入記録など、加算認定申請書に記載された職歴が把握・推認される資
料であればよく、勤務証明書を原則としているわけではない。

秋田県、千
葉市、川崎
市、鎌倉
市、浜松
市、豊田
市、池田
市、吹田
市、高槻
市、富田林
市、東大阪
市、島本
町、南あわ
じ市、島根
県、広島
市、徳島
市、佐世保
市、大分
県、宮崎
県、宮崎市

「公定価格に関するFAQ （よくある質問）（Ver.12）」の127の内容について、
確かに一律の証明書を求めるものではないと示されているが、この127の後
段には、「事業所名、職種（保育士・調理員等）、雇用形態（常勤・非常勤
等）、勤務時間、雇用期間などの内容が確認できるような項目」が記載され
た資料で確認することを想定されている。まずは、このような資料が「勤務
証明書」以外に存在するのかご教示いただきたい。
本市としては、国の「子育て安心プラン」の進展や、幼児教育・保育の無償
化の実施に伴って、今後も保育の受け皿が拡大するとともに、保育人材の
流動化もますます進むと考えており、保育士に限らず、処遇改善等加算を
受ける全ての職員についてデータベース化が進むことが理想であると考え
ているが、まずは処遇改善等加算の認定の多数を占める保育士資格を有
する者のデータベース化を求めている。
その実現に時間がかかるとした場合の暫定措置として、経験年数確認の事
務負担の軽減を求めているが、勤務証明書を原則としていないのであれ
ば、「平成28年度における処遇改善等加算の取扱いについて」（平成28年６
月17日付け事務連絡）において、「事業所が廃園しているなどの理由によ
り、在職証明書等の取得が困難な場合」という例外的な場合に「加算認定
申請書に記載された職歴が把握・推認される資料」をもって、当該職員の勤
続年数を確認して差し支えないとなっていることから、この取り扱いが例外
ではなく、職歴が把握・推認される資料をもって認定できるよう、各種通知や
FAQの見解の統一をしていただき、処遇改善等加算Ⅰの経験年数確認の
事務負担の軽減を今年度中にでも実現していただきたい。

―237 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

医療・福
祉

「処遇改
善等加算
Ⅰ」の認
定に係る
勤務証明
書の発
行・収集
業務の負
担軽減

「処遇改善等加算
Ⅰ」の認定に必要と
なる保育士等の職
員の勤務状況確認
について、全国一律
で保育士の勤務状
況のデータベース化
を図り、そのデータ
で加算認定ができる
仕組みの構築や、現
在勤務証明書が収
集できない場合に例
外的に認められてい
る年金加入記録等
での確認を通常の
運用とする等、経験
年数確認の事務負
担の軽減を求める。

潜在保育士や転職する保育士等が現場復帰する
際の負担軽減につながるとともに、保育施設等の
証明書発行にかかる事務負担軽減につながる。
また、「処遇改善等加算Ⅰ」の認定にかかる自治
体の事務負担軽減と、事務の適正化が図られる。

内閣府、
文部科学
省、厚生
労働省

子ども・子育て
支援法
公定価格に関
するFAQ（よくあ
る質問）（Ver.12
（平成30年９月
27日時点版））

276 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

医療・福
祉

地域型保
育事業の
確認の効
力の制限
の廃止

地域型保育事業の
確認の効力につい
て、特定教育・保育
施設型と同様、施設
の所在市町村が確
認を行うことで無条
件で全国に効力を
有するよう措置をさ
れたい。

子ども・子育て支援法においては、児童が居住市町村外
の地域型保育事業（小規模保育事業、家庭的保育事業、
事業所内保育事業など）を利用するには、居住地の市町
村が、事前に施設の所在市町村の同意を得たうえで、当
該施設要件等の確認（法第43条）を行う必要がある。
しかしながら、実際の利用決定は、それぞれの市町村の
利用調整の担当者の間で調整し決定しており、利用の決
定後、利用開始前までの間に、上記の同意や確認を行う
必要があるが、利用決定を追認する形となり、形骸化して
いる。
本市及びその周辺の市町村においては、各市町村の区域
を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域型保
育事業についても、居住する市町村の区域外での利用も
行われていることから、同意や確認については事務的に
煩雑であり、事業者や市町村の負担となっている。

形骸化している市町村間の同意や確認について
の事務負担を軽減することができる。また、施設
にとって、手続きの簡素化を図り、利便性の向上
が見込まれる。
なお、地域型保育事業の広域利用の手続きは、
教育・保育施設と同様に、居住地の市町村と施設
所在の市町村間で行うものであるため、支給認定
漏れや給付漏れといった新たな支障は生じないも
のと考える。

子ども・子育て
支援法31条、43
条

内閣府、
厚生労働
省

指定都市
市長会

札幌市、大
阪市、池田
市、南あわ
じ市、広島
市、松山
市、熊本市

○同意や確認については事務的に煩雑であり、事業者や市町村の負担となっている。
○当市及びその周辺の市町にでは、各市町の区域を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域型保育事業につ
いても、居住する市町の区域外での利用が一般的に行われている。現行では、地域型保育事業の確認の効力が確認を
行う市町村の区域に限定されていることから、広域的な利用を行う場合には、他自治体との同意を得る必要がある。当
市は事業者の事務負担の軽減が議会質問等様々な機会を通じて、要望されており、通知による簡便な方法を実施して
いるが、各市町と調整の上、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申請書類を各市町と受送付する事務等が発
生し、市町間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が事務負担となっている。先般、子ども・子育て支
援法の改正があり、「特定子ども・子育て支援施設等の確認」が追加されたが、これに関して他自治体の同意の必要性
が無く理解に苦しんでいる。
○当市において、現在まで、地域型保育事業の広域利用はないものの、発生した場合の事務負担に鑑み必要と考え
る。
○事業所内保育事業について、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申請書類を各市町村へ送付する事務等が
発生し、市町村間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が煩雑である。
○地域型保育事業に係る確認については、いわゆる「みなし確認」等により手続きが簡略化されているものの、当市に
おいても一定数の件数が発生しており、また事業所への説明や書類提出を促す作業量も含めた場合には事務負担の
増加につながっている。特定教育保育施設と特定地域型保育事業における確認の性質が異なることは理解している
が、確認の効力が全国に及ぶこととなった場合には事務の効率化に寄与するものと考える。
○特定教育・保育施設と特定地域型保育事業で確認の効力の範囲に差を設ける必要性があると感じたことがなく、事務
負担の軽減の観点から見直しをお願いしたい。
○当市においては、当市居住児童の利用が想定される近隣市町村との間で、確認に当たり必要とされる同意を不要と
する旨の同意に関する協定を結んでいる。それでも当該施設の確認に関する手続きは必要であることから、当該制度改
正により、当市及び施設の事務負担軽減に資するものと考える。
○当市においても広域的な利用を行う場合、同意書を取得しており、事務負担となっている。

地域型保育事業は、本来、都市部や離島・へき地など、それぞれの地域の実情
に応じて生じているニーズにきめ細かく個別に対応する性格のものであり、広
域的な利用を念頭に置いていないことから、地域型保育事業者の確認に係る
効力については、当該確認をする市町村長がその長である市町村の区域に住
所を有する者に限られている。これにより、事業所の所在地市町村の域外の住
民が利用する場合に、市町村の調整等が行われることが制度的に担保されて
いる。
ご提案については、このような地域型保育事業の本来の趣旨を十分に踏まえ
て、慎重に検討すべきと考えている。
なお、本規定に基づき必要な手続については、「子ども・子育て支援新制度にお
ける事業所内保育事業所の運用上の取扱いについて」等により、従来から事務
の簡素化を図ってきたところである。

市町村における利用調整においては、従来から地域型保育事業に限らず、
それぞれの地域の実情に応じて生じているニーズにきめ細かく個別に対応
しているところである。
そのうえで、広域利用の希望が発生した場合は、児童福祉法第56条の６第
１項に基づき、保育の利用等が適切に行われるように、当該市町村間にお
いて相互に連絡及び調整を図っているところである。
児童福祉法第24条において、市町村は、当該市町村内に居住し保育を必
要とする子どもに対して保育を提供する義務を負っているため、他市町村に
居住する子どもの利用に関する優先度については、その地域の待機児童
の発生状況や保育施設の利用状況を踏まえた取扱いをする必要がある。
そのため、当該保護者の保育の必要度も踏まえたうえで、他市町村の子ど
もの利用をお断りするケースは、現在の保育所の広域利用においても発生
している。
こうした中で、保護者が他市町村の地域型保育事業を希望した場合に、「地
域の実情に応じて利用をお断りすること」は、「確認」、「同意」によらずとも
可能であること、また、特定教育・保育施設においても、地域の実情に応じ
て広域利用の調整を行うことができていることから、地域型保育事業につい
て、特定教育・保育施設と同様、全国に効力を有することとしても、何ら支障
は生じないと考える。
また、簡素化規定については、なおも、協議書の作成や公示、都道府県へ
の届出、事業者における確認申請などが必要となっており、市町村・事業者
にとって負担が生じるものとなっている。

―

「処遇改善等加算Ⅰ」の認定のためには、各保育施設等
の保育士等の経験年数・勤続年数を確認する必要があ
り、各保育施設等が新たに雇用した保育士等については、
当該保育士等が勤務した施設が発行する勤務証明書を自
治体が確認し、加算の認定を行っている。
しかし、算定の対象となる施設等でのキャリアの全期間を
確認するためには、当該期間の全ての勤務証明書が必要
であるが、待機児童解消をめざして新規施設を増設してい
る中で保育士等の他法人への転職も多く、自治体の確認
作業が膨大なものとなっている。
また、保育士等にとっては、転職する度にこれまで勤務し
た職場の勤務証明書を提出する必要があるが、前職場が
なくなっている等の場合はその期間の勤務の確認が困難
となる場合があり、また、施設としても、退職した職員分の
証明の再発行作業を長期間強いられることとなる。
現在、全国展開している保育等事業者も多く、全国一律で
対応する必要があると考えており、保育士等の処遇改善
は全国的な課題である中、国も「処遇改善等加算」の拡充
で処遇の改善を図っていることから、例えば、国のもと全
国一律で保育士の勤務状況のデータベース化を図り、保
育士証やキャリアアップ研修の受講記録等を集約し、その
データで加算認定ができる仕組みの構築や、年金加入記
録等だけで保育士等の加算認定ができるよう制度を改正
する等、経験年数確認の事務負担の軽減を求める。



見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答

令和元年の地方からの提案等に関する対応方針
（令和元年12月23日閣議決定）記載内容

※提案提出年以降の対応方針に記載があるものは当該対応方針の記載内容を
＜当該対応方針決定年＞として併記

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）

―― 令和２年７月30日
令和３年９月14日

通知
FAQ

５【内閣府】
（11）子ども・子育て支援法（平24法65）
（ⅰ）施設型給付費等の算定方法については、事業者及び地方公共団
体の事務負担の軽減を図る観点から、以下のとおりとする。
・処遇改善等加算Ⅰ（特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、
特定地域型保育、特別利用地域型保育、特定利用地域型保育及び特
例保育に要する費用の額の算定に関する基準等（平27内閣府告示49）
１条21号）の加算率の認定に係る個々の職員の経験年数の確認につ
いては、職歴証明書によらず、年金加入記録等の個々の職員の職歴
が把握・推認される資料による確認が可能であることを明確化し、地方
公共団体に令和元年度中に通知する。
（関係府省：文部科学省及び厚生労働省）

事業所名等を確認する資料については、単一の資料で確認が困難な場合には、職
歴証明書、雇用保険加入履歴や年金加入記録など複数の資料を組み合わせて確
認することを想定している。
データベース化については、第１次回答のとおり、一部の職員のみをデータベース
化したとしても、必ずしも事務負担の軽減に繋がらないと考えている。
個々の職員の勤続年数の確認に必要な書類については、加算認定申請書に記載
された職歴が把握・推認される資料で差し支えない旨の統一的な見解を改めてお示
しする。

【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。
なお、当該事案については、交付金算定に伴い生じた事務と考
えられるので、そもそも補助金、交付金の自由度を高めることに
より、補助金、交付金申請のための事務量の軽減を目指すこと
も検討されたい。

処遇改善等加算の対象となる職員の職歴を確認する際、職歴
証明書だけでなく年金加入記録等から推認する取扱も可能で
あることについて通知に明記した。
（令和２年７月30日付け通知「施設型給付費等に係る処遇改善
等加算I及び遇改善等加算IIについて」）
　また、年金加入記録等によるより具体的な確認方法として、
労働条件通知書等とあわせて確認することが考えられる旨を
公定価格に関するFAQに明記した。
（令和３年９月14日付けFAQ「公定価格に関するFAQ（よくある
質問）（ver.20）」）

令和２年６月10日に第10次地方分権一括法（令和２年法律第
41号）が公布された。

【松山市】
従来から事務の簡素化を図られた経緯はあるが、広域的な利用
を念頭に置いていなかったことから実態とかい離したのであり、
現場では広域の利用調整が行われている実態がある。「特定子
ども・子育て支援施設等の確認」については、より地域の実情に
応じて生じている状況だが、確認の効力が全国に及んでいる。
教育・保育の無償化による莫大な事務負担も抱え、より現場に
沿った運用となるべく「特定子ども・子育て支援施設等の確認」と
同様の措置を求める。

― 【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。

○現状でも、地域型保育事業者に対する事業者所在市町村以
外の市町村が行う「確認」（その前段の「同意」を含む。以下同
じ。）が行われる前に、市町村間の調整は利用調整の過程で十
分行われているところである。その上で当該「確認」事務を廃止
した場合に生じる具体的な支障があればお示しいただきたい。
支障がないのであれば、廃止に向けた検討をするべきではない
か。
○子ども・子育て会議において、地域型保育事業者に対する事
業者所在市町村以外の市町村が行う「確認」を廃止することにつ
いて、早期に具体的に議論いただきたい。

地域の実情に応じて生じているニーズにきめ細かく個別に対応するという地域型保
育事業の性格や、これまでの事務の簡素化の状況を踏まえつつ、更なる負担軽減
の必要性、方策等について検討する。

５【内閣府】
（11）子ども・子育て支援法（平24法65）
（ⅱ）特定地域型保育事業者の確認（43条）については、確認に係る事
業所の所在する市町村（特別区を含む。以下この事項において同じ。）
の長による確認の効力が全国に及ぶものとし、事業所の所在する市町
村以外に居住する者が当該事業所を利用する場合であっても、利用者
の居住地市町村の長による更なる確認は不要とする。
（関係府省：厚生労働省）

法律 公布日（令和２年６月10日）
から３月を経過した日から
施行。



区分 分野 団体名 支障事例 見解
補足
資料

各府省からの第１次回答

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
管理
番号

団体名

提案区分
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解
その他

(特記事項)

282 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

医療・福
祉

幼保連携
型認定こ
ども園に
係る制度
及び施設
整備の所
管の一元
化

幼保連携型認定こど
も園に係る制度及び
施設整備の所管の
内閣府への一元化
を求める。

制度の所管は内閣府だが、施設の整備については、保育
所相当部分と幼稚園相当部分に分けて、それぞれ厚労省
と文科省に申請する必要があり、事業者と自治体の双方
に相当の事務負担が生じている。
特に保育室やトイレなどの共用部分については、便宜上、
定員等による按分計算を行っており、煩雑な事務処理が
発生している。
（申請窓口の一元化等事務手続きの簡素化を求めるもの）

幼保連携型認定こども園の施設整備において、保
育所相当部分と幼稚園相当部分の区分をなくし、
窓口を一本化することにより、同一の内容で2か所
に協議・申請する手間や、煩雑な按分計算、修正
が生じた際の調整連絡等が不要となり、事業者、
自治体の事務の効率化が期待される。

児童福祉法56
条の４の３、保
育所等整備交
付金交付要綱、
認定子ども園施
設整備交付金
交付要綱ほか

内閣府、
文部科学
省、厚生
労働省

指定都市
市長会

札幌市、旭
川市、秋田
県、福島
県、いわき
市、須賀川
市、新潟
県、愛知
県、豊橋
市、豊田
市、大阪
府、大阪
市、高槻
市、茨木
市、和泉
市、兵庫
県、西宮
市、南あわ
じ市、鳥取
県、島根
県、徳島
市、愛媛
県、高知
県、佐世保
市、大村
市、熊本
市、宮崎
県、宮崎
市、鹿児島
市、九州地
方知事会

○施設整備にかかる事務手続きや補助金の算定方法が、保育所相当部分と幼稚園相当部分でそれぞれ分かれている
ことにより、補助金計算や申請などの事務が煩雑になっている。
○協議書の提出は厚労省と文科省に分けて提出するが、様式は同じものである。そのため、一方の省から修正依頼が
あると、修正後の様式をもう片方の省にも送付する必要があり事務が繁雑になる。窓口を一本化することにより事務の
効率化が期待される。
○施設の整備については、保育所相当部分と幼稚園相当部分に分けて、それぞれ厚労省と文科省に申請する必要が
あり、また、協議のスケジュールが違うため事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じている。また、平成30年度
において幼稚園部分の申請時期が２回しかなかったため、１事業所は保育所部分の補助金だけで工事を行った。
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、複雑な按分
式で教育部分と保育部分を算出し、かつ申請先が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成す
る必要があるため、事業者、市町村、県にとって事務負担が大きい。
○当市で現在予定している同補助金を活用した施設整備においても、それぞれの省で補助金の要綱要領の内容が若
干異なること等、制度が複雑化することによる事務負担の増加が課題となっている。
○制度の所管は内閣府だが、施設の整備については、保育所相当部分と幼稚園相当部分に分けて、それぞれ厚労省
と文科省に申請する必要があり、事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じている。特に保育室やトイレなどの共
用部分については、便宜上、定員等による按分計算を行っており、煩雑な事務処理が発生している。
○近年、一定の改善がなされているものの、提案団体の主張のとおり、依然として事務が繁雑であるとともに、平成29年
度の当市における認定こども園創設事業において、認定こども園施設整備交付金のみが一方的に予定額の90％に圧
縮されるなど、厚生労働省と文部科学省で統一的な対応がなされておらず、財政的にも不安感・不信感が生じている。
また、疑義が生じた事案について都道府県を通じて質問をしても結局は国の担当者まで通すことになっており、回答に
時間がかかることも事務負担の増になっている。都道府県で早期に回答できる仕組みを構築することも必要と考える。
○幼保連携型認定こども園の施設整備について、厚労省と文科省に所管が分かれていることにより、協議、申請等の手
続きはもとより、問合せ、確認等も両省に行わなければならない。書類作成も両省分で膨大なものとなり、事業費・補助
金額の計算における両省分の按分等も必要で、過大な事務負担となっている。また、厚労省分は直接補助（概算払
い）、文科省分は間接補助（精算払い）と補助金交付の手順も異なっており、予算・決算においても無用な混乱を生んで
いる。さらに、両省の内示日に差異があり、片方が遅れたため事業着手が出来ず、急きょ２か年事業に変更せざるを得
なかったという事例も発生している。事業者への損害回避及び自治体の過度な事務負担解消のため、一刻も早い所管
の一元化を強く求める。
○幼稚園部分（文部科学省）と保育所部分（厚生労働省）で、加算、補助率、かさ上げの有無、対象メニュー等、異なる
部分があるため、対象事業費や交付申請額を算出する際の計算や事業者・市町村の作業などが煩雑となっている。内
閣府への窓口の一本化にあわせ、幼稚園・保育所・認定こども園の全てで項目を揃えて、面積や利用者按分で簡易に
算出できるような改善が必要である。
○制度の所管省庁が複数に跨がっていることにより、類型により認可・認定基準や、法的立て付けが異なっていることに
より、事業者及び行政ともに事務作業が繁雑化している。また、特に幼稚園型認定こども園について、認可形態としては
幼稚園となり、施設監査の法的な位置付けが非常に不明確となっており、他の類型の認定こども園と比較して監査権限
に基づく自治体の関与が不十分と思える状況が発生している。施設整備補助金についても、一の施設整備において複
数省庁からの交付を受ける必要があり、幼稚園部分と保育所部分で事業費の按分等を行わなければならず、事務負担
が増大しているとともに、交付額の算定誤り等が生じる原因となっている。
○同様の支障及び市民サービスに直結しない非生産的な事務が発生していることから、早急な改善を求める。
○同一施設の整備であるにも関わらず、厚生労働省と文部科学省の担当者で見解が相違することがあり、その調整に
手間がかかる。平成30年度実施事業で、協議申請した工事がどの整備区分に該当するかについて、当初、両省の担当
者で見解が異なったことから、両省との調整に時間を要し、協議を１回遅らせた事例がある。その事業については、協議
が遅れたことから工事の着工が後ろ倒しとなり、結果として認定こども園への移行を１年間遅らせることとなった。
○厚生労働省と文科省に分けて申請するために認定こども園整備費の事業費を面積按分しているが、竣工時の建築確
認検査等において当初の建築面積が変更になる場合があり、面積按分にも影響が出るケースがある。事業費及び補助
額にも影響があるため、変更申請の処理等が必要になり、補助を受ける認定こども園の設置者及び市において事務処
理が煩雑になっている。また、厚労省と文科省それぞれで、内示時期や補助対象外の考え方も異なるため、市及び事業
者にとっても煩雑な事務処理が発生している。
○当市においても幼保連携型認定こども園の整備を行う際、一つの建物に対し、厚生労働省と文部科学省の双方に補
助協議等を行う必要があり、それぞれの補助額を算出するにあたり、対象経費を保育所相当分と教育相当分に按分す
る必要がある等、事務が煩雑化している。補助財源が一本化されれば窓口も一本化され、対象経費を按分する必要も
なく、事務の効率化が図られる。
○当市においても、平成29・30年度に幼稚園を認定こども園に整備する事業を実施したが、提案市と同様、交付金申請
時等において、２か所への協議の手間や煩雑な按分作業等を経験し、事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じ
た。
○当県でも申請事務が繁雑であること、照会する内容によって窓口が異なっていることで統一的な見解を求められない
ことなど支障をきたしている。
○平成30年度において、両交付金を活用して整備した施設のうち約半数が認定こども園であるところ、同一の内容を厚
生労働省と文部科学省に協議・申請している施設は当県でも多数ある。さらに、内示（内定）後の交付申請や支払請求
の時期が同一でないことも、自治体等の事務が繁雑にしている。
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、教育部分と
保育部分で申請先が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成する必要があるため、事務負担
が大きい。また、内示後の工事着手となっているが、内示時期が異なることがあり、工期に影響が出ることがある。（平
成29年度10月協議分の内示　文科省平成30年２月２日、厚労省平成29年12月８日）また、実際に平成29年度10月協議
分では、内示時期に２ヶ月ほどのズレがあったことから、当初予定していた年度内に工事完了が難しく、工事を次年度に
遅らせたという事例があった。
○当市においても煩雑な事務に苦慮しており、事務負担軽減のために手続きの簡素化の必要性を感じている。
○保育所等整備交付金を活用しているが、共用部分の按分計算が必要となっているため、事務が煩雑となっている。
○一施設の整備内容であるにもかかわらず、厚生労働省部分と文部科学省部分に分かれていることで、別々に申請を
行う必要が生じており、また、按分計算については交付金の重複請求を招く懸念もあるなど、事業者、都道府県、市町村
において事務処理が煩瑣となっている。
○当市も按分計算等で事務の煩雑さに苦慮している。また事業者の事務の負担も大きいため、是非とも一本化してほし
い。
○厚生労働省と文部科学省それぞれの補助制度があるため事務執行が負担となっている。
○申請後の交付決定にあたり、各省の予算確保の状況等により大幅な時期のずれが生じ、一方の交付金が交付決定
なされているのに他方が未決定という状況で、なかなか事業に着手できず、工事の完了が遅れ、結果的に開園が年度
始まりに間に合わなかった事例もあった。（待機児童解消の施策に影響が生じた）
○幼保連携型認定こども園の施設整備において、共有部分である倉庫の按分について、煩雑な事務処理が発生してい
る。また、時期や時間帯によって使う認定区分が違うため、妥当な判断が難しい。

認定こども園に係る施設整備の事務手続においては、
・事業募集や内示時期の統一化・事前周知の徹底
・協議様式の統一化
・補助対象経費における、幼保の按分方法の明示化
等により、事務負担の軽減を図ってきたところである。
今後も更なる事務負担の軽減に向けて関係府省と連携を図っていく。

これまで行われてきた協議様式や募集・内示時期の統一化によって、幼保
連携型認定こども園への移行が進み、広く認知が図られてきたところである
が、幼保連携型認定こども園への移行を一層促進していくためには、煩雑
な按分計算や同一の内容の二省での協議・申請を必要とする現状を解消
し、完全な一元化を早急に図ることが必要であり、国、自治体、事業者のい
ずれにとってもメリットが実感できるように、早急に対応していただきたい。

―



見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答

令和元年の地方からの提案等に関する対応方針
（令和元年12月23日閣議決定）記載内容

※提案提出年以降の対応方針に記載があるものは当該対応方針の記載内容を
＜当該対応方針決定年＞として併記

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）

保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備交付金の交
付申請に係る様式の記載事項について簡素化及び共通化を
図ることとし、保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備
交付金の申請様式について、令和２年に４月８日付で認定こど
も園施設整備交付金交付要綱の改正を行い、一部の申請様
式を保育所等整備交付金のものと統一した。

認定こども園に係る施設整備の事務手続においては、
・事業募集や内示時期の統一化・事前周知の徹底
・協議様式の統一化
・補助対象経費における、幼保の按分方法の明示化
等により、事務負担の軽減を図ってきたところである。
今後も更なる事務負担の軽減に向けて、引き続き関係府省と連携のうえ検討してま
いりたい。

５【内閣府】
（５）児童福祉法（昭22法164）及び認定こども園施設整備交付金
保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備交付金については、
申請に関する様式の共通化を図るなど、幼保連携型認定こども園等を
整備する際の地方公共団体の事務負担を軽減する方向で検討し、令
和元年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：文部科学省及び厚生労働省）

交付要綱改正 「保育所等整備交付金の
交付について」（令和２年６
月５日付け厚生労働省発
0605第4号）
「認定こども園施設整備交
付金交付要綱等の一部改
正について（通知）」（令和
２年４月８日付け２文科初
第２９号）

【大阪府】
回答いただいている対応では、支障事例（両省へ提出すること
による事務の煩雑さや過大な事務負担、申請内容に対する両省
の見解の相違、補助対象範囲の別、など）に対する解決や、当
該支障事例を踏まえた申請窓口の一元化という提案に対する回
答としては、不十分と考える。
申請窓口一元化による事務負担の軽減に向け、早急なご対応
をお願いしたい。
【西宮市】
左記により事務負担の軽減が図られているところであるが、窓
口の一本化により更なる事務負担の軽減を望む。
【宮崎市】
提案団体の意見を十分に尊重いただきたい。
【鹿児島市】
補助協議様式については統一されたが、それ以外の補助金申
請書や実績報告書については同一の内容で２か所に提出する
必要があり、また、煩雑な補助対象経費の按分計算が必要であ
るなど、事務負担の軽減が図られていない。

― 【全国知事会】
認定こども園の施設整備に係る交付金については、待機児童対
策や子育て支援の量的拡充の実現のため必要不可欠である。
その交付金の制度において、同一施設の申請等の手続きが複
数の所管となっていることで複雑化及び煩雑化している現状が
あることから、事務負担の軽減に向け、施設整備交付金の一本
化などを進めること。
【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。



区分 分野 団体名 支障事例 見解
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各府省からの第１次回答

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
管理
番号

団体名

提案区分
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解
その他

(特記事項)

300 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

医療・福
祉

里帰り出
産時等に
おける一
時預かり
事業の対
応の明確
化につい
て

一時預かり事業の
利用対象児童につ
いて、里帰り出産時
等など、居住地の保
育所に入所・在籍し
ている乳幼児を居住
地外の保育所等で
も受け入れ可能かど
うか明確にするとと
もに、受け入れた場
合の補助金の全国
統一単価の創設や
施設型給付の取り
扱いの明確化を求
める。

里帰り出産等で里帰り先に帰った保護者は、自治体によ
る児童福祉法の解釈によって、居住地の保育所等を退所
（園）しなければ、一時預かり事業を利用することができな
い場合がある。仮に退所した場合、里帰り出産後に居住
地の保育所等に再度入所できるとは限らず、利用者は退
所（園）に踏み切ることができない。
また、自治体の判断によって、居住地の保育所等を退所
（園）せずとも一時預かり事業の対象とすることができるも
のの、一時預かり事業に係る広域利用の場合の補助金や
入退所に伴う施設型給付の取り扱いについては不明瞭で
ある。

居住地の保育所等に入所・在籍している乳幼児
が居住地外で一時預かりが可能かどうか、また居
住地の保育所等の入退所の取り扱いが明確とな
ることで、法の解釈で今まで実施していなかった
自治体でも一時預かり事業を実施することができ
るとともに、自治体間調整が不要となり事務負担
が軽減されることで広域利用が進むことから、産
前産後の身体的な負担を軽減し、産み育てやす
い環境が整備され、子育てしやすい社会の実現に
貢献することとなる。

児童福祉法第
34条の12、児童
福祉法施行規
則第36条の35
第１号

内閣府、
厚生労働
省

鳥取県、
日本創生
のための
将来世代
応援知事
同盟

旭川市、荒
川区、川崎
市、南あわ
じ市、米子
市、山陽小
野田市

○当市でも、里帰り出産をする際の一時預かり事業に対する扱いが利用者の居住地と異なるために、案内や調整に苦
慮するケースがあるため、明確化を求める。
○当該事項については取扱いが不明瞭で自治体によって対応が異なるため、対応の明確化が必要である。
○当団体においても同様の実態があり、保護者の不利益になることが生じる場合もある。制度の明確化が必要と考え
る。
○当市においては、在籍児童でない場合だけ、里帰り出産での一時預かりを受け入れしてる。（同一児童に二重給付と
考えるため）提案自治体の制度の効果に賛同できると考えるため、明確化されることを要望する。

一時預かり事業については、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）に
基づく、地域子ども・子育て支援事業として、市町村が地域の実情を踏まえて実
施しており、当該市町村の子どもが対象となることが原則。
一方、事業実施に係る要件等は、「一時預かり事業の実施について（平成27年
７月17日）」（以下、「実施要綱」という。）において全国統一的に定められている
が、実施要綱上の対象児童は、「主として保育所、幼稚園、認定こども園等に
通っていない、又は在籍していない乳幼児」としており、ご指摘の里帰り出産の
場合でも、地域の実情に応じて対象とすることは可能である。
なお、里帰り出産のために保育園を退園した後、当初利用していた園に戻れる
かについては、他の利用者の申し込みの状況や園の定員等により左右される
こととなるが、市町村の判断で、当初利用していた園に優先的に利用調整して
いただくことは可能な取扱いとなっている。

地域の実情に応じて対象とすることは可能という回答ではあるものの、自治
体間で取扱いに差があることは保護者にとって不平等であり、また自治体
においては案内や調整等で苦慮するケースがあることから、明確化を求め
ているものである。
加えて、待機児童が平成30年10月１日時点で全国約47,000人いる中、里帰
り出産により一度退園した場合は入所保留の児童が入園することとなり、退
園した園へ戻れる保証があるとは言えないため、再度御検討・回答をいた
だきたい。
併せて、受け入れた場合の補助金の全国統一単価の創設や施設型給付の
取扱いの明確化を求めていることについても、回答をいただきたい。

―

内閣府、
厚生労働
省

東大阪市 平成31年３月18日に公表された「企業主導型保育事業の円滑な実施に向けた
検討委員会報告」において、
・施設の適切な運営や緊急時の円滑な対応に資するよう、各施設が自治体に
対し、定員・利用者・従事者等の状況を定期報告する仕組を検討するべきであ
る。
とされており、報告を踏まえ、
・実施機関から自治体へ保育施設の助成決定等を情報提供
・各保育施設から自治体へ利用者情報の提供を徹底
することなどについて、現在具体的に検討を進めているところである。

子ども子ども支
援法、企業主導
型保育事業費
補助金実施要
綱

旭川市、仙
台市、秋田
県、横浜
市、川崎
市、大阪
府、大阪
市、高槻
市、茨木
市、富田林
市、兵庫
県、鳥取
県、島根
県、広島
市、松山
市、熊本
市、宮崎
県、宮崎市

○幼児教育・保育の無償化に伴い、当該施設・事業を利用する認定保護者への給付が事業開始日から行われるために
は、認可外施設については、事業開始日までに、都道府県への届出・市町村の確認が行われている必要があることか
ら、都道府県に対しても迅速な状況提供を求める。
○企業主導型保育事業の地域枠利用者の中に認可施設に入所できなかった待機者がいる。地域枠の把握や空き状況
などの情報を把握できないため、利用を希望する待機者に正確な案内ができず苦慮する場面が多い。空き状況を常時
確認できるページ（インターネット）の公開など情報提供を望む。
○本市でも同様に、児童育成協会に企業主導型保育事業の質問をした際の回答に時間が掛かる場合が多く、その回答
も不明確な場合があるため、事務的な負担が生じているもの。
○平成30年度においては、内示については情報提供があったものの、最終的な交付決定の状況については情報提供さ
れておらず、開所状況の把握が困難であった。企業主導型保育事業の開所状況については、国から依頼のある「子育
て安心プラン実施計画」の実績値にも含めることとされていることから，迅速な情報提供を求める。
○児童育成協会からの助成決定に係る自治体への情報提供については、助成決定を受けた翌年度の５月～６月頃ま
で一切行われず、以下のような多様な問題が生じている。
①自治体において、管内で実施されている事業者の把握ができない
②地域住民や施設利用者から問合せ等を受けても、当該事業者が企業主導型保育事業実施者かどうかすら分からな
い
③待機児童対策の受け皿として位置付けられているものの、市町において利用希望者への情報提供ができない
④待機児童数の算定に正確に反映できているかどうか不明確
○企業主導型の定員変更は比較的自由にできるうえ、事業者の都合によって助成対象外となり、企業主導型保育施設
でなくなる事が可能と聞いている。利用希望者に対してはもちろんだが、議会質問や子ども・子育て会議、待機児童調
査、子ども・子育て支援事業計画にも影響するため、その都度、開設・助成申請取りやめ予定施設と連絡を取る必要が
あり、迅速で正確な一元化された情報提供が必要となる。
○企業主導型については、担当課で正確かつ最新の情報がわからないこともあるので、情報の共有がスムーズになれ
ば、待機してる保護者にも情報を紹介できることになる。
○30年度に内示・助成決定した施設についても、児童育成協会は年度内に公表できず、待機児童解消に効果を発揮し
ているとは言い難い状況であり、市町への情報提供をよりスムーズに行うようにしていただきたい。
○平成30年度の運営費助成及び施設整備費助成決定情報について、児童育成協会から全く連絡がないため、認可外
保育施設の開設届をもって初めて助成決定されたことを把握している。施設を指導する立場にある県においては開設状
況を把握できないために適切な指導ができないこと、市町村においては子ども・子育て支援計画の見直しや特定教育・
保育施設で利用調整できなかった際の紹介先として施設を把握できないことに支障をきたしている。
○本県においても、（公財）児童育成協会から都道府県に対する平成30年度分の助成決定情報の共有が図られなくなっ
たことにより、企業主導型保育事業の開設の動きについて、事前の把握が困難となり、市町村における利用調整や市町
村計画の策定に支障を来している。特に今後は、無償化に伴い地域枠利用者の保育の認定や一時預かり等実施時の
施設の確認等が必要になるので、混乱が生じないよう開設前の情報提供の徹底を要望する。
○開設時期が不透明なので、保護者への周知等が出来ない。（公財）児童育成協会ないし事業実施者から市町村への
迅速な情報提供を求める。
○地域住民などから問い合わせがあった場合に、進捗状況が答えられないことがある。助成決定や開所日等の情報に
ついて、迅速に情報提供を求める。
○企業主導型保育事業は有効な保育資源として考えており、地域枠を整備量に計上しているが、設置状況の把握が遅
れることにより、利用希望者に対して正確な情報提供ができなくなる。
加えて、把握が遅れることで今後の保育所等の整備計画に支障が出る可能性がある。
○企業主導型については、認可外保育施設としての指導監督が必要となるが、助成決定の情報共有がなければ、いつ
開設されるかわからず、適切な指導が実施できない。
○新規開設施設の情報を１つでも多く提供することで、保護者ニーズに答えることが出来る。保留（待機）児童削減にも
繋がる。
当市においては、待機児童調査の時など、特定時点において独自に利用者情報を施設に照会しているが時間を要する
ため、対応に苦慮している。

企業主導型保育事業について、（公財）児童育成協会から
市町村への助成決定の情報提供が遅れたために、既に開
設している当該保育施設を利用希望者に紹介できなかっ
た。

286 Ｂ　地方
に対する
規制緩和

医療・福
祉

企業主導
型保育事
業に係る
助成決定
の迅速な
情報共有

企業主導型保育事
業の助成決定に係
る（公財）児童育成
協会ないし事業実施
者から市町村への
迅速な情報提供を
求める。

利用希望者に対して正確な情報提供ができるよう
になり、待機児童の解消に資する。

―「企業主導型保育事業の円滑な実施に向けた検討委員会」において、自治
体との連携について検討をしていただいており感謝いたします。
助成決定の公開時期、開設状況等の情報提供の頻度などについて、内閣
府が定め、新たな実施機関において確実に実施されるように望みます。
また、企業主導型保育事業者から自治体への利用者情報の提供について
は、事業者へ義務付け（「企業主導型保育事業費補助金実施要綱」に盛り
込むなど）、早期に実現されることを望みます。
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これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答

令和元年の地方からの提案等に関する対応方針
（令和元年12月23日閣議決定）記載内容

※提案提出年以降の対応方針に記載があるものは当該対応方針の記載内容を
＜当該対応方針決定年＞として併記

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）

措置済
（一時預かり事業実施要綱の一部改正により、留意事項として
「出産や介護等により一時的に里帰りする場合において、里帰
り先の市町村が適当であると判断した場合は、住所地市町村
の保育所等に在籍している児童を里帰り先の市町村におい
て、一時預かり事業の対象としても差し支えない」旨を追記し、
地方公共団体あて通知した。）

【米子市】
引き続き、在籍児童が一時預かりを利用した際の「入退所に伴う
施設型給付費及び補助金の取り扱い」について、全国統一の制
度の明確化を求める。
地域の実情に応じ市町村判断で預かりや退所、優先利用調整
による再入所を行う現状のままでは公費の二重投入が起こりう
る。これを防ぐためには現制度下では「在籍児童は里帰り先の
預かりは不可」と画一的に取り扱うしかなく、保護者の不利益と
なる。
一次回答では「当初の園に戻る際の優先的な利用調整は可能」
とされたことで、前述の場合も児童がいったん退所することで公
費の二重投入及び保護者の不利益を回避できるともとれるが、
在籍施設は児童の退所と同時に給付を受けられなくなり、対象
児童が再入所するまで収入減となる。現状の給付制度のままで
は収入減を防ぐためには新たに児童を入所させるしかなく、対象
児童の再入所は職員体制等から確約できない場合がある。施
設が不利益を被ることになるため、対応が必要。

― 【全国知事会】
一時預かり事業については、地方の事業実施に支障が生じない
ようにするとともに、自治体の事務量が過大とならないよう留意
しながら、自由度の高い交付金とすること。
なお、所管省の回答で里帰り出産の場合でも一時預かり事業が
利用可能であるとなっているが、各自治体に対して十分な周知
を行うことが必要である。
【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。
なお、提案内容が現行制度下において対応可能であるならば、
十分な周知を行うこと。

里帰り出産の時に、通園していた保育所等を退所しなくとも一時
預かり事業が利用可能であること、その際には交付金の対象と
なること等について、明確化する内容や周知の方法及びスケ
ジュールを２次ヒアリングまでにお示しいただきたい。

保育所入所児童であっても、保護者や児童が抱える個別の事情を考慮し、一時預
かりの利用が適当であると市町村が判断した場合は、保育所等に在籍しながら一
時預かりを利用することが可能である。この旨周知してまいりたい。
里帰り出産等により保育所を退所した児童の再入所における保育所等の利用調整
については、児童福祉法に基づき、市町村が責任を持って判断すべきものであり、
そのFAQをお示ししているところであるが、改めて事務連絡等で周知してまいりた
い。

(参考)子ども・子育て支援新制度自治体向けFAQ
② 母親の里帰り出産等による帰省中に当初の施設・事業所と異なる施設・事業所
を利用する場合
②　里帰り出産先等において他の特定教育・保育施設等を「利用」する場合で、当
初の特定教育保育施設等を退所（園）しているのであれば当該他の特定教育保育
施設等について広域利用（又は転園）として給付費及び利用者負担が発生します。
なお、この保育利用者が転園後に帰省先から戻った場合は、市町村の判断で、当
初利用していた特定教育・保育施設に優先的に利用調整していただくことも可能で
す。また、当初の特定教育保育施設等を何らかの理由で退所（園）していない場合
は二重在籍はできませんので、一時預かり事業等での対応となることが想定され、
その利用料が別途発生します。

一時預かりの補助金については、里帰り先の自治体が補助金の請求や、実施主体
になることが可能であること等をお示しする。

５【内閣府】
（３）児童福祉法（昭22法164）
（ⅱ）里帰り出産等における一時預かり事業（６条の３第７項）の実施に
ついては、里帰り先の市町村（特別区を含む。以下この事項において
同じ。）が適当であると判断した場合、住所地市町村の保育所等に在
籍している児童を当該事業の対象とすることが可能であること、この場
合における当該事業が子ども・子育て支援交付金（子ども・子育て支援
法（平24法65）68条）の対象になること等を、地方公共団体に令和元年
度中に通知する。
（関係府省：厚生労働省）

通知 令和２年４月施行

通知 令和2年3月16日 企業主導型保育事業費補助金実施要綱を改正し、実施機関
から地方自治体に対し助成決定等の情報を提供することを規
定した。
なお、令和２年２月に実施された都道府県担当説明会におい
て、実施機関から地方自治体に対し助成決定等の情報を提供
する予定であることを周知した。

― ５【内閣府】
（11）子ども・子育て支援法（平24法65）
（ⅲ）企業主導型保育事業（59条の２）については、「企業主導型保育事
業の円滑な実施に向けた検討委員会」における意見を踏まえ、保育施
設への助成決定等に係る情報を企業主導型保育事業実施機関から地
方公共団体へ提供するよう、令和元年度中を目途に企業主導型保育
事業費補助金実施要綱等を改正する。
（関係府省：厚生労働省）

第１次回答のとおり、検討委員会報告を踏まえ、企業主導型保育事業費補助金実
施要綱等に盛り込むべく、現在具体的に検討を進めているところである。

【松山市】
市の「子ども・子育て支援事業計画」の進捗管理を行うにあたり、
企業主導型保育事業の地域枠も「確保の内容」としており、事業
者からの事前相談がなければ、新規設置の状況が把握できな
い。また、内示状況についても、事業者に聞き取りを行っている
ため、手間と正確性の観点から、速やかに公表されなければ、
今後の保育定員を確保するための検討や「子育て安心プラン」
の策定に際して支障が出る。
また、待機児童数調査の際に提供される利用児童のデータが一
部だけのため、調査に際して、まったく役に立たない。
そのため、各施設の申請状況、内示決定状況、利用児童状況
（特に人数）をタイムリーに提供していただきたい。
【宮崎市】
提案団体の意見を十分に尊重いただきたい。

【全国市長会】
提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。
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